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第1章

研究の

背景と目的



1.ノ研究の背景と目的

本研究では地域のソフトパワ-を高める手法として地域ブランディングを研究対象とし

た･そこでソフトパワ-,プランド,プランディングといった本研究におけるEeyWbrd

について説明していく.

1.1研究のRey Word

1.1.1ソフトパワ-

軍事力が国力を決定した冷戦時代からは変化が起こり,アメリカは21世紀の世界的情報

時代の国カの源泉として国の魅力,つまりソフトパワ-を最重要視している.では,この

ソフトパワ-という言葉は正確には何を意味するのか.ここでソフトパワ-という言葉の

意味を明確にするために,クリントン政権で国防総省次官補を歴任したジョセフ･S･ナイ

の考え方を参照する.

軍事力と経済力はいずれも,他国に政策を変えるように促すために使えるハ-ドパワ-

である.ハ-ドパワ-は誘導と脅しの両方に基づいている.しかしこれ以外に,間按的に

力を行使する方法もある.ある国が国際政治で望む通りの結果を得るとき,他国がその国

に従おうと望み,その国の価値に憧れ,その国の例にならい,その国の繁栄と開放性の水

準に達したいと考えているためであることもある.この意味で,国際政治の課題を設定し,

他国を引き付けることは,軍事力と経済力による誘導と脅しで他国に政策を変えさせるの

と変わらないほど重要であるといえる.この自国が望むものを他国が望むようにする力を

ジョセフ･S･ナイはソフトパワ-と呼んでいる.本研究では,ジョセフ･S･ナイの考え

方を参照し,ソフトパワ-を｢社会を構成する資源(ヒト,モノ,カネ,チエ)を強制力

によってではなく,ひきつける力｣と定義する.

ソフトパワ-を高めるには様々な方法が採られるが,最近企業や地域で特に注目されて

いる手法としてプランディングという手法がある.

1.1.2プランディングの定義

プランディングを説明する前にプランドとは何かを定義する.
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(1)ブランド

｢ブランド(brand)｣とは, ｢焼き印を付けること｣を意味する"brand"という古期フ

リジア語, "brant"という古高地ドイツ語, "brandr"という古期スカンジナビア語等から

派生した用語であり,家畜の所有者が自己の家畜と他人の家畜を識別するための印が語源

であるといわれている.

ここではブランドを｢生活者の心の中にできた『識別のための印』｣と定義する.文化

経済等の進展に伴い,自己の商品,製品,サ-ビスなどを他者と識別するためのネ-ム,

ロゴ,マ-ク,シンボル,パッケ-ジ･デザインなどのブランド標章が広く重視され,企

業は自社製品等の品質の高さ,デザイン,機能の革新性等を普遍的に表現するために,こ

れらのプランド標章を統一的に用いて事業活動を行っている.

現在では,ブランドは,ヒト,モノ,カネ,情報に次いで,第五の重要な経営資源とし

て位置づけられるようになった.この長引く不況下にも関わらず,強力なプランドを有す

る企業は,価格が高くても市場から支持されている.強力なブランドは,晶質なと企業と

しての信頼を約束し,新しい顧客を引き付け,既存の顧客をさらに引き付けることができ

る.このような固定の顧客を堅持することにより,長期で安定した売り上げを確保するこ

とができ,短期的な価格寮争に陥ることなく,経営に果たす多くの効果が瓢められるよう

になり,企業の安定的な経営を維持することができる.

また,最近では,ブランド自体が無形の資産として高く評価されるようになってきた.

企業買収が行われる際にその簿価をはるかに超えた額で買収された例や,プランドの使用

権の供与に対して高額な使用料を受けた事例なども見受けられる.

(2)プランディング

このプランドという概念を重要視し,その価値を高めることを｢ブランディング

(branding)｣と言い,企業のみならず,国や地域の政策でもその考え方を取り入れはじめ

ている.

今日,プランディングが注目されている背景には,従来の地域や日本企業が行ってきた

マスマ-ケテイングの行き詰まりがある.売り上げの成長を前握に製造力や営業力を武器

として同質型境争を繰り返す,新製晶や新サ-ビスを次々投入し,キヤンペ-ンをその都

度変える,模倣でも性能とチヤネル支配力があれば優位,とい?た成長期型のマ-ケテイ

ングは経済全体が成熟期に移行し,情報化社会,知識社会化が加速度的に進む世の中では

うまくいかない.そこで成熟期型のマ-ケテイングであるプランディング-の転換が進行

したと考えられる.



プランディングには大きく分けてマ-ケテイング手法の-つである企業ブランディング

とソフトパワ-を高める手法としての意味合いが強い地域ブランディングがある.

(3)企業ブランディングのメリット

企業がブランディングを行うメリットは大きく分けて2つ存在する.
-つは利益効果,

もう-つは資産効果である.

①利益効果

プランドの原点は識別機能にある.従ってプランディングを行うことで,競合企業に対

する優位性や差別性が明らかになる.

さらにブランドは顧客の尚定化をもたらす.真にプランドを支持してくれる顧客,ロイ

ヤルカスタマ-が存在するか否かが,そのブランドが長期的に成功するかを決定する.ロ

イヤルカスタマ-は少々の価格差には反応しないため,強いプランドは企業にとってプレ

ミアム価格,高マ-ジンの設定を可能にし,価格競争からの回避を手助けする.

また,強いブランドはセ-ルスプロモ-ションの依存度は低く,版促費やりべ-ト等は

少なくてすむ.また,強いブランドならば新製晶･新サ-ビスを出しても,少ない広告費

で最大の効果をもたらす.

そしてなによりも,競合との差別化,ロイヤルカスタマ-作り,プレミアム価格の設定,

流通戦略,コミュニケ-ション戦略の-貫性が生まれることで,マ-ケテイングの効果が

格段に向上し,投資効果も上がる.

このようにマ-ケテイングの効果と効率が高まることで,プランドは長期的な利益向上

に寄与する.

②資産効果

近年,プランドが企業の大きな資産だという考え方が高まってきている.実際,企菓プ

ランドの財務的な資産価値を金額評価し,ランキングするケ-スが増えている.このプラ

ンドの資産価値がブランドカの強い企業を貴収する場合やブランドの商標権を買い取る際,

プランドの使用にロイヤリテイを支出する際の根拠として使われることもある.

このように強いプランドは企業の単年度の収益や利益に貢献する.
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1.1.3地域ブランディングの定義

(1)地域ブランディング

ブランディング手法を地域に適用したものを地域ブランディングと呼ぶ.地域ブランデ

イングは地域資源の再編をべ-スにイメ-ジの管理とエクイテイの構築を行っていくこと

で,地域を活性化し,競合地域に対する競争優位性を築くものである.地域ブランドカが

上がることで消費者の訪間意向や居住意向,物産購入意向が高まると考えられる.

地域プランディングの具体的なメリットや必要性,古典的地域活性化手法との違いを説

明していく.

(2)地域プランディングのメリット

企業ブランディングにおける2つのメリットを考慮に入れた上で,地域ブランディング

の具体的なメリットを挙げる.

地域プランドの効果は-義的に市場に向けたもので,地域め個別プランドと協議して,

それらの競争力を底上げすることにある.しかし,地域プランドのメリットはそれだけで

はなく,地域内のブランド関係者や地域住民に対しても,相応の効果を発挿すると考えら

れる.プランドの地域関係者としては行政職員やプランド関連産業の従業員が想定される

が,地域プランドはそれらの人々に対して,プランド価値を基軸とした地域-の求心力醸

成の源泉となる.結果として職業モラルの向上が期待できる..

また地域住民に対しては;さまざまな情報発信を通じて,地域の価値を再確認する機会

を捷供し,結果として郷土愛の強化につながることが期待できる.

地域プランドと似て非なる｢地域CI｣は,主に地域内部に軸足を置いた地域観であり,

市場に対する効果はまず期待できない.

それに対して地域プランドは, -義的に地域外の市場を意識しているものの,結果的に

は地域内部に対してもメリットをもたらすという点において, ｢地域CI｣よりも大きなメリ

ットを地域にもたらすことが期待できる.

(3)地域ブランディングの必要性

ソフト化,グロ-バル化などの経済構造の変化により,これまで地域経済振興を支えて

きた工業拠点開発方式が成立しにくくなっている今,多くの地域が新しい地域経済モデル



を求めている.

新しい地域経済モデルとは地域資源の再編をべ-スに地域固有の個性や活力を育みつつ,

経済活動の対象である市場(消費者,顧客)に直接向き合うものである.

そのためには,市場(消費者,顧客)の視点に立って,地域固有の価値体系を創造し,

提案する姿勢こそが肝要であり,言い換えれば,地域固有の圃性や資源などの魅力を市場

で-層高め,地域の競争力を強化する地域経営が望まれている.

(4)地域プランディングと古典的地域活性化手法の違い

地域プランディングの特徴を,古典的な地域活性化手法との違いの点から表にまとめた.

表1･1古典的な地域活性化手法と地域ブランディングの違い

古典的地域活性化手法 地域プランデイング

視点 戦術的 戦略的

概念
経済活性化

イメ-ジの管理,

モデル ブランドエクイテイ構築

発想の起点 内部(住民.地域関係者)
内部-(住民.地域関係者)と

市場(消費者.顧客)

メリツト
成長経済のもとでは,所得格差 地域の競争力の強化,地域-の求心力

の締小,人口流出の歯止め等 醸成,誇れる地域の創出

デメリツト
過疎化進行,地域性.文化性の

希薄化
短期的な効果が表れにくい

力の

源泉
ハ-ドパワ- ソフトパワ-

具体的手法 工業拠点開発, 地域資源の活用

効果 短期的な経済活性 長期的なエクイテイ構築

表の各項目に関して簡単に説明する.

①視点と概念モデル

古典的地域活性化手法は,戦術的なものであった.短期的な経済活性化にのみとらわれ,

他の地域で成功した事例があれば,地域に適した手法かどうかも検討せずに模倣すること

によって短期的な収益をあげていた.

それに対し,地域プランディングは戦略的なものである.他の地域に対する競争優位お



よび長期的な収益に視点を置いている.

第3セクタ-では過去最大規模の破綻となった宮崎県シ-ガイアが失敗したのは戦略的

ではなかったため,つまり沖縄県という競合地域を祝野に入れ,そこに対する競争優位性

を考慮していなかったためだと考えられる.

②発想の起点

古典的な地域括性化手法には｢地域CI｣や｢地域アイデンテイテイ｣があるが,これら

は基本的に地域内部に発想の起点を置いており,通常は市場(消費者･顧客)を視野に入

れることはない.

それに対して, ｢地域プランディング｣は発想の起点をあくまでマ-ケットに置いており,

だからこそ地域のプランド化は経済施策になり得るといえる.市場(消費者･顧客)の視

点に立って,地域固有の価値体系を創造し,提案する姿勢が重要である.

③メリットとデメリット

これまでの地域経済振興は｢国土の均衡ある発展｣を旗頭に, 1 9 6 2年の第一次全国

総合開発計画,それに付随する新産業都市建設法(1 9 6 2年),工業特別地域整備促進法

(1 9 6 4年)を背景とした工業拠点開発方式に軸足を置きつつ,具体的には工業団地の

造成,工場の誘敦,交通アクセス網の整備などを中心に運営されてきた.

その結果,地方の雇用環境は好転し,それ以前の地方圏と大都市圏との所得格差が縮ま

ると同時に,地方圏から大都市圏-の急激な人口流出に-定の歯止めがかかったのは事実

である.

しかし, 1 9 8 0年代からの円高化や経済のソフト化,グロ-バル経済の進展などを背

景に,日本経済の構造はこれまでの｢重厚長大｣から｢軽薄短小｣ -と質的に変化し始め,

工業拠点としての地方圏の意義は急速に薄れている.これまで地方圏の雇用を支えてきた

工場はより安い労働力を求めて相次いで海外移転する-方で,サ-ビス産業などの第三次

産業は地方圏では依然として足腰が弱いままで据え置かれているのが現状である.

ここに至り,地方経済振興の要であった工業拠点開発は,埋まらない工業団地に象徴さ

れるように,急速にその有効性を弱めていったのである.

さらに地域振興の点から考えると,従来型の企業誘致や人を呼び込むだけの観光では,

農村部ではさらに過疎化が進んでしまい,地域が崩れてしまう恐れがある.

今,地方に強く求められているのは,地方分権を契機とする地方経済の自立化であり,

これまでの工業拠点開発に頼っていた地方経済のあり方は,地域経済の再編をべ-スに地

域困有の個性や括力を育みつつ,地域活動の対象である市場(消費者･顧客)に直接向き

合う方向-と転換されなければならない.
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そこでブランディングという手法が脚光を浴びている.ブランドが現代のマ-ケテイン

グ政策としていかに重要であるかは前述した通りであり,･多くの商品やサ-ビスがプラン

ドカで消費者に選択されている今,地域も例外ではない.観光産業にしても,農林水産業

にしても,地場産晶産業にしても,市場経済においては消費者に選ばれ続けることが発展

していく唯-の方法であるが,地域のプランドカがなければその地域は消費者から選ばれ

ることが期待できず,自立的な地域経済運営は成り立たない.

消費者に選ばれ続ける地域になるためにをj:,地域の魅力を簡便かつインパクトある形で

消費者に伝えることが重要課題であり,そのための抜本的な答えこそが｢地域ブランディ

ング｣である.地域性や文化性といった地域のカラ-の復権を考える上でも地域プランド

の構築は意義がある.

しかしプランディング手法は短期的な効果が現れにくいため,比較的経済力の弱い市町

村では用いられることはなかった.･県庁がリ-ダ-シップを発拝して,民間の地場産業が

追随できるような仕組みを作ることでこの間題は解決できると考える.本研究で,都道府

県を対象としたのは,そういった意味合いがある.

④力の源泉

1980年代からの日本経済の構造の質的変化に伴って,各地域が求める力の源泉も変化し

ている.

以前は経済力というハ-ドパワ-を強めることに力を注いでいた.経済成長期において

は,各地域は経済カにおいて三大都市圏に追いつき,追い越すことを目標に工業拠点開発

に依存した活性化手法を採っていた.しかしその結果,急激な都市化による農村部の過疎

化の進行等の間題が発生し,地域性や文化性は希薄になり,中央集権体制を強めることと

なった.

80年代からの経済の構造変化によって,工業拠点開発という地域経済振興が成立しなく

なった今,地域は国に依存しない経済の自立化を目指している.そこで重要視されている

のが地域の魅力といったソフトパワ-である.観光や資源等の魅力を高め,競争力を琴く

する政策が望まれており,ソフトパワ-を強める施策として地域プランドの構築が重要視

されているのである.

⑤具体的手法

1 9 6 0年代の地域活性化の手法は工業誘致に代表される工業拠点開発策であった.工

場誘致によって,雇用と.税収を増やし,地域の活性化を図っていた.しかし,人件費と原

料コストの点から多くの企業は現在,中国など-の海外工場移転を行っており,日本の地

域での工場誘致は困難である.
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そこで工場誘敦に代わる地域活性化手法として地域ブランディングが台頭してきたわけ

だが,地域ブランディングには,古典的活性化法と異なり決まった手法がない.目標とな

る地域イメ-ジを確定し,地域資源の選択と集中によってイメ-ジを管理していく事が重

要である.

⑥効果

古典的地域活性化手法は短期的な収益のみに目を向けていたため,地域性が崩れ,現在

のような大都市圏にヒト,モノ,カネ,情報が集中する構造を作り上げた.

地域プランディングでは短期的収益に惑わされず,長期的なェクイテイの構築を最終目

標としているため,地域性･文化性の復権の観点からも地方分権の促進に役立つといえる.

1.2研究背景

地域プランディングのメリットや古典的地域活性化手法の項の中で述べてきた研究背景

について,もう一度簡単にまとめる

1 9 8 0年代からの円高化や経済のソフト化,グロ-バル経済の進展などを背景に,日

本経済の構造は質的変化が起こり,それまで主流だった工業拠点開発等の地域経済振興策

が急速にその有効性を弱めていった.

そこで今,地域に求められているのは地方分権を契機とする,工業拠点開発に依存しな

い地域資源の再編をべ-スとした地域経済の自立化である.

そのためには,経済活動の対象である市場(消費者･顧客)の視点に立って地域固有の

個性や資源等の魅力を高め,地域の競争力を強化する必要がある.

その手法としては,発想の起点を市場に置いている地域プランディングが有効であると

いえる.

以上,地域プランディングを研究対象とする意義が理解されたであろう.

では実際,地域プランディングを研究対象とするにあたり,先行研究にはどのようなも

のがあるか調べた.

1.3先行研究

先行研究として,地域プランディング実例,魅力に関する研究,ブランド価値評価に関

する研究,-プランド戦略成功例を調べた.
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1.3.1地域ブランディング実例

地域ブランディングは現在様々な都道府県で行われているが,その中から岩手県,北海

道十勝地方,愛知県の地域ブランディングの実例を調べた.

(1)岩手県のブランディング

(主要事業の名称)いわてブランド確立総合推進事業

(実施期間)平成11年度-平成16年度

(実施主体)岩手県

(総事業費) 700万円(平成12年度-平成14年度)

(事業目的)

地場産業の振興を図るため,首都圏に在住している岩手ブランドづくりの応援団であ

る有識者･いわてプランドアドバイザ-による商晶開発や販路拡大,需要開拓等に関す

るアドバイス及び自主的なマスコミ等を通じた本県産晶の情報発信等を通じて,県産晶

のプランド化を推進すること.また地場産業者のマ-ケテイング活動を支援すること.

(事業内容･手段)

県内地場産業者のマ-ケテイング活動を支援するため,次の事業を実施している.

①いわてプランド勉強会

地場産業者とアドバイザ-との交流で提案されるパッケ-ジデザインや商晶力の向上,

販路対策等に関するアドバイスを基に,地場産業者の実現化に向けた取組みを支援する.

②いわてプランドアドバイザ-派遣事業

地場産業者等が組織する団体などにアドバイザ-を派遣し,マ-ケテイング戦略等に

ついてのアドバイスを行なう.

(事業成果)

いわてプランドアドバイザ-からのアドバイスを具現化することによって,岩手プラ

ンドのプランド価値が高まり,地場産業の成長･発展が期待できるとしている.

(考察)

マ-ケテイング手法を応用し県産晶のプランド化をはかることによって,岩手県の地

域プランドカを強めようとしている.
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(2)北海道十勝地方のブランディング

(主要事業の名称)

1.地域構想推進事業, 2.地域振興支援事業, 3.物産振興支援事業, 4.産業連携

支援事業

(実施期間)平成15年度

(実施主体)財団法人十勝圏振興機構

(総事業費) 1290万円

(事業目的)次のように明文化されている.

1.市町村･農業･商工団体･企業等の関係者により,機構の支援事業の内容や実施方

法,産業複合化に向けた取り組み方法等について協議すること.

2.地域の産業間の連携を深めるため異業種交流会を開催する,新たな発想によって事

業化を推進するために,共同で商品開発研究等を行う研究会を開催する,地域の活性

化と地域産業の担い手の研修･育成に資するため,セミナ-等を開催するといった3

つの目的を設定している.

3.第-に十勝産農畜産物の消費拡大に向け,ブランドの統-コンセプト,キヤツチコ

ピ-,ロゴマ-ク等や商品の高晶質化･差別化に必要な検討を加え,地域ブランドの

確立を図ること,第二にとかちプランド商晶のPR
,販路拡大,開拓,マ-ケテイン

グリサ-チの場として,試食会,外食産業,流通業者等との商談会,情報交換会を開

催すること.

4.十勝圏の産学官の研究者や経営者等が,地域にある人的･物的･知的･情報資源等

の交流により,新技術,新製品に関する圏域の産業技術力のランクアップを図る.

(事業内容･手段)

1.行政特別委貞会等の運営協議会を開催する.

2.帯広市を中心に管内市町柑の関係者(市町村･農業･商工団体･企業及び農業従事

者等)を集め交流会を開催する,食品加工業者,農業者,デザイン関係等の企業を対

象とした研究会,講演会等を開催する,市町村･農業･漁業･商工団体･企業及び農

業者等を対象としたセミナ-を牛3回程度開催する.

3.とかちプランド検討委員会を開催しプランドとは何かの調査･検討を行う,とかち

のイメ-ジ調査,ブランドの統-コンセプト,コピ-ロゴの検討を行う.

4.産業連携による生産･加工･流通･版売といったべンチヤ-事業を対象に支援を行

う.

(事業成果)

何をもって成果とするかが明言されておらず,目的の明確化が必要とされるだろう.

(考察)

人材育成,商晶開発,産学連携を重視し,様々な方向から十勝圏の地域ブランドカを高め
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ようとしている.

(3)愛知県のプランディング

(主要事業の名称)愛知ブランド検討委負会

(実施期間)不明

(実施主体)愛知県

(総事業費)不明

(事業目的)

愛知県内の製造業全般を対象としたものづくりの地域ブランドの構築を目指す.その

ために,ブランドの要素となる愛知県製造業の独自の特質を見出し,地域プランドとし

て国内外に広くアピ-ルすることによって,県内製造業の競争力を向上させることを目

･的としている.

(事業内容･手段)

主に次の3つの手段から目的達成を図っている.

1.愛知ブランド意章の制定

愛知ブランド構築にあたって基本理念を明確にし,県内製造業の賛同を得て,そ

れを消費者,県内外の企業に周知していくための基礎としてプランド意草を制定す

る.

2.愛知プランド意章の普及

愛知県製造業に共通する3つの特質を基本要素とし,愛知県製造業の行動規範,

顧客(-般消費者,取引先企業)に対して約束となる愛知プランド憲章を定め,県

内製造業を始め,多くの関係者に普及する.その過程において,賛同者,協力者を

得て,ブランド意識の高揚に努める.

3.愛知プランドマ-クの普及

愛知プランドを構築するにあたりロゴマ-クを作成し,愛知プランド意章と孝も

に普及に努めることによって,愛知プランドのイメ-ジの拡大に資する.

(事業成果)

愛知プランドマ-クの拡大を政策の主目的としている.

(考察)

｢環境保全に配慮した商晶の広告表示に関する実態調査報告書｣ (公正取引委負会事務

総局)や｢国民生活モニタ-調査｣ (内閣府)をもとに,企業の環境保全に対する取り組み

への消費者の関心の高さを考慮に入れて,愛知プランドを規定する3つ目の要素として｢最

善の環境配慮｣を取り上げている点が他の地域のプランディングと異なる点である.
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(4)既存の地域プランディング施策の間題点と解決策

以上 既存の地域プランディング施策を調べたが,いくつか問題点が挙げられる. -つ

は,自地域についての調査分析を怠っていることである.地域性や文化性を高めるために

は,大都市圏の消費者が勝手に考えるイメ-ジではなく,当該地域の住民が考える｢地域｣

を整理する事が前提条件となる.これをせずにブランディングを実行しても,似たような

地域を生み出すだけで,地域の競争力強化には決してつながらない.本研究ではこの間題

点を解決するために,最初に多変量解析による地域資源の要因分析を行った.

二つ目は,競合地域の分析を全く行っていないことである.プランディングは戦略であ

り,競合地域に対する優位性の構築が施策に組み込まれていなければならない.本研究で

は解決策として,地域のブランドカの評価構造分析を行うことによって,地域のパタ-ン

化を行い,競合地域が判断しやすいようにした.

1.3.2.魅力に関する先行研究

本研究は魅力を高める手法の-つとしての地域プランディングに関する研究である.し

たがって,魅力に関する先行研究を詞べた.

(1)久保友香｢情報社会における県勢としての魅力の研究｣ 2002年

(要旨)

地方分権と言われながら独自の政策が進められていない日本の各都道府県に, ｢魅力｣ -

｢強制力ではなく,社会を構成する資源を牽引する力｣という概念を適用させ,特に観光

客をひきつける力としての魅力に注目している.魅力を評価する指標を開発し,魅力評価

を実施し,都道府県をランキングという形で表現している.

都道府県の魅力の大きさを,評価する式を各評価項目の線形関数として作成している.

また,魅力の大きさの値で順に並べて以下のような都道府県のランキングを作成している.

表1･2都道府県の魅力の大きさランキング

1 長野 17 高知 33 ■愛知

2 熊本 18 佐賀 34 青森

__3
広島 19 山口 35 奈良

4 石川 20 神奈川 36 京都
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5 岐阜 21 群馬 37 沖縄

6 福島 22 岡山
L38

東京

7 徳島 23 埼玉 39 大阪

8 山形 24 秋田 40 福岡

9 三重 25 富山 41 長崎

10 茨城 26 山梨 42 兵庫

EEI 静岡 27 宮城 43 新潟

12 宮崎 28 福井 44 岩手

13 滋賀 29 和歌山 45 千葉

14 大分 30 鳥取 46 鹿児島

15 栃木 31 香川 47 北海道

16 愛媛 32 島根

(捷言)

｢魅力｣という概念を取り入れる, ｢魅力要因｣と｢ひきつけるもの｣を明らかにする,影

響の大きい魅力要因を用いる■,メディアを用いて,情報発信の具体的方策を決める, ｢癒し｣

や｢親睦｣で魅力向上を目指す,という5つの提言をしている.

(2)植田恭輔｢情報ビジネスを誘引するアトラクテイプネスに関する研究｣ 2002年

(要旨)

目本の各都道府県において情報ビジネスを誘引するアトラクテイブネスについて,定量的

に評価を加えること,情報ビジネスの誘引に関して,アトラクテイプネスの要因となる事

象を抽出すること,それらをもとに実際の政策提言を行うことを研究目的としている.各

都道府県に集横している産業規模(累積事業所数)をもって,その地域がもつ｢情報ビジ

ネスを誘引するアトラクテイブネス｣の定量化を行っている.また,情報ビジネス誘引の

ための要因としては,既存産業の集積,ヒト,知的資源,資金援助,支援環境を挙げてい

る.解析方法としては,これら抽出した要因の評価を,情報ビジネスの事業所数と各種デ

-タとの単相関解析によって検証している.

(提言)

地方は安い生活費と労働力を活かし,積極的な優遇策で企業誘致を推進し, -方で既存の

知的資源を元に産学連携によりビジネスチヤンスの拡大を図ることが重要であるとしてい

る.

(3)多田尚哲｢地域のプランディング手法についての研究｣ 2002年
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(要旨)

日本の芸術文化に対する意識の低さを指摘し,さらに地域に対する芸術文化の重要性を定

量的に分析し,芸術文化による地域ブランディングの可能性を指し示すことを研究目的と

している.芸術文化資産は,.社会生活の共通の基盤として,人々に共通のコミュニケ-シ

ヨンの場を供給し,それによって,地域社会に対する内外の評価を高める要素を持ってい

るとしている.この要素に注目することにより,地域のアイデンテイテイの刷新のための

提言をしている.年齢と芸術文化との関係,社会階層と芸術文化との関係をみることによ

り,人々が芸術文化に対し,どのような行動を示すのかを芸術文化の量に着目し地域に対

する芸術文化の必要性を示している.また,芸術文化の需要と供給両面において,増加し

ていることを定量的に分析し,芸術文化による地域ブランディングの可能性を促し,受け

手であるタ-ゲットの分類をすることにより,効果的なブランディングができることを提

案している.

(4)魅力に関する先行研究の間題点と解決策

魅力に関する先行研究は,観光や芸術文化等,魅力要因を主観的評価によって決定し,

それらの要因による魅力を高める手法についての考察に重きを置くものが多い.地域の魅

力が何に起因しているかを主観で判断することは,的外れな政策提言につながる可能性が

高い.そこで本研究では,解決策として,魅力が強い地域がなぜその魅力を持つに至った

かを多変量解析によって分析することによって,比較的客観的な魅力要因の決定を行った.

1.3.3.プランド価値評価に関する事例

既存のプランド価値評価手法の中で,経済産業省が開発した｢プランド価値評価モデル｣

と博報堂株式会杜が開発した｢観光ブランドアナライザ-｣について調べた.

(1)経済産業省｢プランド価値評価モデル｣

経済産業省は平成1 4年にプランド価値を評価する手法を開発し,発表した.

(概要)

このモデルは,有形資産だけでなく, "Intan由ble" (無形資産)を測定,解釈する必要性の

高まりをその出発点としている.

プランドが優位性を持つ要因をプレステ-ジ･ドライバ- (PI)),ロイヤルテイ･ドライ
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バ- (LD),エクスパンション･ドライバ- (ED)の3つに分け,分析を行っている.

･プレステ-ジ･ドライバ- (PD)

プランドの信額性によって同業他社よりも安定して高い価格で製晶等を販売できる価格優

位性を表す指標.

･ロイヤルテイ･ドライバ- (LD)

プランドに対するリピ-タ-またはロイヤルテイの高い顧客が安定的に存在することによ

って長期間にわたり-定の安定した販売量を確保できることを示す指標.

･エクスパンション･ドライバ- (ED)

類似業種,異業種,海外等他地域への進出度合いによって示されるブランドの拡張力を示

す指標.

その上で, ｢ブランド価値の主要索は,ブランド自体がもたらす｢価格優位性｣, ｢価格優

位性｣は超過利益に反映される,超過利益-目に見える要因+インタンジブル要因｣とい

う仮定を立て, ｢プランドに起因する期待キヤツシュフロ-を求める｣と定義づけし,以下

のような構造方程式を開廃している.

プランド価値(BV)は, PD, LD, EDの3つの要因,及び割引率rによって定義される.

BV- (1V/r)×LDXED

(2)観光ブランドアナライザ-

地域のプランドカを評価する手法としては博報堂株式会社が開発した｢観光ブランドア

ナライザ-｣がある.

(概要)

｢観光プランドアナライザ-｣は, ①生活者発想のプランド視点に基づいて,その実力と

潜在力を観光プランドカとして評価, ②評価結果に基づき,プランドカ向上につながる具

体的な改善ポイントを提案するというこつの特徴からなる.

(調査手法)

全国49地点の観光地について,生活者が観光地を選定する際に重要であると考えている項

目に調査対象地点がどれだけ｢応えているイメ-･ジ｣を持っているかを調査している.

(評価手法)

調査結果を集計･分析し, ｢体験価値(どんな体験が期待できるか)｣ ｢インフラ価値(アク

セス･宿泊施設などはどうであるか)｣ ｢情報価値(評判･情報入手経路はどうであるか)｣

といった3つの要素を抽出し,項目ごとの反応にもとづき,多変量解析によるウェイトづ

けを行い,各観光地の数値にかけて｢インフラ価値指数｣, ｢体験価値指数｣, ｢情報価値指

数｣ ､として算出している.

(分析結果)

観光プランドカを形成する3つの価値のウェイト値をそれぞれ, ｢インフラ価値/3.67｣, ｢体
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験価値/1.98｣, ｢情報価値/4.34｣と求め,観光ブランドカに対して最も影響力の高いのは｢情

報価値｣であるとしている. ｢情報価値｣を高める(情報-のアクセスを改善する,情報の

流通量を増やす等の活動を行う)という視点を持ち戦略的かつ継続的に情報発信していく

ことは, ｢インフラ価値｣が低い観光地にも出かけたくなるきっかけづくりやその観光地が

提供できる｢体験価値｣を増幅.し,生活者の｢期待感｣につなげる働きをするという意味

で,観光ブランドカ向上の近道であると結論づけている.

(3)既存のプランド価値評価手法の間嶺点と解決策

①経済産業省｢プランド価値評価モデル｣の間題点と解決策

この評価モデルは,企業プランディングを測定するために開発されたものなので,会計

項目に依存したブランド価値評価を行っている.そのため,ソフトパワ-を高める手法と

しての地域プランドカ評価には不適切である.そこで本研究では,ソフトパワ-を高める

手法としてのプランドカ評価を行った.

②観光プランドアナライザ-の間題点と解決策

イング-ネットのみで調査を行っているため,インタ-ネットを使用しない人々の意見

が反映されておらず,調査が偏っている.

また調査対象観光地の選定基準が不明瞭である. 4 9地点を∃襲ぶ際に詞査者の主観が入

っているため,分析結果の観光プランドカランキングは客観的なものとは言えない.

この間題を解決するために本研究では, 4 7都道府県全てを調査対象として多変量解析

を行い,比較的客観的な地域プランドカランキングを作成した.

1.3.4.ブランド戦略の成功事例

今まで見てきた先行研究だけでは,プランディングが有効か判断しかねるため,企業プ

ランディングではあるが,プランド戦略が功を奏したヴァ-ジン･アトランテイツク航空

の実例を取りあげる.

レコ-ド店や航空会社,メディア企業等多様な事業を展開しているヴァ-ジンはプラン

ド戦略の成功例として最も適した企業の-つである.

1970年,リチヤ-ド･プランソンは数人の友人と共に通信販売のレコ-ド会社,ヴァ-

ジン･レコ-ドをロンドンに設立し,翌71年にオックスフオ-ド･ストリ-トに中規模の
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小売店を開店した. 13年のうちに同社は,フイル･コリンズ,セックス･ピストルズ,ロ

-リング･スト-ンズなど有名なア-テイストを擁するイギリ.ス最大の独立系レ-ベルを

持つレコ-ド店のチェ-ンに成長し, 90年代には世界各地に100以上のヴァ-ジン･メガ

ストアを展開するまでになった.さらには航空事業にも手を伸ばし,現在では年35億ドル

を超え,同社が就航している路線および市場のほとんどにおいて,利用者数で第2位の航

空会社となっている.

ヴァ-ジンの成功にはリチヤ-ド･プランソンの新たなビジネスを選択する直観と戦略

的ビジョン,同社の事業を運営するマネジメント･チ-ムの起業家的事業推進力など様々

な要因があげられる.それらの要因に対してヴァ-ジン･ブランドはいわば按着剤となっ

て拡張を続ける企業をまとめる役割を果たしている.

ヴァ-ジン･プランドが果たした役割を,そのアイデンテイテイと拡張性から分析する.

ブランド･アイデンテイテイは組織がそのブランドに象徴させたいと望むものである.

ヴァ-ジンのコア･プヲンド･アイデンテイテイは,質の高いサ-ビス,草新性楽しさ,

価格に見合う価値といった明確に定義された価値と連想によって描かれている.

0サ-ビス品質

航空会社には,顧客がサ-ビス晶質を直按経験する複数の機会がある.この点に関して,

同社はいくつもの品質に関する賞,ベスト･トランスアトランテイツク･キヤリア賞,ベ

スト･ビジネスクラス賞等を受賞するなど,異例の好成績を上げている.

0革新

ヴァ-ジンの革新についての哲学は, ｢-番になり,顧客に歓声を上げさせる｣という単

純なものである.スリ-パ-シ-トやリムジンサ-ビス等,他の航空会社には真似のでき

ない革新を推し進めてきている.同社は新サ-ビス品質の革新に,アメリカの航空会社の

平均の二倍近い支出である収益の3%を費やしている.

0楽しさとエンタテインメント

同社は,楽しさ,面白さ,記憶に残る経験の擾供を目的に,空港のラウンジにパット練

習場を設置したり,フア-ストクラスの乗客には,到着地で新調されたス-ツ,マッサ-

ジ,シヤワ-施設,ジャグジ-,仮眠施設の提供等を行っている.

0価格に見合う価値

同社のアッパ-クラスでは,ビジネスクラスの料金で,他の多くの航空会社のフア-ス

トクラスに相当するサ-ビスを行っている.同様にミッドクラスでは正規料金でビジネス

クラスに相当するサ-ビスを行い,エコノミ-チケットのほとんどは割引料金で入手でき

るなど,価格に見合う価値を提秦している.

このようにヴァ-ジンは上記4つを基本的なドライバ-とし,アイデンテイテイを明確

にすることによって,製晶とサ-ビスに-貫した信頼性を持たせ,プランド構築を行って

きた.

また,プランドのメリットについて考察する際,ブランドの拡張についても考慮する必
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要がある.ソニ-やホンダ, GEなど製品ポ-トフオリオの拡張に成功した企業は,知名度

や静知度の向上,連想の強化といった大きな利益を享受している.プランド戦略に成功し

たヴァ-ジンも例外ではない.同社はあらゆる水準をはるかに超えてプランド拡張に成功

した注目すべき例である.ヴァ-ジン･ブランドは,レコ-ド会社から航空会社,コ-ラ,

コンド-ムなどまで,多数の分野にわたり拡張されている.実際,ロツクミュ-ジシヤン

と若者として連想されたヴァ-ジン･プランドを航空会社に拡張するという決定は,失敗

する可能性もあったと考えられる.しかし,航空会社が成功し,質を伴った価値,輝き,

草新を提供できたため,主となるブランドの連想は,単-の製晶に限定されることなく発

挿することができたといえる.

以上,ヴァ-ジンの成功例からはプランド戦略における一貫性の重要性が学べる.アイ

デンテイテイの明確化や顧客起点の考え方は,地域ブランディングを行う際にも重要な要

素である.地域がブランドコンセプトを形成するときには,ヴァ-ジンのプランド戦略は

非常に参考になるだろう.

1.3.5.先行研究の問題点と解決策のまとめ

各先行研究の項の中で述べてきた間題点をまとめると,以下のようになる.

･自地域についての調査分析を怠っている.

･競合地域の分析を全く行っていない.

･魅力要因を主観的評価によって決定している.

･企業ブランディングの評価手法は会計項目に依存したブランド価値評価を行っているた

め,ソフトパワ-をr高める手法としての地域ブランドカ評価には不適切である.

･調査対象地の選定に詞査者の主観が入っているため,プランドカランキングは客観的な

ものとは言えない.

これらの間題点を解決するために本研究では以下のような評価方法を用いた.

･魅力が強い地域がなぜその魅力を持つに至ったかを多変量解析によって分析することに

よって,比較的客観的な魅力要因の決定を行った.

･地域のプランドカの評価構造分析を行うことによって,地域のパタ-ン化を行い,競合

地域が判断しやすいようにした.

･ 4 7都道府県全てを調査対象として多変量解析を行い,比較的客観的な地域プランドカ

ランキングを作成した.
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1.4研究目的

以上 地域ブランディングを研究する意義と先行研究についてみてきたが,先行研究の

中にはいくつか間題点が見られた.

例えば,既存の魅力に関する研究では,魅力要因が主観的評価で決められているという

間題があり,的外れな政策提言を起こす可能性があった.地域のプランディングを考える

際,魅力の強い地域がなぜその魅力を持つに至ったか,地域ブランドが何に起因している

のかを見極めることが必要である.そこで本研究では,地域ブランドに関する何らかの指

標を解析することによって客観的にブランドの魅力要因を決定しようと考えた.

その地域ブランドに関する指標として,本研究では地域ブランドカ(ブランド価値)を

漣んだ.それは,現在のブランドの状況を最も明快にしてくれるのは,地域や企業のプラ

ンド価値評価であると考えたためである.実際,企業のブランド価値評価は世界規模で行

われており,米国にはインタ-プランド社というプランド価値評価を専門に行う企業も存

在する.

また日本でも2003年,経済産業省が独自のプランド価値評価モデルを開発したり, 2004

年株式会社博報堂より観光地のブランドカを評価･診断する手法｢観光プランドアナライ

ザ-｣が発表されるなどプランディングの-環としてブランド価値評価は最重要視されて

いる.

しかし,経済産業省のブランド価値評価方法は,会計項目に依存したものであり,ソフ

トパワ-を高める手法としてのプランディングを考察する際に用いるには不適切な評価手

法である.また｢観光ブランドアナライザ-｣は調査対象地の選定に詞査者の主観が入っ

ているため,プランドカは客観的なものであるとは言えない.

そこで,本研究では, 4 7都道府県全てに関して,地域プランドカを多変量解析を用い

て算出し,要因分析を行うことによって,地域のブランドカが何に起因しているかを客観

的に分析し,さらにプランドカをもとにした競合地域の分析を行うこととした.

そして,それらの分析結果をもとにして地域の魅力を高める方法を考察することを本研

究の最大の目的とする.
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第2章

ブランドカ

評価手法



2.ブランドカ評価手法

本研究では,プランドカ評価手法として, 4 7都道府県の地域ブランドカを多変量解析

を用いて算出することとした.その手法を具体的に説明する.

2. 1多変量解析

多変量解析とは,複数の変数から構成される資料において,特定の変数を,残りの変数

の-次式で予測する分析法である.

この-次式のことを回帰方程式という.また,特定の変数のことを被説明変数(または

目的変数),残りの変数のことを説明変数と呼ぶ.

多変量解析には,重回帰分析,主成分分析,判別分析,数量化理論Ⅰ, Ⅱ, Ⅲ, Ⅳ類な

ど多くの手法がある.

本研究では,多変量解析の中でも判別分析と数量化理論Ⅱ類の混合モデルを用いる.こ

れは被説明変数が定性的デ-タ,説明変数が定性的デ-タと定量的デ-タが混在している

時,有効な手法であるためである.

以下にデ-タの種類と有効な多変量解析手法についての表を作成した.

表2･1主な多変量解析手法とデ-タの種類

統計手法 非説明変数y 説明変数Ⅹ 目的

重回帰分析 定量的デ-タ 定量的デ-タ. 数量予測と

要因分析数量化理論Ⅰ類 定量的デ-タ 定性的デ-タ

判別分析 定性的デ-タ 定量的デ-タ 判別分析と

要因分析数量化理論Ⅱ類 定性的デ-タ 定性的デ-タ

説明変数が1 6個以上存在するとexcelでは解析できないため,本研究では,株式会社サ

ヌックから出されている｢影響度分析102Jという解析ソフトを用いた.
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2.2被鋭明変数

本研究では地域プランドカを表す被説明変数として,財団法人高知県政策総合研究所が

調べた｢最近行った中で,最も良かったと感じた都道府県｣ ｢今後最も行きたい都道府県｣

の2つのアンケ-トデ-タと,日経リサ-チが算出した｢地域プランドカ｣のランキング

デ-タを用いた.以下に3種の訴査結果をグラフにしたものを載せる.

図2･1財団法人高知県政策総合研究所｢今後最も行きたい都道府県｣の詞査結果

図2･2財団法人高知県政策総合研究所｢最近行った中で,最も良かっ7=と感じた都道府県｣

の詞査結果
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図2･3 日経リサ-チ調査地域プランドカ上位1 0地域と全国平均値

｢最近行った中で,最も良かったと感じた都道府県｣ ｢今後最も行きたい都道府県｣は,

大都市圏の消費者を中心に103 1人にアンケ-トをとっている.また,日経リサ-チは

インタ-ネットモニタ-を使ってのアンケ-ト調査を行っている.

2.2.1被説明変数選択理由

なぜこの3つを地域プランドカ評価の基礎となる被説明変数としたのかを解説する.

まず, -つには,調査の困難さがある.地域プランディングは発想の起点を市場に置い

ているため,その力を評価するには,市場を対象とした幅広い調査が必要とされる.時間

と金に制約がある修士研究においては,市場を対象とした幅広い詞査は困難である.詞査

に労力を費やし解析が疎かになるよりも,既存の調査デ-タの中で適切なものを選び,分

析･考察を詳細に行った方が研究としての発展性や有用性も高いだろうと考えた.そのた

め,被説明変数として,既存の調査デ-タの中で幅広い消費者を調査対象としている｢最

近行った中で,最も良かったと感じた都道府県｣ ｢今後最も行きたい都道府県｣ ｢日経リサ

-チ調査地域プランドカ｣を用いることにした.~

またこつ目として, 3種類の既存デ-タの地域プランドカを表す指標としての妥当性が

挙げられる.これを説明するために本研究における地域プランドの考え方を図で示す.
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[市場(消費者･顧客)の意向]

図2-4市場の意向をもとにした地域プランドと個別プランドの関係

上図をもとに妥当性を検証する.

(1) ｢今後最も行きたい都道府県｣

地域プランディングの効果は-義的に市場(消費者･顧客)に向けたものであり,地域

のプランドカは消費者の意見が決定する.

消費者は地域ブランドに魅かれて当該地域-の訪間意向や物産購入意向を高める.つま

りプランドカの強い地域ほど行ってみたい地域となる可能性が高い.そのため,地域プラ

ンドカを測る指標として｢今後最も行きたい都道府県｣を選んだことは妥当である.

(2) ｢最近行った中で,最も良かったと感じた都道府県｣

地域プランドに魅かれて地域-の訪間意向を高めることはあっても,実際に消費の対象

をなるのはあくまで地域の個別プランドであり,個別プランドを体験した人の評価が地域

プランドの評価に跳ね返ってくるという構造を持つ.

例えばどんなに美辞麗句を並べて良い地域イメ-ジを無理矢理作って観光客を呼び寄せ

たところで,彼らが実際に体験する旅館･ホテルやレストラン,土産屋で良いイメ-ジが

失望に変わっては意味がない.

従って, ｢今後最も行きたい都道府県｣に加えて, ｢最近行った中で,最も良かったと感

じた都道府県｣も被説明変数に加える必要がある.
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(3) ｢日経リサ-チ調査地域プランドカ｣

上の2つの被説明変数だけでは消費者の訪間意向が強く出てしまう.居住意向を含み,

プランドカを判別予測する際の外的基準としての役割を果たすデ-タとして, ｢日経リサ-

チ調査地域ブランドカ｣を用いた.

2.2.2ダミ-変数

ダミ-変数とは,定性的デ-タを回帰分析に取り込む際有効な手法である.本研究では,

被説明変数をブランドカが｢強い｣か｢普通｣か(1,0)ダミ-変数に置き換えた.そのた

め,判別予測の際は,中間値の0.5を境にブランドカの判定を行う.

図2･5判別予測のやり方

算出された数値やアンケ-トの定量的デ-タを用いずに,ダミ-変数に置き換えた理由

は,認知度が関わってくる地域プランドカ指標においては4 7都道府県の上位2 0%に名

前が出てくる地域と出てこない地域では,プランドカに雲泥の差があると考えたためであ

る.

この考え方はパレ-トの法則を参考にした.

2.2.3パレ-トの捷則

パレ-トの法則とは, 20%の情報量で80%の効果をあげることができるという経験

則である.この手法は効率的に情報収集を行う際有効な手法である.本研究に当てはめれ

ば, 47都道府県のうちの20%である上位1 0地域が,市場の意見の80%を占めてい

ると予想される.それを調べるためにアンケ-トデ-タである｢最近行った中で,最も良

かったと感じた都道府県｣と｢今後最も行きたい都道府県｣について,都道府県数に対し

て調査対象の人数をプロツトし,以下の図を得た.
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図2-7 ｢最近行った中で,最も良かったと感じた都道府県｣調査のパレ-ト図

図2-6より,上位1 0地域が市場の意見の8 0%を占めているという仮説は実証された.

また図2･7でも上位1 0地域で市場の6 0%以上の意見は占めているため,パレ-トの法則

は成立するといえる.

以上より, ｢最近行った中で,最も良かったと感じた都道府県｣ ｢今後最も行きたい都道

府県｣.の2つのアンケ-トデ-タと,日経リサ-チが算出した｢地域プランドカ｣を被説

明変数に選んだ妥当性と.,それらをダミ-変数に置き換えた有効性は確かめられた.
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2.3説明変数

次に説明変数について述べる.

説明変数とは, 1変数の動きを他の変数の関係式で説明する回帰分析法において, 1変

数を説明する変数のことである.

2.3.1説明変数項目

説明変数には(財)矢野恒太記念会から発行されている｢デ-タでみる県勢2003｣にあ

る都道府県別デ-タを用いた.

大きく分け, ①国土･人口, ②労働, ③資源･エネルギ-, ④産業, ⑤金融･財政, ⑥

運輸･通倍･マスコミ, ⑦社会･文化, ⑧公寮･災審･事故の8カテゴリ-,全163項目

の中から, ｢個人預貯金残高の推移｣等の個人デ-タ項目を除いた63項目を溝出した.

説明変数に用いた項目は具体的に以下の63項目である.

具体的な数値については論文の末に添付した.

表2･2説明変数63項目

説明変数項目 単位 備考

国土.

人口

人口 千人 特になし.

人口性比
%

総務省統計局｢国勢調

(女性100人に対する男性の割合) 査報告｣,で全数結果.

外国人人口 千人 特になレ

世帯数 千件

普通世帯(住居と生計

を共にする人の集ま

り及び1戸を構える.

単身者)に準世帯(間

借りあるいは下宿す

る単身者.寮などに居

住する単身考)を加え

た世帯.

人口密度
1km2につ

き人
特になし.
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昼夜間人口比率 %

調査対象は,自宅外で

従事する15歳以上の

通勤者及び通学者(年

齢不詳を除く).

人口集中地区(各県の総人口に占める割合) %

市区町村の境域内で

人口密度1平方キロ

メ-トルあたり4000

人以上の調査区が隣

接し,それらの地域の

人口が5000人以上を

有するもの.

人口,(15歳-64歳)め割合 % 特になし.

将来人口
% ■特になし.

(2030年における高齢者の占める割合)

出生率■(2001年) % 特になし.

死亡率(2001年) % 特になし.

総高積 km2 特になし.

可住地面積割合(2001年) % 特になし.

労働
労働力人口比率 %

労働力人口は就業者

と完全失業者の合計.

第1次産業の人口比率 % 特になし.

第3次産業の人ロ比率 % 特になし.

転嘩率 % 特になし.

資源.

エネル

ギ-

-人あたり使用電力量
kWh 特になし.

都市ガス供給区域内普及率.

メ-タ-取付数を供

給区域内世帯数で割`

つたもの.

産業

情報サ-ビス産業の事業所数(2002年)

調査対象は東京23区

を令む市の区城に所

在する事業所.

百貨店数 特になし.

コンビビエンスストアの数 特になし.

商店数(卸売+小売) 特になし.

地域に根ざす(シエア1位)工業の有無 特になし.
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新規工場の立地件数(2001年) 特になし.

企業倒産件数 特になし.

金融.

財政

1人あたり県民所得 千円

県民所得は県内の居

住者(個人のほか,法

人企業.行政機関も含

む)が,県内外での生

産活動によつて新た

に生み出した所得(純

生産物)をいう.この

定義に従つて,県外居

住者に帰属する所得

は,極力これを除いて

推計されている.

県内総生産 億円 特になし.

実質経済成長率 % 特になし.

1人あたり行政投資額 千円

生活基盤投資-市町

村道,街路,都市計画,

住宅,環境衛生,厚生

福祉,文教施設,水道一

下水道.産業基盤投資

-国県道,港湾,空港,

工業用水.農林水産投

資-農林水産菜.国土

保全投資-治山治水,

海岸保全.その他の投

資-失業対策,災害復

旧,官庁営繕,鉄道な

ど.
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財政力指数

財政力指数基準財政

収入額(自治体が標準

的に収入しうるもの

として算定された税

収入の額)を,基準財

政需要額(-定水準の

行政を実施するのに

必要な-般財源額)で

除して得た数値のこ

と.この指数が高いほ

ど,自主財源の割合が

高く,財政力が強いと

される.

国税収納済額の推移

(1990-2000年平均伸び率(%))
億円 特になし.

運輸.

通信.

マスコ

EIEtl
E)

旅客輸送(自動車) 百万人
軽自動車による輸送

分を含まず.

加入電話数
百人あたり

件

NTT東.酉日本,日本

テレコム,東京通借ネ

ツトワ-ク,ジエイコ

ム束京,タイタス.コ

ミユニケ-シヨンズ一

MCⅠワ-ルドコム,

.NTT-C,KDDⅠの加入

者の合計.公衆電話,

地域集団電話等を除

く.



全メデイアの選択可能情報量
1人あたり

109ワ-ド

情報量は,加入電話.

フアクシミリ.電報.

TV放送.ラジオ放

送などの電気通信系

メデイア,郵便.新

聞.書籍.ビデオソフ

ト.オ-デイオソフト

などの輸送系メデイ

ア,映画上演.学校教

育などの空間系メデ

イアの合計.

全メデイアの消費情報量
1人あたり

108ワ-ド

テレビ受信件数
1000世帯あ

たり
特になし.

日刊新聞普及度
1世帯あた

り部数

普及度は,発行部数の

合計(朝夕刊セツトを

1部とし,朝刊.夕刊

単独紙の部数を加え

たもの)に対するも

の.

書籍ひとりあたり購入額 円

-人あたり購入額は,

200Q年3月末現在の

住民基本台帳人口に

より算出.

社会.

文化
水道普及率 %

現在給水人口を総人

口で割つて算出.

下水道普及率 %

処理人口を住民基本

台帳人口で割つて算

出.

小学校数 特にな◆し.

中学校数 特になし.

高等学校数 特になし.

短期大学数

短期大学は本科学生

のほか,専攻科,別科

の学生などを含む.
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大学数

大学には,学部のほか

大学院,専攻科および

別科の学生などを含

む.

大学在学者数 人 同上

･教員1人あたり児童.生徒数(小学校)
人 特になし.

教員1人あたり児童.生徒数(中学校) 人 特になし.

教員1人あたり児童.L生徒数(高等学校) 人 特になし.

観光レクリエ-シヨン施設数

サイクリングコ-ス,

キヤンプ場,ゴルフ

場,スキ-場!海水浴

場,レジヤ-ランド,

博物館,動.植物園の

合計.

温泉地数 特になし.

映画館数 特になし.

ホテル数 特になし.

旅館数 特になし.

簡易宿所数 特になし.

生活保護率 % 特になし.

高齢者介護保険施設在所者数 人 特になし.

医療施設数 特になし.

国民医療費
1人あたり

千円
特になし.

公害.

犯罪.

事故

犯罪率
人口10万あたりの犯

罪罷知件数

人口10万あたり公害苦情件数

昔情件数は複数の間

庸を生じているもの

であつても,主となる

苦情1件のみの数値

であり重複しなレ＼.

労働災害率

度数率(100万延実労

働時間当たり.の労働

災事による死傷者数)
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2.3.2説明変数デ-タの標準化

まず上記63項目で判別分析を実行することとした.

分析を行う際,選んだ項目のデ-タ単位は様々であったため,説明変数のデ-タはすべ

て標準化した値を用いた.

変量をx,
･変量Ⅹの平均をx,標準偏差をsとする時,変量xの標準化は次の式で表され

る.

X-X

∫

この変換後の値は次のような特徴を持つ.

①zの平均値は0,分散は1になる.

②zが正なら標準より大きく,負ならば標準よりも小さい.

③zの大きさが1より大きければ,標準より大きく離れている.

標準化によって,デ-タの単位によって回帰係数が変化するのを防ぎ,デ-タ間の単純

比較を可能にした.

2.3.3説明変数項目の絞込み

判別分析の結果, ｢小学校数｣, ｢中学校数｣, ｢高等学校数｣の回帰係数の正負が揃わなか

ったことに疑間を感じ,多重共線性の間題が生じていると考えた.

(1)多重共線性の間題

多重共線性とは,説明変数同士に強い相関があるものを選んだ時,それらが互いに畢鳴

しあって,結果に悪影響を及ぼす間題のこ■とをいう.具体的には｢回帰分析の符号が相関

係数の符号と合わない｣, ｢回帰係数の値が大きく変動する｣, ｢回帰係数が求まらない｣な

どの現象が起きる.

本研究においても多重共線性の間題が疑われる項目を選び,互いの相関性を調べてみた･

相関係数の大きさと資料価値とのバランスをとる中で,相関係数の大きさをより重要視す

べきと考えた項目に関しては, -つにまとめたり,削除をした.
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(1･1)同じカテゴリ-内にあり多重共線性の間題を発生させると疑われる項目

まず説明変数の同-カテゴリ-内にある項目の中で高い相関性があると考えられる変数

について詞べた.

①小学校数,中学校数,高等学校数,短期大学数,大学数,大学在学者数

これらの項目の相関係数を調べ,以下の相関係数行列を得た.

表2･3学校数の相関係数

小学校数 中学校数 高等学校数
短期大学

数
大学数

大学

在学者数

小学校数 1

中学校数 0.983472 1

高等学校数 0.966920 0.985636 1

短期大学数 0.840540 0.875992 0.923780 1

大学数 0.803685 0.849339 0.891480 0.958122 1

大学在学者数 0.736090 0.802231 0.853299 0.937880 0.970677 1

表2･3より,いずれの項目の相関係数も高い正の値を示している.これは公立の学校の存

在を考えれば当然のことといえる.そこで｢小学校数｣, ｢中学校数｣, ｢高等学校数｣, ｢短

期大学数｣, ｢大学数｣の各項目を足し合わせ, ｢学校数｣という項目にまとめた.また｢大

学在学者数｣の痩目は｢大学数｣と高い相関性があり,似たことを説明している変数だと

考えられるため削除した.

②観光レクリエ-ション施設数,温泉地数,旅館,ホテル,簡易宿泊所数

これらの項目の相関を調べ,次の相関係数行列を得た.
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表2･4観光レクリエ-ション施設数,温泉地数,ホテル軌旅館数,簡易宿泊所数の相関

係数

観光レク

リエ-シ

ヨン施設

数

温泉地数 ホテル数 旅館数
簡易宿所

数

観光レクリエ-シヨン

施設数
1

温泉地数 0.997345 1

ホテル数 0.996685 0.991384 1

旅館数 0.998059 0.996123 0.994837 1

簡易宿所数 0.991120 0.989313 0.989446 0.990199 1

表2･4より, ｢観光レクリエ-ション施設数｣, ｢温泉地数｣, ｢ホテル数｣, ｢旅館数｣, ｢簡

易宿泊所数｣の互いの相関係数は全て1に近い正の値を示しており,強い正の相関関係に

あることが分かった.これは,観光施設や温泉等,観光業が盛んな都道府県には他県から

訪れる人も多く,それに伴い宿泊所数も増えたためであると考えられる.互いに高い相関

性を持ち,多重共線性の間題が発生する可能性があるため,これらの項目を足し合わせ, ｢観

光施設及び宿泊所数｣という-つの項目にまとめ,説明変数とした.

③小学校の教負1人あたりの児童･生徒数,中学校の教員1人あたりの児童･生徒数,

高等学校の教員1人あたりの児童･生徒数

これらの項目の相関係数を調べ,次の相関係数行列を得た.
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表2-5教員1人あたりの生徒数の相関係数

教員1人あたり 教員1人あたり 教員1人あたり

児童.生徒数 児童.生徒数 児童.生徒数

(小学校) (中学校) (高等学校)

教員1人あたり

児童.生徒数(小学校)
1

教員1人あたり

児童.生徒数(中学校)
0.906989 1

教員1人あたり

児童.生徒数(高等学校)
0.866404 0.881368 1

表2･5より,小学校,中学校,高等学校における｢教員1人あたりの児童･生徒数｣は互

いに強い正の相関関係にあることが分かった.そこで,これらの項目の数値の平均をとり,

｢教員1人あたりの平均生徒数｣として-つにまとめ,説明変数項目にした.

④百貸店数,コンビニエンスストア数,商店数(卸売+小売)

これらの項目の相関係数を調べ,次の相関係数行列を得た.

表2･6百貨店数,コンビニエンスストア数,商店数(卸売+小売)

百貨店数
コンビビエンスストアの 商店数

数 (卸売+小売)

官貨店数 1

コンビビエンスストア

の数
0.965151 1

商店数(卸売+小売) 0.933353 0.9579392 1

表2･6より, ｢百貨店数｣, ｢コンビニエンスストア数｣, ｢商店数(卸売+小売)｣には互い

に高い相関性があることが分かった.これは商業がさかんな地域には人が多く訪れ,それ

に伴いさらに百貨店数や商店数が増えるためだと考えられる-.そこでこれらの項目をまと

め, ｢商店数｣として,説明変数項目にした.

⑤人口,外国人人口,世帯数,総面積

これらの項目の相関係数を調べ,次の相関係数行列を得た.
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表2･7人口,外国人人口,世帯数,総面積の相関係数

人口 外国人人口 世帯数 総面積

人口 1

外国人人口 0.993948 1.

世帯数 0.999720 0.995001 1

総面積 0.972545 0.948528 0.970947 1

表2･7より,これらの項目には高い相関性があることが分かった.これは大都市圏を除く

総面積が大きい県には多くの世帯が存在し,外国人を含む住民人口も多いためだと考えら

れる.

これらをすべて説明変数として分析を行うと多重共線性の問題が発生する可能性カ.i高い

ため, l~人口｣の項目でこれら4つの項目を代表することとし, ｢外国人人口｣, ｢世帯数｣,

｢総面積｣の項目を説明変数から除いた.

(1･2)連うカテゴリ-だが,相関係数が大きく多重共線性が疑われる項目

次に,連う説明変数のカテゴリ-に所属するが,多重共線性の間題を発生させる可能性

が高いと考えられる項目を溝び出し,調べてみた.

① ｢人口｣に影響される項目

人口が多い都道府県ほど,商店数や学校数などの施設数は多くなり,また県内総生産な

どの人口を要素に持つ項目も大きくなると考えられる.そこで｢人口｣と各項目の相関係

数を調べた.そのうち｢下水道普及率｣や｢犯罪率｣など既に｢人口｣あたりの数を出し

ている項目は除いて,以下の表を得た.
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表2･8人口と各項目の相関係数

人口との

相関係数

人口との

相関係数

商店数 0.964286 人口に対する商店数 -0.504592

情報サ-ビス産業の
0.780413

人口に対する情報サ-ビス産業の
0.627880

事業所数(2002年) 事業所数(2002年)

企業倒産件数 0.885818 人口に対する企業倒産件数 0.488442

県内総生産(億円) 0.933416 県民-人あたり県内総生産(億円) 0.588301

財政力指数 0.886568 総人口に対する財政力指数 -0.739538

学校数 0.927960 県民-人あたり学校数 -0.681939

映画館数 0.894242 県民-^あたり映画館数 -0.125835

高齢者介護保険施設
0.879686

総人口に対する高齢者介護保険施
-0.637476

在所者数 設在所者の割合

医療施設数 0.962466 県民-人あたり庖療施設数 -0.126752

表2･8左部より,これらの9項目は｢人口｣と非常に高い相関性があることが分かった.

多重共線性の間題を避けるため,これら9項目の各値を都道府県総人口で割り,県民-人

あたりの数として,再び｢人口｣との相関性を調べ,表2･8右部を得た.表2･8右部より,

各項目の｢人口｣との相関係数は,多重共線性の間題を発生させない程度に低くなった.

そこで｢人口｣との相関性が高い9項目の代わりとして｢人口｣で割って得られた9項目

を新たな説明変数とした.

この時点で説明変数項目は4 7項目となった.

できるだけ少ない説明変数で被説明変数を表す回帰式を用いた方が,現実で応用すると

きに,調べる変数が少なくてすむため利用しやすくなり,また押さえなければいけないポ

イントも少なくなるためアクションもとりやすくなると考えられる.そこでさらに説明変

数項目を絞りこみ,プランドカに本当に効いている項目を選び出すためにP･値を参照にし

た.

(2)P･値

p･値は説明変数を取り入れることによる危険率を表す.例えば, P･値が0.06の時,判別

予測式に説明変数を取り入れたことによる危険率が6%ということになる.つまりこのP･

値が大きい説明変数を判別予測式に入れることは予測に悪影響を及ぼすと言える.そこで
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P･値が大きく,またブランドカを説明する変数として資料価値も低いと考えられる項目を

選び,判別予測の項目からは除くこととした.
･

ここで除いたのは以下の1 2項目である.

①旅客輸送(自動車), ②人口性比, ③出生率, ④死亡率, ⑤転職率, ⑥.労働災害率, ⑦

総人口に対する.高齢者介護保険施設在所者の割合, ⑧生活保護率, ⑨昼夜間人口比率, ⑳

人口集中地区, ⑪公害苦情件数, ⑫可住地面積割合

この時点で35項目となった.

標準化した35項目の値は論文の末に添付した.

ここで再び判別分析を実行し,地域のブランドカの要因分析を行うこととした.

要因分析を行う際,各説明変数の影響度はt値を参照として求めた.

2.3.4 t値の求め方

本研究では被説明変数に対する説明変数の影響度を表す指標として, t値を用いる.

t値は,切片や偏回帰係数を標準誤差(切片と回帰係数の標準偏差)で割った値のことで

ある.この値はt分布に従う.

t値は次のように定義される.

C

c
:l偏回帰係数

Sxr
1

= ･･･････- ●

n-1

Vc=
c12 +622 +･･･+6n2

n-p-1

(sx2,su2,sxuは変量x,uの分散と共分散, nはサンプル数)

(c12･･･cn2は残差, pは説明変数の数) :残差の不偏分散

要因分析に用いられる影響度の指標には, t値の他に偏相関係数や回帰係数にデ-タのレ

ンジ(説明変数のデ-タの最大値一最小値)がある. t値と偏相関係数の相関, t値と回帰

係数×デ-タのレンジの相関を計算したところ,どちらも相関係数≒1となり,ほぼ対応

関係にあることが分かった.そこで本研究ではexcelをべ-スとした回帰分析で簡単に求め

ることができるt値を影響度の指標として用いることとした.

t値の絶対値が大きいほど,回帰式にとりいれても安全ということになる･
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本研究では被説明変数として, ｢最近行った中で最も良いと感じた都道府県｣ ｢今後最も

行きたい都道府県｣ ｢日経リサ-チ算出地域ブランドカランキング｣の3種類を用いた.ま

ず, 3つの被説明変数に対する説明変数3 5項目のt値を求め,以下の表にまとめた.

表2･9説明変数35項目のt値

｢最近行つ

た中で最も ｢今後最も 日経リサ-チ算出

良い 行きたい 地域プランド力

と感じた 都道府県｣ ランキング

都道府県｣

t値

t値 t値

切片 5.00676 1.31964 2.57949

人口 -1.41817 -1.67297 -0.22347

人口密度 2.09954 1.49942 0.97146

人口(15歳-64歳)の割合 3.78397 0.33608 0.96959

将来人口(2030年での高齢者の占める割合) -1.31534 -0.58982 -1.76753

労働力人口比率 3.29901 0.30671
-0.59198

第1次産業の人口比率 -l.20167 0.50733 0.28779

第3次産業の人口比率 0.38211 1.00767 0.35566

-人あたり使用電力量 -0.52167 0.20981 0.34780

都市ガス供給区域内普及率 0.46870 0.05339 0.23629

人口に対する情報サ-ビス産業の事業所数 -1.79173 -0.04337 -0.80155

人口に対する商店数 1.47169
-0.62186 0.14187

地域に根ざす工業の有無 1.01187 1.36594 0.56534

新規工場の立地件数 0.75203 0,93845 0.26002

人口に対する企業倒産件数 0.67787 0.00687
-0.l2404

1人あたり県民所得 -3.33063 0.36436
-0.83027

-人あたり県内総生産 1.86432 -0.02931 0.21631

実質経済成長率 0.46370 0.33635 -0.14583

1人あたり行政投資額 -0.75835 0.42806 0.17809

1人あたり財政カ指数 -2.55021 -0.70432 -0.55245

国税収納済額の推移 2.18372 0.37228 -0.64232

加入電話数 0.13524 0.90396 0.27443

全メデイアの選択可能情報量 0.78306 -0.34760 0.04183

全メデイアの消費情報量 -0.36785 -0.42494 -0.30544
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テレビ受倍件数 -2.92210 -0.08509 0.33105

日刊新聞普及度 2.13183 ･1.27789 0.79544

L書籍ひと,りあたり購入額 -2.86055 0.00816 0.42036

水道普及率 -0.25827 1.56759 0.39283

下水道普及率 1.66902 0.63193 0.57129

-人あたり学校数 -1.78231 0.92722 0.35270

教員-人当たり平均生徒数 -1.94079 1.26929 0.37955

観光施設及び宿泊所数 3.39537 1.27713 1.L34833

-人あたり映画館数 0.55899 0.54215 0.22162

-人あたり医療施設数
4.59262

-0.39225 0.20442

-人あたり国民医療費 -0.01064 2.23489 1.40606

犯罪率 -4.73699 0.03141 -1.37302

2.3.5 t値の標準化と平均

次に, 3つの被説明変数に対する説明変数の平均的な影響度を求めるために,説明変数

35項目の各t値を標準化した上で, 3穣類のt値の平均値を出し,各説明変数の影響度と

した.また,被説明変数に対する説明力の大きさを見るために3種類のt値の絶対値の平

均をとった.

各説明変数の棟準化平均t値と絶対値平均は以下のようになった.

表2･10標準化した説明変数のt値と平均値,絶対値平均

｢最近行つた中

で最も良いと感

じた

都道府県｣

標準化t値

t1

｢今後最も

行きたい

都道府県｣

標準化t値

t2

｢日経リサ

-チ算出

地域

プランドカ

ランキング｣

標準化t値

t3

標準化

t値の

平均値

t…

棟準化

t値の

絶対催平

均

ーt卜av.

切片 2.13054 1.16363 3.10744 2.13387 2.13.387

人口 -0.74657 -2.67072 -0.52301 -1.31343 1.31343

人口密度 0.82868 1.39398 1.02469 1.08245 1.08245

ゝ口(15歳-64歳)割合
1.5829.7 -0.09657 1.02227 0.83622 0.90060

各来人口(2030年での高齢 -0.70052 -1.28290 -2..52290 -1.50211 1.50211
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者の占める割合)

労働力人口比率 1.36580
-0.13421 -1.00031 0.07709 0.83344

第1次産業の人口比率 -0.64962 0.12285 0.13919 -0.l2920 0.30388

第3次産業の人口比率 0.05961 0.76391 0.22709 0.35020 0.35020

-人あたり使用電力量 -0.34511 -0.25837 0.21691
-0.12886 0.27347

都市ガス供給区域内普及率 0.09838
-0.45878 0.07249 -0.09597 0.20989

人口に対する情報サ-ビス

産業の事業所数
-0.91385 -0.58276 -1.27175 -0.92279 0.92279

人口に対する商店数 0.54753 -1.32396 -0.04981 -0.27541 0.64043

地域に根ざす工業の有無 0.34162 1.22296 0.49868 0.68775 0.68775

新規工場の立地件数 0.22526 0.67522 0.10323 0.33457 0.33457

人口に対する企業倒産件数 0.19205 -0.51838 -0.39422 -0.24018 0.36821

1人あたり県民所得 -1.60297 -0.06035 -1.30894 -0.99075 0..99075

-人あたり県内総生産
0.72334

-0.56474 0.04661 0.06841 0.44489

実質経済成長率 0.09614
-0.09624 -0.42245 -0.14085 0.20494

1人あたり行政投資額 -0.45110
0.02127

-0.00289 -0.14424
0.15842

1人あたり財政力指数 -1.25350 -1.42962 -0.94910 -1.21074 1.21074

国税収納済額の推移 0.86637
-0.05019 -1.06551 -0.08311 0.66069

加入電話数 -0.05094 0.63103 0.12189 0.23399 0.26795

全メデイアの選択可能情報

量
0.23915 -0.97256 -0.17939 -0.30427 0.46369

全メデイアの消費情報量 -0.27623 -1.07165 -0.62918 -0.65902 0.65902

テレビ受倍件数 -l.42003 -0.63621 0.19523 -0.62034 0.75049

日刊新聞普及度 0.84313 l.llOl4 0.79671 0.91666 0.91666

書籍ひとりあたり購入額 -1.39247 -0.51673
0.31089

-0.53277
0.74003

水道普及率 -0.22716
1.48131 0.27524 0.50980 0.66124

下水道普及率 0.63589 0.28249 0.50639 0.47492 0.47492

-人あたり学校数 -0.90963 0.66083 0.22326 -0.00851 0.59791

敦負-人当たり平均生徒数 -0.98060 1.09911 0.25804 0.12552 0.77925

観光施設及び宿泊所数 1.40896 1.10916 1.51283 1.34365 1.34365

-人あたり映画館数 0.13881 0.16745 0.05349 0.11992 0.11992

-人あたり医療施設数 1.94509 -1.02977
0.03121 0.31551 1.00202

-人あたり国民医療費 -0.11627 2.33631 1.58759 1.26921 1.34672

犯罪率 -2.23275 -0.48694 -2.01192 -1.57720 1.57720
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以上のように,本研究では地域ブランドカに対する各種項目の影響度を多変量解析を用

いて算出した.

この結果から各説明変数の要因分析を行うことによって,地域のプランドカが何に起因

しているかを客観的に分析し,さらにブランドカをもとにした地域の分析を行うこととし

た.
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3.結果と考察

3.1地域プランドカの要因分析

地域のプランドカに効いている項目の影響度は図3･1のようになった.そこで各説明変数

項目について影響力の強い順に分析を行った.

(1)犯罪率

｢犯罪率｣の被説明変数に対する影響度はtave =

-l.57720と求まった.地域のプラン

ドカに負の影響を及ぼし,また,本研究における説明変数3 5項目の中では最も絶対値の

大きな項目となった.これは,被説明変数に対するt値が全て負の値に揃っていたことに

加えて, ｢行った中で最も良かった都道府県｣に対する影響度tl= -2.23275, ｢日経リ

サ-チ調査地域プランドカ｣に対する影響度t 3= -2.01192と2つの被説明変数に対する

影響度が非常に大きいことに依る.

犯罪率は地域の治安に関するイメ-ジと直結しており,その率が高い程,消費者の訪間

意向や特に居住意向を下げることとなる.訪間意向や居住意向を構成要素とする地域プラ

ンドカに対して犯罪率が高い負の影響度を持つのはそのためである.大阪府や福岡県など

犯罪率が高い地域は,消費者の居住意向を高め,プランドカを上げるために犯罪率を下げ

る工夫が必要とされる.

(2)将来人口(2030年における高齢者の占める割合)

｢将来人口｣はt｡ve--1.50211と説明変数3 5項目の中で2番日に高い負の影響度を嘩

っている.その内訳は,プランドカに対する影響度がt 3--2.52290と絶対値が最も大き
く, ｢今後,最も行きたい都道府県｣がt 2--1.28290, ｢行った申で最も良かった都噂府

県｣がt
l--0.70052と続く.この項目は,いずれの被説明変数に対しても負の高い影響

度を持っている.それはなぜだろうか.将来における高齢者人口と若年人口の割合をグラ

フにしてみた.
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図3-2将来における高齢者人口と若年人口の割合

グラフより,今後高齢化が進んでいく傾向が見られる.高齢化とそれに伴う労働力減少

は,地域社会,特に地域経済に大きな革響を及ぼすことが予想される･まず第-に農村地

域の基幹産業である農業の担い手確保が-層困難になる.さらに,すでに間題となりつつ

ある林業労働力の確保も-層難しくなる.これらの結果として,地域におけるさまざまな

経済活動をとおして資源の管理面でも果たしている機能にも影響が出る.水田の管理をと

おした水管理,森林管理などが挙げられる.

また,地域に進出した企業においても,当初想定した量と質の労働力の確保に支障が出

てくる.地域人口の減少は,域内における消費の減退をもたらし,小売･サ-ビス業に影

響を及ぼすと考えられる.

このような予想が都道府県のイメ-ジを下げるため, ｢将来人口｣の項目が高い負の影響

度を持ったものと考えられる.

また,農村部における老年人口の割合が世界的にみても過去に例のない水準にまで上昇

することにより,高齢者の居住のありかたや介護のありかた等,新しい課題を地域にもた

らしてくる.さらに,地域の文化の継承面でも大きな制約が出てくることが予想される.

高齢化はとめる事ができないが,福祉政策等の充実により,居住意向を高めることはで

きる.この項目が高い地域は,プランディングの-環として観光開発以外にそのような政

策を組み込む必要がある.

(3)観光施設数及び宿泊所数

｢観光施設数及び宿泊所数｣はt a,e-1. 34365と本研究における説明変数の中では最も大

きい正の影響度を示している.
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この結果をブランディングの視点から分析する.まずブランドの形成過程を説明する.

顧客がプランドを初めて目にするのは,広告や店で見たり,使っている人を見たりと様々

である.いずれにしてもある種の情報と体験を通じてプランドに関する認知や連想が生ま

れる.さらにこのような認知や連想が短期及び長期にわたって記憶に蓄積されて好きにな

り,製晶やサ-ビスのある分野では必ず選択侯補になる.そして何らかの購買動機が訪れ

た時,顧客の消費選択行動に結びつくのである.

図3-3プランドの知覚から行動までの流れ

このプランディングの視点からすれば, ｢観光施設及び宿泊所数｣の各被説明変数に対

する影響度がt l-1.40896, t2-1.10916, t3-1.51283と標準より大きく離れた正の値

を示しているのは,観光施設が多いことで国内での観光における静知度や連想が高まり,

消費者の記憶に留まって,アンケ-ト調査で名前が出やすくなったり,また旅行する機会

が訪れた時に必ず選択候補になり,訪間という行動に結びついたためであると考えられる.

｢観光施設数及び宿泊所数｣が地域のプランドカに大きな影響カを及ぼすという本研究

の結果は,観光業を主としてプランディングを実行しようと考えている地域にとって政策

を推し進める上での重要な根拠になると思われる.

(4)人口

｢人口｣はta,e--1.31343と高い負の影響度を示した.これに対し, ｢人口密度｣はtave

-1.08245と高い正の影響度を示している.人口と人口密度でなぜ影響力の正負が変わるの

だろうか.

考えられる理由の-つとしては,多重共線性の間題の発生が挙げられる･ ｢人口｣に対す

る｢人口密度｣をプロツトして図を作成してみた. x軸に｢人口｣, y軸に｢人口密度｣を

とった.
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図3-4各都道府県の人口に対する人口密度

図3-4より,決定係数は0.7686と人口が大きくなるにつれて人口密度が高くなる傾向が

見て取れた.

ここで決定係数R2と回帰方程式の精度に関しては,

o.8 ≦ R2 -よい精度

o.5 ≦ R2 < o.8 -傾向が見られる

という-般的に用いられている尺度で考えた.

このように｢人口｣と｢人口密度｣には相関性があることが分かっていたが, 2つの項

目の地域プランドカに対する資料価値の高さから両者とも説明変数に入れることにしたた

め,結果として多重共線性の間題が発生した可能性がある.

考えられる2つ日の理由として,人口と人口密度の性質の違いが挙げられる.

人口の多さ上位地域は東京都や大阪府などの大都市とその周辺の県や北海道といった国

土が広い地域に限られる.他方,人口密度の高さ上位地域には,沖縄県や京都府など独白

の地域性･文化性を持ち,ヒトをひきつける魅力の強い地域が入ってきている.

表3-1人口と人口密度上位1 0地域

順位 都道府県 人口(千人) 順位 都道府県
人口密度(1K

平方mあたり人)

1 東京 12138.5 1 東京 5550.169

2 大阪 8817.777 2 大阪 4657.654

3 神奈川 8570.171 3 神奈川 3548.108

4 愛知 7087.338 4 埼玉 1837.568

5 埼玉 6977.705 5 愛知 1374.405

53



6 千葉 5968.08 6 千葉 1157.401

7 北海道 5679.074 7 福岡 1011.991

8 兵.庫 5570.873 8 兵庫 663.7982

9 福岡 5032.198 9 沖縄 584.8871

10 静岡 3781.001 10 京都 573.5712

人口の多さは地域の都市機能の充実のみに依るのに対し,人口密度の高さは都市機能の

充実と地域の文化性という2つの決定要因を持っていることが分かる.この性質の違いが,

地域の魅力を披説明変数とする本研究において,正負の差となって表れたと考えることが

できる.

ヒトも重要な地域資源の-つである.人口というハ-ドパワ-を,資源の選択と集中に

よって人口密度というソフトパワ-に変えることが,地域が活性化するために重要な施策

であろう.

(5) 1人あたり国民医療費

｢1人あたり国民医療費｣はta,｡-1.26921と高い正の影響力を持つ結果となった.標準

化t値の絶対値平均もI t l
｡,e-1.34672と高い値を示している.

｢1人あたり国民医療費｣

が地域プランドカに対して高い説明力を持つ理由を考察する.

都道府県別の1人あたり国民医療費は最大で1.7倍程のひらきがある.日本の医療保険

制度は国民皆保険のもと,国内を横断した同-の制度であるにも関わらず,大きな地域格

差が生じているのはなぜだろうか.

それは, 1人あたり国民医療衰が1人あたり県民所得と関係があるためだと考えられる.

x軸に1人あたり国民医療費, y軸に1人あたり県民所得をとりプロツトしてグラフを作

成した.
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図3-5 1人あたり国民医療費に対する1人あたり県民所得

図3-5より, 1人あたり国民医療費が高くなるほど, 1人あたりの県民所得は下がる債

向が読み取れる.実際,高所得は健康状態の改善から医療需要を減少させ,普遍的な社会

保障制度のもとでは貧しい階層ほど-人あたり医療費は増加する傾向にあることが知られ

ている

地域経済力が弱い都市化していない地域ほど1人あたり国民医療費は高くなる.都市化

していない地域は独自の地域性･文化性を維持しており,消費者の訪間意向が高まる.そ

のため, ｢1人あたり国民医療費｣の項目は地域プランドカに対して正の影響力を持ったも

のと考えられる.

(6) 1人あたり財政力指数

｢1人あたり財政力指数｣はtave--1.21074と地域プランドカに対して大きな負の影響

度を示した,この項目はtl-一1.25350, t2--1.42962, t｡--0.94910といずれの被

説明変数に対しても高い負の影響度を持っている.この理由を考察する.

財政力指数は基準財政収入額/基準財政需要額の式で定義され,財政基盤の強さを表す指

数である.標準的な行政活動を行うのに必要な財源を,どのくらい自力で調達できるかを

表わしたものである.財政力指数が大きいほど財政力が強いと見ることができ, ｢1｣を超

える市町村には,普通交付税が交付されない.不交付団体は,超えた分だけ通常水準を超

えた行政活動をすることが可能となり,それだけ余裕財源を保有していることになる,

財政力指数が大きい地域程,都市機能が充実した地域であり,当該地域住民にとっては

住みやすい地域であるといえる.逆に県外消費者にとっては,そのような都市型地域に対

しては,非日常が味わえないため訪間意向が高まりにくい.
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本研究では被説明変数に訪間意向の要素が強いデ-タを用いている.そのため,財政力

指数が正の影響度を持ち得なかったものと思われる.

財政力指数が居住意向と関連があるという仮説を検証する.財政力指数と住民の居住意

向を示す指標である着工新設住宅数と住宅地平均価格の関係について, 4 7都道府県につ

いて調べプロツトし,以下のグラフを得た.

図3-6各都道府県の財政力指数と着工新設住宅数

図3-6より,決定係数o.7679と非常に良い精度とはいえないが,財政力指数が高くなれ

ば,着工新設住宅数が多くなる僚向が見て取れた.

図3-7各都道府県の財政力指数と住宅地平均価格
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図3-7より,財政力指数が高くなるにつれて,住宅地平均価格が高くなる傾向が分かる.

以上より,財政力指数は訪間意向よりも居住意向と関係があることが分かった.訪間意

向の強い指標を被説明変数に取り入れれば,他の地域経済関連項目と同様に正の影響度を

もつものと予想される.

(7)人口密度

｢人口密度｣の要因分析については｢人口｣との比較で前述した.

(9) 1人あたり県民所得

｢ 1人あたり県民所得｣はtave--0.99075と地域プランドカに対して高い負の影響度を

持っている.また,いずれの被説明変数に対しても負の影響度を持っている. 1人あたり

県民所得の都道府県別傾向を知るためにプランドカ上位2 0地域についての1人あたり県

民所得についてグラフを作成した.

図3-8地域プランドカ上位2 0地域の1人あたり県民所得

図3-8より,北海道や沖縄県,長崎県など観光型の地域ほど, 1人あたり県民所得は少

ない.また,被説明変数の中でも｢行った中で最も良かった都道府県｣に対する絶対値影
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響度がt
l--1.60297と最も大きかった.これらのことから,県民所得は,地域プランド

カの構成要素の中でも特に訪間意向に関係があると考えられる.県民所得が低いというこ

とは,都市型の地域ではなく,生活や勤務における利便性は低い.しかし,都市化が比較

的進行しておらず地域性や文化性を維持している可能性が高い.他県の消費者にとっては

利便性よりも地域性･文化性の方が魅力的であり,結果,県民所得が低い地域に対して訪

間意向が高まるものと考えられる.

(9)人口に対する情報サ-ビス産業の事業所数

｢人口に対する情報サ-ビス産業の事業所数｣はt｡ve--0.92279と,地域プランドカに

対して大きな負の影響力を及ぼすことが分かった.この項目は,全ての被説明変数に対し

て大きな負の影響度を持っているが,このことを情報サ-ビス産業の立地傾向の点から考

察する.

この産業の立地は大都市志向である.これは以下の3つの理由による.

･需要

情報サ-ビス産業の主要顧客の業種は,救造業が第-に挙げられ,次いで卸売･小売業,

金融･保険菜,サ-ビス業の割合が高い.これら大企業の本社の大半が束京都に集中して

おり,ビジネスチヤンスが多く需要が見込めることで,大都市への立地を指向する.

･情報系の人材が豊富な所

情報サ-ビス産業は労働集約型産業であり,人材面での要困を重視する.人材のレベル

は,大学･短大卒の理工系･情報系の人材を重要視している.情報サ-ビス産業の人材は,

生産工場が地方立地する際に重視する｢労働｣とは異なり,大都市指向である.

･情報を獲得しやすい所

技術情報,市場情報をキヤツチしそれを生かすことにより収益アップにつなげる.需要

とおおいに関係するところで,クライアントとの相互理解を深め,個人的按触により経営

をよい方向で維持させるために,大都市を志向する.

情報サ-ビス産業の都道府県ごとの事業所数を調べると以下のグラフのように束京や大

阪などの大都市圏に集中していることが分かる.
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囲3-9各都道府県の情報サ-ビス産業の事業所数

地域性よりも利便性を重視する情報サ-ビス産業の立地傾向は,地域性や文化性をその

土台に置く地域プランディングの概念と相反するものである.

本研究により,地域プランディングの-環として情報サ-ビス産業の誘致を行うことは,

地域のプランドカ向上には貢献せず,逆に地域性を薄れさせてしまう結果につながること

が分かった.
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(10)日刊新聞普及度

｢日刊新聞普及度｣はt｡ve-0.91666と地域のプランドカに対して強い正の影響力をもつ

ことが分かった.メディア消費･選択可能情報量やテレビ受信件数など他のメディア項目

が負の影響度を示す中でなぜ｢目刊新聞普及度｣が高い正の影響度をもつのだろうか.

それは新聞が他のメディアと異なり,地域メディアとしての役割が強いことに依ると考

えられる.新聞が普及し,地域メディアが発達することで,距離,時間,先入観,立場,

役割,障害といったものに関係なくコミュニケ-ションが図れ,そこから新しい人と人の

つながりが構築され,さらには,地域づくりや衝づくりにつながるといえる.地域の括性

化が地域イメ-ジを良くし,プランドカを上げるということは想像に難くない.

実際, ｢日刊新聞普及度｣は全ての被説明変数に対して高い正の影響度を持っている.

今回の研究では訪間意向主体の被説明変数だったが,新聞の地域メディアとしての重要性

を考えれば,居住意向の指標を取り入れても高い正の影響度を示すと考えられる.

(11)人口(15歳-64歳)の割合

｢人口(1 5歳-64歳)の割合｣はt｡,e-0.83622と地域ブランドカに対して高い正の

影響度を持っている. 1 5歳から6 4歳は消費を最も括発に行う世代である.実際に,都

道府県ごとの1 5歳から6 4歳までの人口割合と商店数について関係を調べてみると,次

のグラフのように基本的には1 5歳から6 4歳までの人口割合が高まるほど,商店数が多

くなることが分かる.なおグラフにおいては決定係数が高い値を示すような線形近似がで

きなかったため,近似直線は書き込まなかった.

図3-10人口(15歳-64歳)の割合に対する商店数
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観光型地域でも都市型地域でも,地域のサ-ビスを担い,活性化させるのはこの世代で

ある･活性化している地域にはヒト,モノ,カネ,情報といった資源が集まりやすく,地

域の魅力が高まると考えられる.

この項目の要因分析によって,地域プランドが観光市場におけるイメ-ジだけではなく,

住民や地域関係者の協力によって構成されるということが分かる.

(12)地域に根ざす工業の有無

｢地域に根ざす工業の有無｣はt8Ye-0. 68775と正の大きな影響度を示す結果となった.

特に,被説明変数｢今後,最も行きたい都道府県｣に対してt
2-1.22296と大きな影響度

を持っている.これは地域に根ざす工業がある都道府県は地域性や文化性が比較的高く,

消費者に行ってみたいという期待感を持たせるためだと考えられる.

この項目の影響度は3 5項目中1 2位と中間よりも少々上程度である.本来地域性を重

視する地域ブランドカとは高い相関性を持つはずであるが,これは各都道府県が自らの地

域資源についてきちんと整理できていないためであると考えられる.

地域プランディングにおいては,大都市圏の人が勝手に考えるイメ-ジではなく地域の

人が考える都道府県を整理し,地域資源の選択と集中を行うことが必要である.

(13)全メディアの消費情報量

｢全メディアの消費情報量｣はtave--o.65902,またr全メディアの選択可能情報量｣

はta,o--0.30427と共に地域プランドカに対して負の影響度を持っている.この理由を考

察する.

経済活動の主体となる家計,企業,公的部門はいずれも,投資や消費を行うにあたり,

必ず何らかの情報を判断の拠り所としている.ここで何らかの情報とは,高い投資効果や

消費効果を得るための有益な情報ということになるが,それは取り込んだ原情報の数々か

ら漣別された情報であるか,または,別の関連情報に照らし合わせるなどのプロセスを経

て,選別と加工の繰り返しのなかから新たに生み出された情報である.

より有益な情報を見出し,あるいは創り出して利用することが付加価値の増大に繋がる

と考えるならば,その過程においては総量としてより多くの情報を消費することになるの

で,地域プランドカと情報の関係について, ｢地域における消費情報量の多寡が当該地域の

経済カを大きく左右し,地域のプランドカに影響を及ぼす｣という仮説を立て,それを確

かめてみることにした.
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まず,各都道府県の総メディア消費情報量と経済力を示す指標である県内総生産につい

て調べ, Ⅹ軸に総メディア消費情報量, y軸に県内総生産をとり,
4 7都道府県をプロツ

トして以下のグラフを得た.

図3-11都道府県の総消費情報量に対する県内給生産

図3-11より,決定係数は0.92と極めて高い値を示し,地域の消費情報量と給生産額の

密接な相関関係がうかがわれた.本研究では,被説明変数として訪間意向の要秦が強い3

種類のアンケ-トデ-タを用いているため,地域プランドカに対して地域の経済力項目の

多くは負の影響度を持つ結果となっている.つまり, ｢全メディアの消費情報量｣が地域ブ

ランドカに対して高い負の影響度を示しているのは,地域の経済力との相関性が強いため

であるといえる.地域経済力と地域-の訪間意向が負の相関性をもつこ哩由は, ｢1人あたり

県民所得｣の項で触れた通りである.

研究の発展として,被説明変数に居住意向を表す指標を多くとり入れれば,メディア関

連項目の影響度は高くなることが予想される.

(14)テレビ受信件数

｢テレビ受信件数｣はt8Ve--0.62034と負の影響度を示している.特に｢行った中で最

も良かった都道府県｣に対する影響度がt
l--1.42003と最も大きい.テレビは主要な電

気通信系メディアであり,前項において判明したメディア情報量と地域の経済力,訪間意

向を主要素とする地域プランドカの関係を考えれば,地域プランドカに対して訪間体験に

よる評価という影響を及ぽす｢行った中で最も良かった都道府県｣が最も大きい負の影響
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度を示すのは当然である.

テレビ総受信件数と県内総生産について詞べ, Ⅹ軸にテレビ総受信件数, y軸に県内総

生産をとり, 47都道府県をプロツトして以下のグラフを得た.
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図3-12都道府県別のテレビ総受信件数と県内総生産

図3-12をみると,決定係数o.89と非常に高い値であり,強い相関関係にあることが分

かる.全メディア消費情報量と同じ理由により,テレビ受信件数は負の影響度をもったと

考えられる.

地域住民の住みやすさが居住意向を要素とする地域プランドカに関係があることを考慮

すれば,テレビ受信件数も居住意向を表す指標を多くとり入れた被説明変数に対して正の

影響度を持つと予想される.

(15)書籍ひとりあたり購入額

｢書籍ひとりあたり購入額｣はt｡ye--0.53277と被説明変数に対して負の影響度を示し

た.特にt
l--1.39247と訪間体験による評価を示す指標に対して最も大きな負の影響度

を持っている.この理由を,地域経済力と地域プランドカが負の相関性があることを考慮

して次のような仮説を立て検証することによって考察した.

仮説｢書籍ひとりあたり購入額が高い地域は,消費財に使う費用が多いのでそれだけ経

済力に余裕があり,地域経済力が強い.｣

地域経済力を示す指標として都道府県の総県民所得を用いた.ここで1人あたり県民所

得を指標として用いなかったのは,住民ではなく地域経済力の豊かさとの関連性を知りた

かったためである. x軸に1人あたり書籍購入額, y軸に給県民所得をとり,プロツトし

63



て以下のグラフを得た.
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図3-13各都道府県の1人あたり書籍購入額に対する総県民所得

図3-13より, 1人あたりの書籍購入額が高くなるにつれて,県民所得も高くなる僚向が

分かった.これにより仮説として立てた,書籍購入額と地域経済力の閑係性が証明された.

以上,この項目が負の影響力を持つ理由は,書籍という消費財に多く費やす余力がある

地域は経済力が高く,都市化が比較的進んでおり,地域性･文化性が比較的低いためであ

ると分かった.

(16)水道普及率

｢水道普及率｣はta,e-0. 5890と比較的高い正の影響度を示した.下水道普及率等のイ

ンフラ関連項日も地域経済力も住民にとっての住みやすさを示す指標であるが,地域経済

力は観光などの訪間意向と負の関係にあるのに対し,インフラ関連項目は訪間意向に負の

影響は及ぼさないと考えられる.そのことを示すために,訪間意向を表す指標として観光

客数を用い,各都道府県の水道普及率と観光客数について調べグラフを作成した.
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図3-14各都道府県の水道普及率と観光客数

図3-14より,下水道普及率の高低と観光客数の増減とは関係性が弱いことが分かる.よ

って水道普及率は訪間意向に負の影響を及ぼさないという仮説の成立は確かめられた.

本研究では訪間意向が居住意向よりも大きなウェイトを占めていると考えられるデ-タ

を被説明変数に用いた.そのため,訪間意向と負の関係にある説明変数の影響度は高い負

の値を示したが,訪間意向と関係性が薄い説明変数に関しては,影響度が居住意向との関

係によって大きく左右されると考えられる.

インフラ関連は消費者の居住意向と関係が強いことは明らかであり,そのために｢水道

普及率｣は地域プランドカに対して正の影響度を持ったものと考えられる.

(17)下水道普及率

｢下水道普及率｣はt8Ye-0.47492と被説明変数に対して正の影響力を持っている.これ

は｢水道普及率｣が正の影響力を持った理由と同じだと考えられる.ここでも｢下水道普

及率｣は訪間意向と関係が薄いという仮説を立て検証を行った. ｢水道普及率｣の項目と同

じく,訪間意向を示す指標として観光客数を用いて,各都道府県の下水道普及率と観光客

数について調べ,グラフを作成した.
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図3-15各都道府県の下水道普及率と観光客数

図3-15より,仮説は成り立つ事が分かり,居住意向との関係から｢下水道普及率｣は,

本研究における地域ブランドカに対して正の影響力をもったものと考えられる.

水道普及率や下水道普及率と訪間意向との関係より,インフラ関連項日は消費者の訪間

意向と関係が藤いと分かった.しかし,これらの項目がいずれも地域ブランドカに対し正

の影響力を持っているということは居住意向と正の相関性があるということであり,居住

意向の重要性を考えれば,地域プランディング手法としてインフラ整備は効果的であると

いえる.

(18)第3次産業の人口比率

｢第3次産業の人口比率｣はta,¢-0.3502と被説明変数に対して正の影響力を示した.

｢第3次産業の人口比率｣は都市化の指標であり,訪間意向を主要素とした本研究にお

ける地域ブランドカに対しては負の影響力をもつはずである.これはなぜだろうか.これ

はサ-ビス業が盛んな地域は,比較的市場-の情報発倍力が強く,発想の起点を市場にお

いている地域ブランドカが高まるためだと考えられる.

ただし,情報サ-ビス業に関しては,地域性を弱める効果の方が強く,負の影響力を持

ったと考えられる.

この仮鋭を実証するには,都道府県の情報発倍カを示す指標が必要だが,入手できなか

った.
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(19)新規工場の立地件数

｢新規工場の立地件数｣はt
｡ye-0. 33457と被説明変数に対して正の影響力を示した.

工場誘致は1 9 6 0年代の地域経済振興策の中心であったが, 8 0年代からの円高化や

経済のソフト化,グロ-バル経済の進展などを背景に,日本経済の構造が｢重厚長大｣か

ら｢軽薄短小｣ -と質的に変化し始めたため,工場誘致はその有効性が弱まったといわれ

ている.

しかし,有効性が弱まったといっても地方圏の雇用環境を支え,地方困と大都市隙の所

得格差を縮めたのは事実であり,未だその効果は残っているため,弱くはあるが,地域プ

ランドカに対して正の影響力を持ったものと考えられる.

(20) 1人あたり医療施設数

r l人あたり医療施設数｣はt弼-0. 31551と被説明変数に対して正の影響力を持ってい

る.この理由は, ｢水道普及率｣や｢下水道普及率｣等のインフラ関連項目が地域プランド

カに対して正の影響力を持ったのと同じく,居住意向と高い相関性があるためだと考えら

れる.インフラ関連項目が居住意向と高い相関性にあることは妥当あるが,医療施設数と

居住意向が本当に正の相閑性があるかを検証する.居住意向を示す指標として着工新設住

宅数と住宅地平均価格を用いて, Ⅹ軸に医療施設数, y軸に着工新設住宅数と住宅地平均価

格をとり,プロツトして以下の2つのグラフを得た.

図3-16各都道府県の医療施設数に対する着工新設住宅数
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図3-17各都道府県の医療施設数に対する住宅地の平均価格

図3-16と図3-17から,決定係数はともに高い値を示しており,医療施設数と消費者の

居住意向は高い正の相関性があることが分かった.

以上より,この項日は居任意向との関係性の強さのため,地域プランドカに対して正の

影響力を持ったものと考えられる.

(21)全メディアの選択可能情報量

r全メディアの消費情報量｣の項目で示した通り, ｢全メディアの選択可能情報量｣も地

域プランドカに対し,負の影響度を持っている.消費情報量の項で立てた｢地域における

消費情報量の多寡が当該地域の経済力を大きく左右し,地域のプランドカに影響を及ぽす｣

という仮説が選択可能情報量においても成立するかを検証するために,各都道府県の総メ

ディア選択可能情報量と県内総生産について調べ, Ⅹ軸に総メディア選択可能情報量, y

軸に県内総生産をとり, 4 7都道府県をプロツトして以下のグラフを得た.
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図3-18都道府県の総メディア選択可能情報量に対する県内総生産

図3-18より,決定係数は0.8996と極めて高く,給メディア選択可能情報量と地域の経

済力は高い正の相関性があるといえる.

この項目も被説明変数に居住意向を示すデ-タを加えれば, t値は大きくなると考えら

れる.

(22)人口に対する商店数

｢人口に対する商店数｣はt8Ye--0.27541と被説明変数に対して負の影響力を示した.

商店数は人口(1 5歳-64歳)の割合との関係性などから考えても正の影響力をもつは

ずであるが,なぜ負の影響力を持ったのだろうか.

-つには多重共線性の間題が考えられる. ｢1人あたり商店数｣と｢1人あたり学校数｣

は相関係数r -0.61とやや高い正の相閑性を持っていたが, 2つの項目の資料価値を考え

て2つとも説明変数に入れたため,本来正であるはずの｢1人あたり商店数｣ t値が負に

なったと考えられる.

もう-つの理由としては,大都市圏-の生活人口流出が考えられる.東京都と大阪府に

付随する大都市圏における1人あたり商店数について調べた.

69



CO

q>

4

2

0

8

6

4

2

∩)

-
人
あ
た
り
商
店
致

写■誇1-乙一"萱.蒜!pて-こ∈
き■㌧,-■ヽ､:∵､､.

#_.-=-:､ぞ≒
･.､_.÷吉† LJT.ニ7':{■■J々;き還

八..;.-'-t.~

T■~‡

ミ 皇､ミ
L--i/襲:三ー三
ー-.y,IP>､

･.声〔

1..-■'/..-:.:望=-
:≧_:.ミ

キ:こy,_'こてノ:

三ゝ≡穏ぺ こ_Y':■-y､

･き'-LL,;主:こ.､佃
･-"よ<_1

方,.

嗣

ゝ壷

･7-言.萱

:寅

1J.さ.:I}
､:-L:く＼

聖--.三～;

r,:J雇､

v^-yl.

‡

らjL

胃

∴L/妄.
31

:;>iて
}<LLI{<-:

埼

玉

千 東 神 大 兵
⊆⊇
Ei∃

菓 京 川 阪 庫

全
国
平
均

図3-19大都市圏の1人あたり繭店数

図3-19より,東京都や大阪府といった大都市圏-の人口流出によって,大都市圏に付随

する都市型プランド地域である神奈川県や兵庫県の1人あたり商店数は全国平均よりも少

なくなっていることが分かる.他の項目の評価点が高いため,神奈川県や兵庫県はプラン

ドカ上位1 0地域に入っているにも関わらず,それらの地域の1人あたり商店数が少ない

ために,結果として影響力が負となったと考えられる.

以上, 2つの理由により, ｢1人あたり商店数｣は負の影響力を持つに至ったと推測され

る.しかし,地域の活性化による居住意向の上昇を考えれば,商店の効果は地域のプラン

ドカに対し,重要であるといえる.

(23)人口に対する企業倒産件数

｢人口に対する企業倒産件数｣はt｡ve-10.24018と地域プランドカに対して負の影響度

を持っている.企業倒産件数は負のイメ-ジが高く,地域イメ-ジの管理を概念モデルと

する地域プランドに対して負の影響力を持つというのは妥当である.では具体的にはどの

ような地域が1人あたり倒産件数が多いのだろうか.倒産件数に関わる負のイメ-ジを都

道府県の僚向から分析する.
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図3-20倒産件数上位地域における標準化した｢1人あたり企業倒産件数｣

図3-20で, y軸には標準化した値を示しているので全国平均は0である.

各都道府県の人口に対する企業倒産件数を見ると,件数上位にくる地域には2つの傾向

がある.

-つは東京都や大阪府といった大都市.大都市は人口も多いが企業も多く, 1人あたり

企業倒産件数が多くなるといえる.

もう-つは,秋田県や福井県といったプランドカが低い地域.このような地域は企業倒

産件数は少ないが,それ以上に人口が少ないために1人あたりにすると倒産件数は多くな

っている.

大都市は地域性や文化性が比較的薄く,高いロイヤルテイの訪間顧客層が安定的に存在

しない.そのため,大都市は訪間意向とは負の関係にある. ｢-人あたり企業倒産件数｣は

大都市に多く,そのために訪間意向を主要素とする被説明変数に対して,負の影響力を持

ったと考えられる.

また,秋田県や福井県などのプランドカが低い地域は,母数となる企業倒産件数や企業

数が少なく,地域括性が比較的弱い.そのため,このような地域は居住意向と負の閑係に

ある.結果, ｢-人あたり企業倒産件数｣は負の影響力を持ったと考えられる.

(24)加入電話数

｢加入電話数｣はt
aye-0. 23399と被説明変数に対して正の影響力を持つ結果となった.

テレビ受信件数や全メディア消費情報量などメディア閑連項目と地域ブランドカは負の相

関性をもつことが多い中で, ｢日刊新聞普及度｣と｢加入電話数｣は正の相関性を持ってい

る.地域メディアとしての役割が大きい新聞が正の影響力をもつのは前述した通りである
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が,加入電話数はなぜ正の影響力を持っているのだろうか.

電話は日本に広く普及した電気通信系メディアであり,都市化が進んだ地域ほど加入数

が多いというわけではない.以下に各都道府県の加入電話総数と県内総生産について詞べ

グラフを作成した.

図3-21各都道府県の加入電話総数と県内絵生産

図を見ると,都道府県で加入電話数と県内総生産には相閑がないということが分かる.

無理に回帰分析を実行して相関係数を求めるとr --0.03となった.加入電話数の多さと

地域経済力には相関がない.言い換えれば,加入電話数は地域ブランドカを下げる要困と

はならないということである.ただ,プランドカに正の影響力を持つとは言い切れない.

本研究で｢加入電話数｣の項目が正の影響力を持ったのは,選んだ被説明変数におけるプ

ランドカの強い地域が偶然,比較的加入電話数が多かったためとしか言えない. ｢加入電話

数｣の項目は他の説明変数項目と相関性が低く,またP一値も′トさかったため最終的な説明

変数3 5項目の中に残した.しかし,要因分析を行った結果,日本では電話が広く普及し,

｢加入電話数｣と地域性とは関係がないと分かったため,この項目の地域プランドカに対

する資料価値は低いと考えられる.本研究をもとにさらに発展した地域プランドカ分析を

行う際には削除しても構わない項目だと思われる.

(25) 1人あたり行政投資額

｢1人あたり行政投資額｣はtave--0.14424 と地域プランドカに対し,弱い負の影響

度をもつことが分かった.この項日が負の影響力をもつ理由を考察する.
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日本は,昭和6 0年のプラザ合意などを契機に円高不況に苦しんだが, -方で,世界に

おける日本の経済的存在感が増大した結果,日本の将来については楽観的な見方が支配的

となり,東京-極集中をはじめとする大都市圏-の集中を積極的に肯定する見方が力を得

た.これにあわせて,行政投資の配分についても,大都市圏-の重点投資が急速に進んで

いった.現在, -人あたりの行政投資額は,大都市圏と地方圏では大差がない. ･東京都の

一人あたり行政投資の実練は,北陸3県のいずれよりも大きいし,新潟県と南レベルであ

る.しかし,これを単位面積当たりにすれば,当然ながら人口比をはるかに上回る数十倍

の水準の投資が行われていることになる.このような東京-の投資の集中(これに民間投

資が加わる)は,過密に伴う遠拒離通勤,交通渋滞や交通事故の増大,高地価を通じてオ

フイスコスト･住宅取得コストを押し上げるとともに,東京-の機能の集中を通じて,地

方の力を弱めていった.

このように｢1人あたり行政投資額｣が地域プランドカに対して負の影響力を持つのは,

この項目が地方のカを弱めるためだといえる.

行政投資額は地方分権を契機とする経済自立化をその目的とする地域プランディングと

は相反する項目である.地域の経済的豊かさを表す指標として重要であると考えていたが,

地域プランドカを被説明変数とする本研究の解析においては説明変数に入れない方が良か

っただろう.

(26)実質経済成長率

｢実質経済成長率｣はta,e--0.14085と負の影響力を持っている. l t l
ave-o.20494

と絶対値平均も小さい.標準化したt値において,絶対値がo.14P85ということは,地域

プランドカに対する説明力は非常に弱いといえ畠.｢実質経済成長率｣が小さいながら負の

影響カを持っている理由は,他の地域経済関連項目同様に,消費者の訪間意向を刺激しな

いからであろう.実際,訪間意向として観光客数を用いて, 2つの項目の相関性を調べて

みると相関係数r --o.o4と無相関に近い負の相関性を示した.

実質経済成長率の高低は地域ブランドカの高低の結果として生じるという考え方もする

事ができる.本研究では,地域経済を表す指標としての資料価値から説明変数に取り入れ

たが, t値の小ささを考慮すると,説明変数から削除しても良かっただろう.

(27)第1次産業の人口比率

｢第l次産業の人口比率｣はtave--0. 12920と地域プランドカに対し,負の影響度を示

した.これは｢第3次産業の人口比率｣が高い正の影響度をもったことと比較すると理解

73



しやすい.

つまり,第1次産業(農業,林業,水産業)が盛んな地域は,他県の市場の目にとまる

ような情報発信をする力が弱く,大都市の消費者を対象にして行ったアンケ-トでは,連

想されにくい.結果として,アンケ-トデ-タを被説明変数とした本研究におけるプラン

ドカに対して負の影響力を持ったと考えられる.

この項目は標準化t値の平均値が絶対値にして0. 13程度と小さく,地域プランドカに対

して説明力が弱い. ｢第3次産業の人口比率｣とt値の正負は逆だが,情報発信力の強弱と

いう同じことを説明しているに過ぎないことを考えれば,地域プランドカに対する説明変

数には,各産業の人口比率の中で影響力の最も大きい第3次産業の人口比率のみで十分だ

といえるだろう.

ちなみに本研究では,第2次産業の人口比率は冗長な情報となるため説明変数に入れな

かった.

(28) 1人あたり使用電力量

｢ 1人あたり使用電力量｣はtaye--0. 12886と被説明変数に対して弱い負の影響力を持

っている.

まず負の影響力を持っていることから地域経済力と関係があるのではないかと考え,地

域の経済力を表す括標として県内総生産を用いて, Ⅹ軸に｢使用電力量｣, y軸に｢県内総

生産｣をとり,プロツトして以下のグラフを得た.
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図3-22都道府県の給使用電力量に対する県内総生産

図3-22より,決定係数o.88と非常に高く,稔使用電力量と県内総生産には高い相関性
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があることが分かっキ.地域経済力は訪問意向を主妻素とする地域プランドカには負の影

響度を示すことから,使用電力量の被説明変数に対する影響度が負になる理由は判明した.

次にta,e--0.12886と小さく説明力が弱い理由を考えた.これは人口で割ることによっ

て地域経済力との相関性が弱まったためだと考えられる.

本研究では多重共線性の間嶺を回避するために人口で割ったので影響力の弱い説明変数

となってしまったが,居住意向を表す指標に対してはより大きな影響力を示すと考えられ,

発展研究として被説明変数に居住意向を表す指標を取り入れる場合は,説明変数としての

資料価値は高まると思われる.

(29)教負1人あたり平均生徒数

｢教員1人あたり平均生徒数｣はtaye-0. 12552と弱い負の影響力を示した.

｢教員1人あたりの平均生徒数｣が多ければ地域の社会性が高まり地域プランドカもあ

がるのではないかと考え説明変数として残したが,被説明変数に対する影響力はほとんど

ないということが分かった.この理由として本研究での対象地域が都道府県であった事が

考えられる.

｢1人あたり平均生徒数｣や｢1人あたり学校数｣は地域住民の生活に密着した項目で

あるため,住民の生活行動範囲を大きく超えた都道府県では,その影響力は小さくなって

しまうと考えられる.

本研究を応用し,市町村の地域プランドカを算出する際にはこの項目や｢1人あたり学

校数｣といった地域住民の生活関連項目は,比較的高い説明力を示すものと思われる･

(30) 1人あたり映画館数

｢1人あたり映画館数｣はtave-0.11992と弱いが正の影響力を示した･また,この項目

はt
l-0.13881,

t
2-0.16745,

t

3-0.05349と全ての被説明変数に対して正の影響カを
持っている.

映画館は当該地域の繁華街にあることが多く,映画館が多いほど繁華街の数も多いとい

える. ｢-人あたり映画館数｣が正の影響力を示す理郎も繁華街が多い地域は活性化傾向

が強く,地域に対する居住意向も高まるためだと考えられる.ただし,この項目の影響度

の小ささから考えると,映画館と繁華街の相関性や繁華街と地域活性の相関性はそれ程強

くないということが分かる.

映画館の長所は,ショッピングや外食など他の消費行動を伴うことである･この長所を

生かし,消費者に快適な空間と時間を提供すれば映画館を使っての地域プランディングも
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地域住民の生活行動範囲内である市町村レベルでは可能かも知れない.

本研究の結果からも分かるように都道府県レべルでは,映画館に地域の魅力を上げる効

果はほとんどない.

(31)都市ガス供給区域内普及率

｢都市ガス供給区域内普及率｣はta,e--0. 09597と非常に弱い負の影響力を示した.

｢都市ガス供給区域内普及率｣が負の影響力を示しているのは,この項目が地域経済力

や都市化の指標と関係があるからだろう.とは言っても,地域経済カを示す県内総生産と

の相関係数はr -0.556とやや正の相関が見られる程度であるため,その影響力は非常に小

さい.

地域の社会性を表す項目としての資料価値が高いのではないかと考え説明変数に残した

が, ｢地域プランディングの施策として都市ガス普及率を上げる｣という行為の意味の無さ

は統計を取るまでもなく分かることであり,影響力の小ささから考えても,説明変数に入

れる必要はなかった項目だろう.

(32)国税収納済額の推移

｢国税収納済額の推移｣はt
a,e--0. 08311と弱い負の影響度を持っている.

都道府県ごとの傾向を見てみると,徳島県や島根県など比較的観光や都市としての藩知

度が低い地域ほど,この推移は高くなっている事が分かる.これはもとの源泉所得税や法

人税が少ないためであり,地域の消費括動や産業が活発化していないことの表れともいえ

る.そのためにこの項目は負の影響力を示したものと思われる.

表3-2国税収納額とその推移上位1 0地域

順位 都道府県
国税収納額

(億円)
順位 都道府県

国税収納額の平均伸び率

(%)

1 東京 14449.04 1 徳島 5.41895

2 大阪 2569.65 2 長野 4.10615

3 愛知 2752.96 3 島根 2.52293

4 神奈川 9041,20 4 岩手 2.24335

5 兵庫 2236.55 5 宮城 2.19383

6 福岡 2460.67 6 山口 2.06875

7 北海道 4731.08 7 熊本 2.04450
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8 千琴 7309.32 8 大分 1.90277

9 埼玉 5293.64 9 愛.媛 1.79303

10 京都 4848.59 10 鹿児島 1.76302

この項目もt値の小ささや地域ブランドカに対する資料価嘩の低さから考えれば,説明
変数としては重要ではない項目といえる.

もし説明変数に入れるとすれば,推移よりは収納額総額の方が地域経済力との関連が深

く,より適切だろう.

(33)労働力人口比率

｢労働力人口比率｣はta,e-0.07709と弱い負の影響力を示した.しかし標準化t値の絶

対値平均を見ると, lt l
aye-o･83344と各説明変数に対して大きな野響力を持っているこ

とが分かる.

労働力の人口比率が高いと,観光などの地域産業の担い手が多く地域が括性化し,地域

性が向上する.他方,労働力人口の多さは大都市圏の特徴であり,地域性との関連性が薄

いという考え方もできる.

この2つの考え方を考慮すると,地域産業に直に触れ地域性を感じられるため,実体験

に基づく評価に対する影響力は正に,また都市化の進行による地域性や文化性の希薄化が

予想されるため,期待感に関する指標に対する影響力は負になると考えられる.

実際,実体験の評価指標である｢行った中で最も良かった都道府県｣に甲する影響度は
t

l-1.3658と高い正の値で串り,期待感を表す指標である｢今後最も行きたい都道府県｣
や｢日経リサ⊥チ算出地域ブランドカ｣に対してはt2--0.13421, t3--1.00031と負

の影響力を示すことが分かった.

どちらの影響カを重視すべきか本研究からだけでは判断できないが, t値の絶対値平均

の大きさから考えると地域プランドカを説明する項目としての重要性は十分あるだろう.

(34) 1人あたり県内総生産

｢1人あたり県内総生産｣はt8Ye-0.06841と弱い正の影響力を持っている･

県内総生産は地域経済力を表す指標として重要な項目であり,地域経済力は本研究にお

ける地域ブランドカに対しては負の影響カを持つため,県内総生産のt値は負になるはず

である.

この理由は, -つには｢行った中で最も良かった都道府県｣が訪間意向よりも居住意向
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の要素が強いため,影響度がt
l-0.72334と高い正の値を示した結果と考える事ができる･

また, 1人あたりの変数にすることで大都市圏の影響が弱まり,結果として正の影響力

をもつに至ったとも考えられる.

理由の妥当性を判断することは困難であるが,絶対値平均をとるとIt l
ave-o･4や489と

急増することから,地域経済力を表す指標としての説明力は十分にあるといえる.

(35) 1人あたり学校数

｢1人あたり学校数｣は標準化平均t値 ta,e--0.00851と極めて小さな値となった･

本研究における説明変数3 5項目の中で被説明変数に対する影響度が最も小さいといえる.

しかし,標準化t値の絶対値平均を見てみるとI t l
｡,｡-o.59791と比較的大きな値となっ

ており,平均t償の小ささは被説明変数に対する正負が揃っていなかったために起こった

現象であると分かる.具体的には｢行った中で最も良かった都道府県｣において｢学校数｣

がtl --0.90963と負の影響度を持ったのは,学校数が多いということは住民や可住地面

横の占める割合が多いということであり,観光目的で訪間した他県の人にとっては魅力的

に映らないことが-つの原因であると考えられる.逆に｢地域プランドカランキング｣に

おいてt｡ -

0.22326と正の値を示しているのは地域のプランドカには市場の意見だけでな

く,地域住民の住みやすさも項目に含まれているためであると考えられる.

以上より｢1人あたり学校数｣は本研究においては最も影響カのない項目と求まったが,

その絶対値平均の大きさから住民にとって住みやすい地域をつくる効果はあるといえる･
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3.2プランドカランキングの分析

3つの被説明変数｢最近行った中で最も良かったと感じた都道府県｣ ｢今後,最も行きた

い都道府胤｢日経リサ-チ調査地域プランドカ｣に対する説明変数35項目の回帰係数は

以下の表のようになった.

本研究では, 3つの被説明変数に対するそれぞれの回帰係数を平均し,判別予測式にお

ける説明変数各項目の係数とした.

表3-3説明変数の回帰係数とその平均値

｢最近行つた中で

最も良かつたと感

じた都道府県｣

に対する係数

｢今後,最も

行きたい都

道府県｣に対

する係数

｢日経リサ-チ

地域プランド力｣

に対する係数

各係数の平均値

切片 0.18294 0.11594 0.18080 0.15989

人口 -0.39112 -1.10946 -0.11823 -0.53960

人口密度 0.33328 0.57233 0.29581 0.40047

人口(15歳-64歳)■の割合 0.52036 0.11113 0.25577 0.29576

将来人口(2030年における高齢者

の占める割合)
-0.10719 -0.11558 -0.2763l -0.16636

労働力人口比率 0.35165 0.07861 -0.12104 0.10307

第1次産業の人口比率 -0.14301 0.14518 0.06570 0.02262

第3次産業の人口比率L 0.04171 0.26448 0.07447 0.12688

-人あたり使用電カ量 -0.05174 0.05004 0.06617 0.02149

都市ガス供給区域内普及率 0.02700 0.00739 0.02611 0.02017

人口に対する情報サ-ビス産業

の事業所数
-0.23025 -0.01340 -0.19759 -0.14708

人口に対する商店数 0.15701
-0.15953

0.02903 0.00884

地域に根ざす工業の有無 0.12745 0.413■70 0.13659 0.22591

新規工場の立地件数 0.04824 0.14476 0.03200 0.07500

人口に対する企業倒産件数 0.06973 0.0017 -0.02447
0.01565

1人あたり県民所得 -0.60825
0.16000

-0.29086 -0.24637

-人あたり県内総生産
0.38906 -0.01471 0.08659 0.15365

実質経済成長率 0.02145 0.03741 -0.01294 0.01531

1人あたり行政投資額 -0.07839 0.10640 0.03531 0.02111
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1人あたり財政力指数 -0.31977 -0.21236 -0.13288 -0.22167

国税収納済額の推移 0.10453 ■0.04285 -0.05898 0.02947

加入電話数 0.01q89 0.17506 0.04240 0.07612

全メデイアの選択可能情報量 0.04427
-0.04726

0.00454 0.00052

全メデイアの消費情報量 -0.01995 -0.05542 -0.0318 -0.03570

テレビ受倍件数 -0.27338 -0.01914 0.05941 -0.07770

日刊新聞普及度 0.16486 0.23763 0.11800 0.17350

書籍ひとりあたり購入額 -0.23994 0.00165 0.06764 -0.05688

水道普及率 -0.01142 0.16673 0.03333 0.06288

下水道普及率 0.11174 0.10174 0.07337 0.09562

-人あたり学校数 -0.29637 0.37075 0.11251 0.06229

教員-人当たり平均生徒数 -0.31245 0.49137 0.11722 0.0987l

観光及び宿泊所数 0.19735 0.17849 0.15033 0.17539

-人あたり映画館数
0.02337 0.05451 0.01778 0.03189

-人あたり医療施設数
0.29034 -0.05963 0.02479 0.08517

国民医療費 -0.00103 0.52007 0.26102 0.26002

犯罪率 -0.40188. 0.00641 -0.22345 -0.20631

このようにして求めた各説明変数の係数を,標準化した説明変数デ-タにかけて都道府

県のプランドカを算出した.

算出した都道府県プランドカを高い順に並べ,次のようなプランドカのランキングを得

た.

80



表3-4都道府県ブランドカランキング

.⊥.⊥{/山.シ1h,-;LⅥT;1}.与V+/!≧云…て,∩1.d.';〆;Li:!､{/,.lJ..
←■ン.′::.′:短㌢,1.ilhI{{c(,L,1i<_r<

:.9∫7弓訟.､■..声E-ド′-/J.

1 沖縄 1.03278 25 福井 0.06641

2 大阪 1.01405 26 山口 0.06137

3 東京 0.95992 27 徳島 0.05565

4 北海道 0.91793 28 鳥取 0.04709

5 京都 0.85630 29 福島 0.04687

6 長崎 0.77494 30 三重 0.01742

7 神奈川 0.74201 31 和歌山 0.00811

8 兵庫 0.73107 32 愛媛 -0.00932

9 長野 0.62270 33 山形 -0.01180

10 福岡 0.59512 34 埼玉 -0.01467■

EEI 静岡 0.44665 35 香川 -0.03579

12 石川 0.35773 36 滋賀 -0.03812

13 鹿児島 0.35538 37 島痕 -0.04173

14 青森 0.24097 38 富山 -0.06085

15 嘩本 0.23483 39 秋田 -0.06282

16 新潟 0.19173 40 山梨 -0.06547

17 奈良 0.12486 41 栃木 -0.06832

18 広島 0.12345 42 群馬 -0.07225

19 高知 0.12207 43 千葉 -0.09037

20 愛知 0.10836 44 岩手 -0.11667

21 大分■ 0.09261 45 佐賀 -0.13398

22 宮崎 0.08313 46 岐阜 -0.13442

23 岡山 0.07569 47 茨城 -0.21818

24 官城 0.06756

プランドカでは沖縄が一番となり,以下,大阪,東京,北海道,京都の順となった･

本研究では,被説明変数はブランドカが｢強い｣か｢普通｣か(1,0‡ダミ-変数に置き

換えている.そのため,中間値の0.5を境にブランドカの判定を行う.ランキングにおいて

判別得点が0.5を超える福岡までがプランドカが｢強い｣地域ということができる･

プランドカが強い上位1 0地域を見てみると,沖縄県や北海道,長野県等の観光地とし

て魅力が強い地域と,大阪府や東京都,神奈川県等の都市としての魅力が強い地域に分か

れることが分かった.
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3.3プランドカの評価構造分析

次にブランドの評価構造にはどのような差があるかをブランドカが強い上位1 0都道府

県について分析してみた.

評価構造の分析の際, 8分野3 5項目の説明変数標準化デ-タに回帰係数をかけた値を,

分野ごとに足し合わせた.なおレ-ダ-グラフとして視覚化する時,地域プランドカに対

して負の高い影響度を持つ項目が多かった金融･財政分野と公害･災害･事故分野に関し

ては,各項目に- 1をかけて所得や犯罪率の高低とグラフにおける高低を-致させて見た

目に分かりやすくした.
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【沖縄県】

図3･23沖縄県のプランドカの評価構造

沖縄県は観光地として全国で1, 2を争う強いプランドである.しかし,観光施設数は

1 3 5ケ所と全国平均28 1ケ所を大きく下回っている.観光施設数の少なさに対しての

観光地としての知名度の高さからは,沖縄県の各観光施設が地域性と密接に関わっており,

-つ-つが強い魅力を持っているということが分かる.観光施設数が沖縄県よりも多いに

も関わらずプランドカが低い地域の存在を考えれば,観光業で地域のプランディングを図

る際,地域資源と接点がない観光施設をいくらつくっても地域のプランド化にはつながら

ないことがいえる.

沖縄県の弱みとしては金敵･財政面の低さがあげられる.特に-人当たりの県民所得は,

2 1 7万円と4 7都道府県の中で最下位に位置している.しかし沖縄県は地域性･文化性

を活かして観光業に特化することによって,この弱みをプランドカをあげる機会につなげ

ている.日本では沖縄県,海外ではタイをはじめとした東南アジアのような地域の所得が

低い地域は,地域特有の文化性を保持していることが多く,非目常が味わえるため,訪間

の対象になりやすい.消費者の訪間意向に観光サ-ビスを合わせることにより沖縄尉ま地

域プランドカを上げていったと考えられる.

競合地域としては,国内では北海道や京都といった観光地として魅力が高い地域が挙げ

られるが,本当の脅威は海外のグアムやサイパン等安くて海が楽しめる地域である.

沖縄県がプランドカを維持していくには,観光サ-ビスやリゾ-トライフ等を充実させ

地域の個別プランドカを底上げし消費者の訪閏意向を高めること,また,文化性を残しつ

つインフラ整備等住民-のサ-ビスを向上させることにより消費者の居住意向を高め,海

外の競合地域に対する競争優位性を築いていくことが重要である.
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【大阪府】

図3･24大阪府のプランドカの評価構造

大阪府や東京都は,沖縄県や北海道とは達い,観光地としての魅力よりは大都市として

の魅力が強い地城である.このような都市型プランド地域の特徴として,国土･人口分野

と運輸･通信･マスコミの評価点が高いことが挙げられる.

国土･人口分野における評価点の高さは大阪市という政令指定都市の存在が関係してい

ると考えられる.政令指定都市には人口や産業が集中し,特例により県並みの権限と大き

な財源を持つ事ができるため,消費者の居住意向が高まる.この大阪市に対する居住意向

の高まりが大阪府のプランドカを上げている-因であると考えられる.

大阪府は観光施設数が1 7 7ケ所と全国平均の2 8 1ケ所を下回っているにも閑わらず,

社会･文化分野の評価点は全国平均をはるかに超えている.これは医療施設数の多さや下

水道普及率の高さなど住民-のサ-ビスが充実しているためである.

また,運輸･通信･マスコミの評価点の高さからは居住や勤務における利便性が見て取

れる.このように大阪府のプランドカの高さは,政令指定都市の存在,住民-のサ-ビス,

利便性など居住意向に由来したものだということが分かる.

弱みとしては公害･災害･事故の多さである.特に犯罪率(人口10万あたりの犯罪認知

件数)の高さは371 1件と全国-位である.治安を良くし,それをアピ-ルすることで

消費者の訪間意向や居住意向を高める機会を生み出す事が大阪府がプランドカを上げる方

法の-つである.
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【東京都】

図3･･25東京都のプランドカの評価構造

大阪府と同様,東京都も国土･人口分野と運輸･通信･マスコミ分野の評価点の高さを

持った都市型プランド地域である.国土･人口分野の評価点の高さは,目本の首都として

の魅力と東京23区という特別区の存在が,消費者の居住意向を高めているためであると考

えられる.

また,運輸･通信･マスコミ分野の評価点の高さからは大阪府と同じく,居住,勤務に

おける利便性が分かる.

大阪府との違いの-つは社会･文化分野の評価点の高さである.観光施設数が4 0 4ケ

所と多いことに加えて,学校数が289 1校,医療施設数が1 2328ケ所と全国1位の

多さであることがこの分野の評価点を上げている原因である.東京都は大阪府と比べ生括

め拠点としての魅力が強いといえる.

大阪府との大きな違いのもう-つとしては,産業分野の評価点の低さが挙げられる.こ

れは説明変数項目の中の｢地域に根ざす工業の有無｣が関係している.全国シェア1位の

工業が大阪府には多く存在し,東京都には少ないことが,産業分野での評価点の差となっ

て表れており,それがそのまま大阪府と東京都のプランドカの差となっている.

このように東京都の弱みとしては,地域に根ざした工業が少ない等の地域性･文化性の

弱さがある.都市機能は充実しており,暮らす場としての魅力は非常に強いが,反面沖縄

県や北海道のように高いロイヤルテイの訪間顧客層が安定的に存在しないことが日本の首

都にも関わらず,プランドカが3位という結果になった理由であろう.文化性を高め,訪

間する場としての魅力を-層強化することが,東京都のプランディング方法であると考え

られる.
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【北字毎道】

図3126北海道のプランドカの評価構造

北海道は観光型プランド地域の典型例である.その最大の特徴は社会･文化分野の評価

点の高さである.この評価点の高さの最大要因は, 1 0 2 1ケ所と全国平均の4倍近くあ

り全国1位である観光施設数の多さである.広大な土地に,スキ-場など地域性を活かし

た観光施設をつくることにより,観光地としての魅力を強めていったと考えられる,

同じ観光型地域である沖縄県との共通点は金融･財政分野の評価点の低さである. -人

あたり県民所得は2 7 2万円と全国平均3 0 8万円を下回っている.

沖縄県との違いは国土･人口分野の評価点の低さである.これは広い国土による人口密

度の低さが関係している.人口密度は沖縄県と比較すると8分の1である.

札幌市という政令指定都市を保有しているにも関わらず,金融･財政分野と国土･人口

分野における評価点が低いことからは,道内での所得格差が大きいことが読み取れる.実

際,北海道には知床や帯広,富良野など観光地として魅力が強い地域は多く存在するが,

都市としての魅力が強い地域は札幌市のみである.

このように訪間意向や物産購入意向の高さの陰に隠れて間題点として台頭し難いが,他

のプランドカランキング上位地域と比較して居住意向が低いことが北海道の弱みである.

北海道が進めている地域プランド形成プロジェクトにおいても,観光地としてのイメ-ジ

向上を重視し,暮らす場としての魅力を高める具体的手法については触れられていない.

交通の便を良くする等,生活や働く場としての利便性を高め,現在札幌市に集中してい

る消費者の居住意向を広げていくことが北海道全体の地域プランドカを上げる-つの方法

であろう.
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【京都府】

図3･･27京都府のプランドカの評価構造

京都府のプランドカ評価構造の特徴は,国土.人口分野,社会･文化分野,運輸･通信･

マスコミ,産業分野の4つの分野が高い評価点を示していることである.観光型ブランド

地域の特徴である社会･文化分野の評価点の高さと,都市型プランド地域の特徴である国

土･人口分野と運輸･通信･マスコミの評価点の高さが両立した地域である.

国土･人口分野の評価点の高さは,人口密度の高さによる.京都市という政令指定都市

を始めとして,向日市や長岡京市など人口密度が高い市の存在がこの分野の評価点を上げ

る-困となっている.

これに加えて,運輸･通信･マスコミ分野の評価点が高いことから,生活の利便性の良

さが見て取れ,京都に対する消費者の居住意向は高いと考えられる.

観光施設数は2 0 2ケ所と全国平均以下である.しかし,観光地としての京都の謬知度

の高さを考えると,沖縄県のように-つ-つが京都独自の文化と結びついた魅力の強い観

光施設であると推定される.社会･文化分野の評点の高さは観光施設数に依るものではな

く, -人あたり学校数や下水道普及率など社会分野の項目がいずれも全国平均と比較して

高いレベルで備わっている結果である.

評価点の高い分野の4つ目として産業分野がある.第三次産業の人口比率は約6 8%と

高く,またシェア50%以上を占めるうちわ･扇子産業などのように地域に根ざした工業

の存在していることがこの分野の評価点を上げている要国である.京都府は,産業の中で

も特に製造業の占める割合が大きく,府内最大の都市,京都市においても,その特徴は顕

著に現れている.

京都市では,市内総生産の2 0%を占める製造業はサ-ビス業を抑えて堂々のトップで
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ある.逆を返せば,現代のソフト産業主導の世の中において,サ-ビス業の立ち遅れが京

都市経済の構造的な不況の原因となっていることは否定できない.また製造業において,

いわゆる｢伝統産業｣は年々その生産額(約2000億円) ･シェアを落としており,京セ

ラやロ-ムのようなハイテク産業が経済を牽引している現状がある.

京都府の弱みとして, ｢京都プランド｣というプランド･エクイテイを経済的価値に転換

することが出来ていない現象を見ることができる.府庁主導で京都のブランドコンセプト

を整理･形成し,その上で既存資源を統合するといった戦略が必要とされる.
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【長崎県】

図3-28長崎県のプランドカ評価構造

長崎県は社会･文化項目の高さと金融･財政分野の低さが特徴的である観光型プランド

地域の-つである.

北海道との違いは,運輸･通信･マスコミ分野の評価点が全国平均より低いことが挙げ

られる.この分野の評価点の低さからは,生活や仕事における利便性の悪さが読み取れる.

特に長崎県の陸上交通の便は悪いといえる.

図3-29九州7県における旅客輸送

囲3･29より,福岡県だけでなく,地域ブランドカがより低い熊本県や鹿児島県に比べて
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も旅客輸送数は少ないことが分かる.

運輸･通信･マスコミ分野と金融･財故分野の評価点の低さを考慮すると,長崎県に対

する消費者の居住意向は弱いといえる.

ただし,長崎県は全国第2位の海岸線延長をもつ海洋県で海洋資源を活かした観光･リ

ゾ-ト開発･海洋技術開発が進んでいて,消費者の訪問意向は高いと考えられる.

長崎県は弱い居住意向を訪間意向の強さによって補い,ブランドカ上位地域にランクし

たのだろう.

インフラ整備を行い,.居住意向を高めることが,長崎県に必要とされる施策だろう.
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【神奈川県】

図3･30神奈川県のプランドカ評価構造

神奈川県は国土･人口分野と運輸･通信･マスコミ分野の評価点が高い都市型プランド

地域である.国土･人口分野の高い評価点が特に顕著であるが,これは横浜市と川崎市と

いう2つの政令指定都市を保有していることが-因である.また,神奈川県にはその他に

も相模原市や藤沢市,横須賀市など日本で人口が多い5 0都市に入るような大都市を5つ

も抱えている,このようなたくさんの大都市の存在が人口密度を高くし,国土･人口分野

における評価点を高くしていると考えられる.

社会･文化分野においては全国平均よりも評価点が下がっているが,これは観光施設数

の少なさ(30 5ケ所)や他の都市型ブランド地域と比較しての大学数の少なさ(神奈川

県24校に対し,東京都1 1 6校,大阪府4 3校)や人口に対する商店数が少ない(標準

化した値で-2.66791)などの理由に依る.都市型地域であるため観光施設数が少ないの

は分かるが,なぜ大都市を多く抱えた神奈川県において学校数や商店数がすくないのだろ

うか.

それは昼間の東京都-の人口流出のためだと考えられる.昼夜間人口比率(昼間人口/常

住人口)を見てみると東京122%に対して,神奈川県90%と,居住人口847万人の

1割, 8 4万人が昼間は東京都で過ごしていることが分かる.

このように日常の括動の場を東京都においている人の多さが,神奈川県の社会･文化分

野の評価点を下げている原困である.企業や大学の誘致等を積極的に行い,昼間の人口流

出率を下げることで,地域が活性化し,神奈川県のプランドカの底上げにつながると考え

られる.
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【兵庫県】

図3-31兵庫県のプランドカの評価構造

兵庫県は社会･文化分野の評価点の高さと金融･財政分野の評価点の低さという観光型

プランド地域の特徴があるが,運輸･通信･マスコミ分野の高い評価点も併せ持っている

暮らす場としての魅力が強い観光型プランド地域であるといえる.

神戸市という政令指定都市と姫路市という中核市*)を抱えているにも関わらず,神戸市

は国土.人口分野の評価点の高さという都市型プランド地域の特徴を持ち得ていない.こ

の理由は-つには,人口の多さに対しての人口密度の低さがある.人口密度自体は都道府

県全体でみると全国8位と高い方であるが,人口密度の高さ上位地域がいずれも1 0万人/

平方km以上と高い値を示しているため,相対的に兵庫県の標準化点が下がる結果となった.

さらに,神奈川県と同じく昼間人口の大阪-の流出(昼夜間人口比率9 5.1%)も原因で

ある.

大きな都市を2つ抱えているだけあり, -人あたり県民所得は2 9 3万円と全国平均2

84万円よりも高いが,実質経済成長率が-o.8%とマイナス成長であることが金融･財

政分野の評価点の低さの原因である.

兵庫県は産業分野の評価点が他の分野と比べて非常に高い.この高さは,線香や真珠製

晶,しょう油,刃物等地域に根ざす工業が多く存在することに依る.また,観光施設数が

全国3位と多く,社会･文化分野も高く出ている.この2分野の高い評価点からは兵庫県

の地域性･文化性の高さが分かる.しかし観光施設数の多さに比べて宿泊所数が多くない

ため,北海道や長崎胤 長野県といった観光型プランド地域と比較して社会･文化分野の

評価点が伸び悩んでいる.

宿泊所などを充実させ消費者の訪閏意向を高めるとともに,地域性･文化性を活かし昼

間の人口流出を食い止めることが兵庫県の最も有効な地域ブランディング手法であろう.
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(*)中核市

●人口3 0万人以上

○人口5 0万未満の市は1 00km2以上

以上の要件を満たす政令指定都市以外の規模や能力などが比較的大きな都市の事務権限を

強化し,できる限り住民の身近なところで行政を行なうことができるようにした都市制度

が中核市制度である.



【長野県】

図3-32長野県のプランドカの構造評価

長野県は,社会･文化分野の高さと金融･財政分野の低さを持った観光型プランド地域

である.レ-ダ-グラフの形状は北海道と良く似ている.北海道と長野県を比較すると,

運輸･通信･マスコミ分野で長野県が上回る結果となった.長野県は北海道に比べ,居住

や勤務の利便性があり,そこに暮らす価値が評価されているといえる.

社会･文化分野の評価点の高さを分析すると,観光施設数が80 1ケ所(全国2位),宿

泊所の数が6483軒(全国1位)と観光関係の項目における高さが際立っている.ま

た,水道普及率や下水道普及率,教貞1人あたりの生徒数等他の社会･文化分野の項目

も高い水準で備わっており,長野県の社会性の高さが読み取れる.

しかし,社会･文化分野と運輸･通信･マスコミ分野以外の分野はすべて全国平均以

下である.特に国土･人口分野の評価点は低い.長野県は政令指定都市もなく,人口密

度も低いため,この評価点の低さにつながったと考えられる.

社会性の高さをどうやって消費者の訪間意向につなげていくかが長野県の今後の課題で

あろう.
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【福岡県】

図3･33福岡県のプランドカの構造評価

福岡県は,社会･文化分野の評価点の高さと金融･財政分野の低さという特徴を持って

いるが,国土･人口分野も全国平均よりは高く,都市型よりの観光型ブランド地域といえ

Ei!=

北海道や長崎県,長野県といった他の観光型プランド地域との大きな違いは公害･災害･

事故が多いことである.特に犯罪率は3 1 3 5件と大阪に次いで全国2位の多さである,

この分野の高さも都市型の特徴であり,九J)11においては大阪府や東京都のように他県から

人口や情報が集まる地域であるといえる.

治安を良くすることが福岡県に対する九州圏以外の消費者の訪間意向や居住意向を高め

るために早急に必要とされることであろう.

神奈川県と同じく, 2つの政令指定都市を持っているが,福岡県の国土･人口分野の評

価点は高くない.福岡市と北九州市の次の,三番目に人口の多い都市は,久留米市である

が,人口の多さの順位は全国9 0位である. 2つの政令指定都市以外に大きな都市がない

ことがこの分野の評価点を下げている主な原因だろう.

観光サ-ビスや農産物などの地域の個別プランドカを高め, 2つの政令指定都市に集中

している人口や情報を県全体に広げていくことが福岡県に必要とされている.
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3.4プランドカの妥当性の検証

本研究で算出した地域プランドカが,本当に地域のプランドカを測る指標として妥当で

あるかを検証した.

地域プランドの構成主要秦は訪間意向と居住意向である.本研究では訪間意向の要素が

強いデ-タを被説明変数として用いたため,地域プランドカが訪間意向に依存するのは当

然であり,本研究の地域プランドカと訪間意向の関係を示しても,妥当性が示されたとは

いえない.

そこで,地域プランドカと消費者の居住意向を表す指標との閑係を調べることにした.

三大都市圏の消費者の影響を比較的受けにくい九州7県について,居住意向を表す指標

として-｢着工新設住宅数｣を用いて,本研究算出の地域プランドカとの閑係について調べ

てみた.

図3･34九州7県の着工新設住宅数と地域プランドカ

図3-34より,地域プランドカが高い地域ほど,着工新設住宅数が多い傾向が見られた.

例外的に長崎県だけ地域プランドカに比べ,着工新設住宅数が少ない.これは,長崎県の

評価構造分析の項でも述べたように,長崎県は交通の便の意さがあり,居住意向が他県と

比較して低くなるという特徴を持っているためだと考えられる.

次に,居住意向を表す指標として｢住宅地の平均価格｣を用いて,九州7県について地

域プランドカとの関係を調べた.
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図3-35九州7県の住宅地平均価格と地域ブランドカ

図3-35より,ブランドカほど大きな増減はないが,プランドカが高い地域ほど,住宅地

の平均価格が高くなる傾向が見られた.

以上より,本研究で算出した地域プランドカは居住意向との関係が認められ,地域のブ

ランドカを測る指標として妥当であると判明した.
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4.結論および今後の展開

4.1.結論

本研究によって何が分かったかを簡単にまとめる.

①地域プランディングの有効性

地域プランディングは消費者の訪間意向や居住意向を高める効果があり,地域活性化手

法として有効であることが本研究により確かめられた.

②ハ-ドパワ-の影響カ

地域プランドカの要因分析により,地域のプランドカは人日や地域経済力等のハ-ドパ

ワ-のみに依存しないことが分かった.

特に地域経済力は,消費者の訪間意向に負の影響力を及ぼすことが分かった.同時に,

所得の低い地域は,地域特有の文化性を保持していることが多く,非日常が味わえるため,

訪間の対象になり易いといえる.

③観光業の有効性

観光開発は地域資源の活用にもつながり,地域のプランディング手法の-つとなり得る

ことが分かった.しかし,観光施設数や宿泊所数の多さが地域プランドカの高さに直接的

につながるわけではなく,地域性や文化性と密接に関わった施設をつくることが必要とさ

れる.

④負の項目の影響力

既存地域プランディング手法は観光開発や地場産晶アピ-ルなど正の項目を伸ばす施策

のみに目を向けており,既存のプランドカ評価手法は,各項目の係数がすペて正の値の一

次式で算出されていた.

しかし,本研究により,犯罪率や企業倒産件数など負のイメ-ジを持つ項目は,イメ-

ジ管理を概念モデルとする地域プランドには,負の影響力を及ぼすことが分かった.

ここから負の項目を減らす施兼も地域プランデイング手法となり得ることが分かった.
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⑤地域資源の溝択と集中の重要性

人口と人口密度のプランドカに対する影響度分析により,地域資源の嘩択と集中が肝要

であるという既存ブランディング理論の妥当性が確かめられた.

⑥プランド地域の類似点

地域プランドカを算出し,ランキング上位地域の分析を行うことによって,プランドカ

の強い地域は,大きく都市型,観光型,中間型(観光都市型)の3種に分かれることが分

かった.

4.2.今後の展開

本研究の発展性について,考察の中で述べたことをまとめた.

①評価手法の市町村-の適用

発展として,本研究の地域ブランドカ評価手法を市町村にも適用する事が考えられる.

本研究のように都道府県単位では,地域住民の生活行動範囲よりも広すぎるため,同-の

県内でも大きな格差が見られ､その格差を平均化せざるを得ないために本来の地域格差を

過小評価してしまうキいうデメリットがあった･市町村レべルでの評価を行うことにより,

このデメリットは解消されると考える.

本研究では公表デ-タの入手が市町村に比べてはるかに容易であることから都道府県レ

べルでの地域プランデイングを考察した.

②居住意向を表す指標の導入

本研究で用いた3種類の被鋭明変数に,居住意向を表す指標を加える事が考えられる.

本研究で用いた3つの地域プランドカ指標は消費者の訪間意向の要素が強く,地域プラン

ドカが主に居住意向と訪間意向から成立していることを考えると偏った被説明変数だとい

える.居住意向を表す指標を入れることにより,より適切なブランドカ評価が可能になる

と考えられる.

本研究では,都道府県に対する居住意向を示す適当な指標がなかったため,前述の3種

類の被説明変数のみでの評価を行った.
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③年齢や性別の考慮

説明変数に調査対象の年齢や性別をダミ-変数として組み込むことが考えられる.どの

地域をブランドカが強い地域であると考えるかは,年齢や性別が大きく関わってくる.特

に市町村レべルでのプランドカ評価を行う際には,年齢や性別の項目はより大きな影響力

を持つだろう.

本研究は都道府県を対象としているため,年齢や性別の影響力は他の項目よりも比較的

小さいと考え,説明変数には組み込まなかった.

④説明変数項目の絞込み

発展として,説明変数項目の絞込みが考えられる.本研究では説明変数項目を3 5項目

用いて分析を行った.本研究の要因分析により説明力が弱く,また資料価値も低いと分か

った項目に関しては削除し,説明変数を少なくすることが考えられる.

できるだけ少ない説明変数で被説明変数を表す回帰式を用いた方が,現実で応用すると

きに,調べる変数が少なくてすむため利用しやすくなり,また押さえなければいけないポ

イントも少なくなるためアクションもとりやすくなると考えられる.

本研究において,平均標準化t値が0.5以下だった項目に関しては削除しても構わないだ

ろう.

102



付章



<謝辞>

最後に,修士論文の執筆にあたり,御協九御助言を頂いた方々に厚く串礼申し上げま

す.

また,御指導,御協力を頂きました,指導教官である演野保樹教授をはじめ,適切な助

言と有益な情報を提供してくださった,武邑光裕助教授-の感謝の意を表します.

筆者の所属するメディア環境学研究室の博士課程の方, oBの皆様とは公私ともにお世話

になり,ありがとうございました.修士2年の皆様とは,お互いが違う分野で学んできた

こともあり,学部時代とは違う知識と考え方を学ぶことができ,大変刺激を受けました.

ここに感謝いたします.さらに,修士1年の皆様とは,短い間でしたが,ともに楽しい研

究生括を送ることができました.ありがとうございました.

ここに,もう-度皆様に感謝の意を申し上げ,謝辞とさせていただきます.

2005年1月28日

川畑泰史

104



<デ-タ>

説明変数65項目の各都道府県の具体的な数値は以下のようである.

都道府県
人口(千

人口性比

(女性

100人に 外国人人 世帯数
人口密度

(1km2に

つき人)

昼夜間人

人口集中

地区(各

県の総人

口に占め

る割合)

人) 対する男

性の割

合)

口(千人) (千) 口比率

北海道 5679.074 9ー.5633 13.305 2464.894 72.42107 ー00 72.6581

青森 1473.954 90.77569 3.379 543.009 153.4327 100'.1 45.08487

岩手 1413.378 92.60974 4.464 482.542 92.50758 99.7 29.4567ー

宮城 2370.508 95.76932 1ー.165 839.484 325.3886 ー00.1 57.24084

秋田 1183.867 90.26135 3.458 406.347 101.950ー 99.9 33.4744

山形 ー240.714 93.39349 5.589 382.927 133.0754 99.9 41.40861

福島 2125.114 95.26447 9.726 704.171 154.ー889 99.8 37.61765

茨城 299ー.732 99.3ー154 34.399 1017.583 490.8003 96.9 35.76162

栃木 2010.179 98.69574 22.997 684.669 313.6846 99.4 41.15323

群馬 2030.663 97.34277 32.039 703.01 319.1281 99.9 39.59978

埼玉 6977.705 ー01.7622 68.399 2576.437 1837.568 86.4 78.20ー86

千衰 5968.08 100.7748 61.175 2277.249 1157.401 87.6 70.82817

兼京 12138.5 99.33045 226.6ー8 5597.805 5550.ー69 ー22 97.98623

神棄川 8570.ー71 102.8245 ー03.699 3486.305 3548.ー08 90.1 93.62371

新潟 2472.512 94.31373 ー0.387 796.825 196.5058 ー00 46.36623

音山 1120.838 93.04956 7.764 361.145 263.8992 99.7 38.29635.

石川 1182.092 93.92609 6.629 408,676 282.4377 100.3 48.93288

福井
.829.68

94.20939 10.528 256.913 198.0729 100.3 40.60865

山梨 889.894 96.70817 12.557 3ー3.041 199.2879 99.2 34.7471

長野 2223.262 95.42686 37.368 761.702 163.653 100 34.43233

岐阜 2ー11.372 94.17308 30.ー4 687.089 ー99.2202 96.1 40.07781

静岡 378ー.00ー 97.22626 58.628 1314.562 486.018 99.9 58.05837

愛知 7087.338 100.2071 1ー7.746 2559.77 1374.405 101.6 74.8ー52
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都道府県
人口(千

人口性比

(女性

100人に 外国人人 世帯数
人口密度■

(1km2に

つき人)

昼夜間人

人口集中

地区(各

県の総人

口に占め

る割合)

人) 対する男

性の割

合)

口(千人) (千) ロ比率

三重 ー861.493 94.40673 26.055 657.473 322.2561 97.6 40.4336

滋賀 1353.156 97.68156 ー9.944 445.556 336.8272 96.1 42.2058

京都 2645.844 93.34577 44.7ー3 1024.463 573.5712 100.5 8ー.48579

大阪 8817.777 95.35291 168.453 3574.895 4657.654 ー05.9 95.67123

兵庫 5570.873 92.7503 82.26 2137.659 663.7982 9?.1 74.26553

奈良 1442.225 91.73374 8.367 515.811 390.7315 87.6 ･62.93819

和歌山 1066.406 89.88846 4.946 404.897 225.6667 97.8 39.794ーー

鳥取 613.165 91.80707 3.331 212.529 174.8308 100.2 32.10004

島根 760.705 91.56365: 4.982 263.808 1ー3.418 99.9 24.82577

岡山 1952.735 92.23901 13.033 717.452 274.5617 99.9 42.31383

広島 2879.307 93.59627. 23.437 1140.136 339.6587 100.3 62.78004

山口 1523.932 89.69832 12.479 611.689 249.385 99.4 47.46152

徳島 822.193 90.51959 3.15ー 300.064 198.3453 99.8 3ー.59052

香川 1022.458 92.5609ー
･5.282

382.602 545.0435. ー00.2 32.7567

愛嬢 1490.836 89.2642 4.943 593.489 ■262.6357 100.1 49.80939

高知 812.765 89.19419 2.649 338.237 114.3982 99.9 42.ー1873

福岡 5032.198 90.79894 31.398 1972.564 1011.991 ■100.2 69.1705

佐賀 876.178 89.55988 2.759 289.372 359.2027 99.6 27.89767

長崎 1513.463 88.57519 5.055 582.875 389.7867 99.8 46.77305

熊本 1860.482
･89.46077 ･4.74

678.399 251.287ー 99,6 42.33364

大分 ー220.588 89,18507 5.ー91 471.746 192,5767 ー00 43.99045

宮崎 1168.648 89.25106 2.63 466.257 151.0929 ー00 43.70384

鹿塀島 1783.085 88.33608 3■.888 748.869 194.09 99.9. 38.56602

沖縄 1328.6ー2 96..55332 6.898 480.792 584.88.7ー ー00 64:67191
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都道府県

人口(15

歳-64歳)

の割合

将来人口

(2030年

における

高齢者の

占める割

合)

出生率

(2001

年)

死亡率

(2001

年)

総面積

(km2)

可住地面

積割合

(2001

年)

労働カ人

口比率

(%)

北海道 67.4 33.6 8.160254 7.70173 78417.43 26.47717 59

青森 65.1 33.2 8.762067 9.028552 9606.52 31.79705 61.6

岩手 63.2 32.3 8.708304 9.254081 15278.51 23.0457 63.5

宮城 67.5 28.4 9.220432 7.333616 7285.16 40.05362 60.3

秋田 62.3 36.2 7.519492 10.06102 11612.22 24.9048 59.9

山形 62 32.7. 8.831579 9.766802 9323.39 28.49822 62.9

福島 63.5 31.1 9.460047 8.989598 13782,54 28.95453 62.1

茨城 67.9 30.9 9.423064 7.797092 6095.62 61.45609 62.2

.栃木
67.3 29.9 9.517363 7.896326 6408.28 42.8182 6乱8

群馬 66.4 白o.8 9.517259 8.074537 6363.16 33.87279 63.3

埼玉 71.9 28.9 9.468519 6.000724 3797.25 62.00066 62.7

千菓 71.1 30.4 9.228204 6.400203 5156.45 64.62295 61.5

束京 71.6 26 8.262508 7.101158 2187.05 60.68037 61.1

神奈川 71.6 27 9.666549 6.12875 2415.42 57,72992 61.2

新潟
.63.6

32.1■ 8.651909 9.044273 12582.39 33.06335 62.5

官山 64.7 32.4 8.979335 8.787062 4247.22 40.22961 64.3

石川 66 31 9.652766 8.033191 4185.32 31.55171 63.7

==tI 63.6 31.2 9.716728 8.363858 4188.76 23.469 64.9

山梨 64.7 30.7 9.265678 8.683808 4465.37 19.24118 63.4

長野 63.2 30.6 9.55581 8.854629 13585.22 23.02223 65.9

岐阜 66.1 31 9.41999 7.93945.2 10698.18 18.09018 ､63.6

静岡 67 31.7 9.4664 7.768404 7779.55 32,24145 65.4

愛知 69.6 27.1 10.48106 6,667288 5156.66 53.7247 64.7
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都道府県

人口(15

歳-64歳)

の割合

将来人口

(2030年

における

高齢者の

占める割

合)

出生率

(2001

年)

死亡率

(2001

年)

総面横

(km2)

可住地面

積割合

(2001

年)

労働力人

口比率ー

(%)

三重 65.6 31 9.316076 8.20218 5776.44 31.86513 61.5

滋賀 67.4 25.1 10.51463 7.044261 4017.36 29.79419 61.9

京都 68.3 29.1 8.982314 7.699731 4612.93 23.48833 58.9

大阪 70.2 28.2 9.943577 7.134813 1893.18 65.1676 59

兵庫 67.7 28.3 9.580434 7.673893 8392.42 30.56878 58.2

奈良 68.1 31 8.903766 7.274756 3691.09 20.99813 56i2

和歌山 63.7 33.4 8.807729 9.704995 4725.58 20.85204 57.7

鳥取 62.5 31.3 9.172131 9.544262 3507.19 24.46688 63.8

島根 60.3 33 8.783069 10.14021 6707,09 17.56485 61.9

岡山 64.5 30.2. 9.68866 8.758763 7112.19 28.71352 60.2

広島 66.3 30.8 9.568627 8.204482 8477.06 25.277.28 60.9

山■口 63.4 3.4.3 8.598279 9.904037 6110.76 27.25618. 59.2

徳島 63.6 32.5 8.593407 9.742369 414■5.26 21.52772 58.1

香川 64.3 31.8 9.313668 9.015733 1875.92 49.69508 61.4

愛■媛 63.7 33.2 8.753028 9.411171 5676.44 28.19866 58.7

高知 62.4 33.7 8.316049 10.25679 7104.7 14..6724 59.3

福岡 67.6 28.1 9.395121 7.726055 4972.57 52.19011 57.9

佐賀 63 31.2 9.806415 8.95189 2439.23 52.385.79 61.6

長崎 63.1 34.3 9.143899 8.905836 4092.8 38.87217 58

由本 63 31.7 9.137931 8.629849 7403.81 35.58573 59.1

大分 63.2 33.9 8.968786 9.097942 6338.19 26.42695 58.7+

官崎 63.1 33.2 9.439966 8｣7753 7734.63 21.84061 6`0.8

鹿児島 61.6 31.5 8.961776 9.806071 9186.9 34.35032 57.9

沖縄 65.8 25.2 12.98714 6.151286 2271.57 60.49987 58.7
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都道府県

第1次産

業の人口

比率(%)

第3次産

業の人口

比率(%)

転職率

(%)

-人あた

り使用電

力量

(kWh)

都市ガス

供給区域

内普及率

情報サ-

ビス産業

の事業所

数(2002

年)

百貨店数

北海道 0.080681 0.696151 4.7 5123 66.5 263 26

青森 0.143054 0.6011 3.6 5456 40.8 51 8

岩手 0.142077 0.562842 3.7 5710 59.9 51 10

官城 0.065674 0.664623 4.7 5967 74.2 147 6

郵田 0.109029 0.58092 3.6 5959 86 35 4

山形 0.110592 0.542056 3.8 5957 62.5 30 4

碍島 0.096591 0.554924 3.8 6424. 61.6 55 10

茨城 0.081154 0.580818 4 8212 55.2 115 6

栃木 0.072745 0.56547 4.1 8449 47 69 9

群馬 0.069498 0.564672 4.1 8210 51.5 103 3

埼玉 0.02451 0.66436 4.6 5484 55.6 121 19

千菓 0.040041 0.708761 4.8 6008 81.3 150 15

東京 0.004513 0.764332 5.1 6656 103.9 2519 48

神奈川 0.010536 0.707375 4.9 6070 75.8 498 22

新潟 0.072958 0.581285 乱8 6504 102.8 129 5

富山 0.040201 0.574539 3.9 9457l 74.8 46 3

石川 0.039344 0.632787 4.4 6892 57.1 83 3

福井 0.047836 0.578588 3.6 8780 66.2 31 1

山梨 0.087719 0.570175 3.7 6909 51.6 21 2

長野 0.112876 0.535117 4 7041 56.2 133 6

岐阜 0.03758 0.574702 4.2 7090 52.1 78 8

静岡 0.053892 0.568862 4.7 8049 61.9 169 7

愛知 0.029766 0.598853 4.8 8258 85.3 438 20
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都道府県

第1.次産

業の人口

比率(%)

第3次産

業の人口

比率(%)

転職率

(%)

-人あた

り使用電

力量

(kWも)

都市ガス

供給区域

内普及率

情報サ-

ビス産業

の事業所

数(2002

年)

百貨店準

三重 0.052859 0.586839 4.3 8333 74 31 8

滋賀 0.036254 0.570997 4.6 9464 82.8 33 4

京都 0.028067 0.678428 4.2 6138 101.6 81 7

大阪 0.005416 0.688085 4.5 6859 106.6 736 25

兵庫 0.025088 0.665621 4.3 6976 97.1 128 12

奈良 0.032609 0.670807 3.6 5270 69.5
.4

4

和歌山 0.106855 0.627016 3.1 5985- 47.8 21 1

鳥取 0.116352 0.584906 4.2 5831 54.7 21 3

島根 0.105398 0.604113 3.9 6006 47.9 31 2

岡山 0.065401 0.60865 4.4 7922 55.2 91 7

広島 0.046709 0.653928 4.3 6546 75.3 200 11

山口 0.072678 0.628533 4.1 7448 62.7 46 3

徳島 0.103896 0.602597 3.4 6910 63.5 30 1

香川 0.07451 0.633333 3.9 7016 72.8 52 4

愛媛 0.100282 0.608757 3.9 6122 58.6 89 4

高知 0.130102 0.645408 3.4 5329. 57.7 23 2

福岡 0.037908 0.715033 4.6 5840 83.7 306 19

佐賀 0.116009 0.607889 4.2 6150 51.4 28 3

長崎 0.095851 0.666667 4.2 4672 80.4 47 6

熊本 0.121591 0.630682 3.9 5392 66.5 44 3

大分 0.096718 0.633851 3.8 6439 56.1 40 9

宮崎 0.130742 0.614841 4.7 5597 65.1 86 5

鹿児島 0.119855 0.636804 4.2 5066 64.8 51 2

如縄 0.061818 0.749091 5.1 5026 40.8 50 4
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都道府県

コンビビ

エン′スス

トアの数

商店数(卸

地域に根

ざす(シエ

新規工場

の立地件 企業倒産
1人あた

り県民所

得(千円)

県内総生

売+小売) ア1位)工

業の有無

数(2001

年)

件数 産(億円)

北海道 2344 71980 0 59 839 2715 196763.3

青森 581 22866 0 8 141 2483 45232.34

岩手 562 22062 0 15 121 2663 46991.1

宮城 824 35773 0 58 325 2813 86001.81

秋田 426 20346 1 19 201 2576 38311.62

叫形 359 20684 0 37 147 2650 41226.59

福島 740 32036 0 41 292 2810 78484.79

茨城 1089 38782 0 62 235 3024 111132.2

栃木 712 29466 0 31 207 3172 77682.91

群馬 613 29560 0 44 223 3057 78765.1

埼玉 2053 68882 1 38 717 3274 201544.5

千菓 1766 58540 1 21 574 3213 182513.5

束京 5074 193280 0 6 3454 4189 832516.3

神奈川 2749 82979 0 34 836 3263 29466.0.4

新●潟 666 41295 1 44 297 2955 95198.08

富山 346 20882 0 30 125 29.32 43508.03

石)ri 391 20167 1 13■ 182 2994 45562.61

福井 230 14858 1 10 141 2833 31684.88

山梨 340 13990 0 2 120 2861 31807.76

長野 676 33407 0 47 259 2989 81379.79

岐阜 633 33661 1 19 242 2895 72208.36.

藤岡 1072 57063 0 55 393 3100 148125.9

壷知 2306 101414 1 45 1005 3550 325196..4
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都道府県

コンビビ

エンスス

トアの数

商店数(卸

地域に根

ざす(シエ

新規工場

の立地件 企業倒産
1人あた

り県民所

得(千円)

県内総生

売+小売) ア1位)工

業の有無

数(2001

年)

件数 産(億円)

三重 412 27567 0 36 216 2826 62468.85

滋賀 387 17326 0 15 133 3226 56495.93

京都 801 42480 1 17 515 2952 92910.49

大阪 2609 142380 0 24 2621 3312 396696.5

兵庫 1095 74205 1 46 815 2929 195327.7

奈良 262 16175 0 3 180 2786 36916.96

和歌山 181 18783 0 3 150 2492 31992

鳥取 134 9380 0 4 79 2598 21128.63

島根 138 13993 0 6 54 2464_ 24106.85

岡山 444 29090 0 12 226 2742 71627.78

広島 693 45102 0 21 402 2960 108170.2

山口 385. 25682 0 11 216 2832 55155.89

徳島 143 15131 0 11 95 2724 26383.97

香川 273 17829 0 11 131 2804 36538.63

愛媛 314 25493 1 13 191 2432 47494.95

高知 163 15278 0 3 116 2402 23715.97

福岡 1768 76217 0 55■ 757 2750 173029.9

佐賀 302 14329 0 7 144 2668 28603.45

長崎 423 25621 0 10 214 2369 44155.08

熊本 631 27769 0 35 212 2533 56479.86

大分 292 20160 0 19 171 2670 42508.ゑ1

宮崎 324 18546 0 1I 143 2333 33518.98

鹿児島 487 28661 0 14 184 2333 51937.89

沖縄 425 21564 0 5 123■ 2170 34340.18
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:都道府県

実質経済

成長率

(%)

1人あた

り行政投

資額(千

円)

財政力指

数

国税収納

済額の推

移(1990

-2000年

平均伸び

率(%))(単

位億円)

旅客輸送

(自動車)

(百万人)

加入電話

数(百人あ

たり件)

全メデイ

アの選択

可能情報

量(-人あ

たり1億

ワ-ド)

北海道 0.7 577.1 0.3579 0.134427 2592.064 40.57645 3.7

青森 2 471.5 0.2646 1.089528 552.652 38.4247 3.01

岩手 1.8 540.1 0.27467 2.24335 529.912 37.37908 3.21

宮城 0.2 360.9 0.48363 2.193826 960.546 38.27613 3.73

郵田 0.6 517.1 0.24792 1.122312 427.802 36.46932 2.68

山形 1.4 536.7 0.28763 0.594797 444.432 32.98662 3.07

福島 2.1 429.4 0.41581 0.361387 855.639 36.02992 2.67

茨城 1.6 314.1 0.53674 -0.48898 1257.54 36.87162 4.19

栃木 -1.3 327.7 0.50992 -0.41217 841.724 37.1386 4.05

群馬 2.1 324.2 0.51392 -1.9162 850.315 38.37046 3.79

埼玉 1.1 233.4 0.65299 -2.47008 2312.799 37.52505 5..5

千菓 0.6 202.7 0.64418 -1.30656 2083.572 39.30243 5.26

東京 0 289.9 1.04598 -2.31537 3441.309 54.9815 6.37

神奈川 0.1 201.1 P.78798 一1.24231 2991.647 42.65878 5.8

新潟 -0.5 514.3 0.40245 0 911.679 36.15507 3.83

官山 -0.6 516.4 0.36951 -1.28725 464.222 34.91427 4.16

石川 2.7 526 0.4015 1.23962 508.587 37.84003 3.8

福井 -1.3 494.1 0.35081 -2.08046 338.■184 35.33978 5.17.

山梨 0.3 517.2 0.32537 -0.96071 339.152 41.2061 6.84

早野 2.7 473.1 0.43983 4.106145 904.07 39.99832 5.38

岐阜 -0.2 408 0.4565 -1.81643 911.833 36.44333 4.49

静岡 -0.5 337.9 0.67709 -1.7918 1554.915 39.36114 3.93

愛知 2 271.7 0.88367 -0.48238 2945.916 40.11314 5.4
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都道府県

実質経済

成長率

(%)

1人あた

り行政投

資額(千

円)

財政力指

数

国税収納

済額の推

移(1990

-2000年

平均伸び

率(%))(単

位億円)

旅客輸送

(自動車)

(百万人)

加入電話

数(百人あ

たり件)

全メデイ

アの選択

可能情報

量(-人あ

たり1億

ワ-ド)

三重 0.1 366 0.48317 -0.31074 749.486 38.34335 6.41

滋賀 2 379.2 0.46545 -1.36642 487.681 35.63007 3.74

京都 0.1 315.2 0.54664
-0.7831 979.965 42.31243 3.99

大阪 0.3 234.8 0.77993 -2.36484. 2248.796 49.17184 5.8

革庫 -0.8 375.5 0.54817 -2.13012 1805.006 34.41275 5.79

奈良 1.7 317 0.34636 -3.66928 518.068 36.81.701 3.72

和歌山 1.3 412.4 0.26107 -1.19493 346.843 42.15851 3.93

鳥取 2 645.5 0.22749 -0.23751 188.87 36.18082 4.55

島根 1.6 796.9 0.21332 2.522932 229.129 37.94115 3.85

岡山 0.6 326.7 0.41986 1.589302 643.935 39.99502 4.63

広島 0.1 343.9 0.47924 -1.3263 965.65 41.13477 4.13

山口 0.4 409.2 0.37779 2.068745 493.03 41.80759 4.73

徳島 0.5 658.2 0.25717 5.418952 288.917 39.31754 4.71

香川 -3.6 392.4 0.3753 -0.53405 335.368 40.79246 4.6

愛媛 -2.8 433.8 0.34736 1.793035 445.958 41.6038 3.79

高知 2.9 673.5 0.20504 0.260788 244.967 43.42348 3.29

福岡 -0.1 292.5 0.53848 0.361347 1959.135 41.0588 4.15

佐賀 1.7 478.1 0.28429 0.971121 308.641 30.7225 4.04.

長崎 -0.6 428.8 0.26251 0.939505 535.909 39.2693 3.56

熊本 0.2 347.5 0.32836 2.044504 694.476 37.008 2.891

大分 0 462.2 0.28688 1.902771 459.953 41.50507 3.87.

宮崎 1.1 461.9 0.26015 0.454587 429.434 40.06138 2.54

鹿児島 1.9 489.1 0.28078 1.763019 654.473 41.53625 2.35

沖縄 1.2 496.3 0.23571 1.577884 539.136 36.69714 2.07
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都道府県

全メデイ

アの消費

情報量(1
テレビ受信

件数(1000

世帯あたり)

日刊新聞

普及度(1

書籍ひと

りあたり 水道普及 下水道普
小学校数

人あたり

108ワ-.

ド)

世帯あた

り部数)

購入額

(円)

率(%) 及率(%)

北海道 1.64 676.72972 0.94 11892 96.48699 83.7 1496

青森 1.54 867.33585 1 12116 96.82969 42 440

岩手 1.47 917.48247 1.02 11021 89.71227 38.1 471

軍城 1.42 854.13372 1 13708 98.17422 66.6 469

秋田 1.48 950.47862 1,18 10257 87.85983 40.1 311

叫形 1.42 967.94454 1.23 1125.9 96.80398 53.6 370

福島 1.5 878.96682 1.21 10261 90.51163 34.8 588

茨城 1.37 830.7135 1.2 11540 87.38309 44.5 590

栃木 1.42 878.63809 1.22 10507 91.94367 48.7 435

群馬 2.34 888.81598 1.27 14232 99.26807 38.9 354

埼玉 1.56 772.08365 1.1 10761 99.57823 68.5 838

千菓 1.73 749.44762 1.12 11142 92.61665 58 868

東京 1.95 671.45302 1.17 23929 99.98876 97.3 1411

神奈川 1.6 747.63549 1.07 12873 99.78829 92.3 906

新潟 1.48 977.04812 1.1 12427 97.99047 47.2 619

宵山 1.58 960.37789 1.25 14281 92.1635 63.1 237

石川 2.34 893.91707 1.22 16409 97.75231 60.1 266

福井 1.68 937.73384 1.24 13201 95.06738 56.9 226

山梨 1.59 888.05049 1.16 10715 97.41774 43.5 221■

長野 1.52 944.72598 1.23 11712 98.6532■3 59.9 413

岐阜 1.6 910.18852 1.21 11950 94.86114 50.8 408

静岡 1.5 888.42236 1.15 11309 98.28761 i5.4 552

愛知 1.42 829..94314 1.19 14359 99.71776 57.3 990
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都道府県

全メデイ

アの消費

情報量(1
テレビ受信

件数(IOOO

世帯あたり)

日刊新聞

普及度(1

書籍ひと

りあたり 水道普及 下水道普
小学校数

人あたり

108ワ-

ド)

世帯あた

り部数)

購入額

(円)

率(%) 及率(%)

三重 1.38 841.68074 1.2 11600 98.79745 28.8 454

滋賀. 1.51 827.43849 1.21 7944 99.11533 69.5 237

京都 1.71 760.30566 1.16 17990 99.19929 82.3 459

大阪 1.59 689.36825 1.21 16545 99.91098 84.4 1056

兵庫 1.45 707.40015 1.15 11907 99.63676 83.4 860

奈良 2.03 750.50202 1.42 7792 98.22864 60.6 263

和歌山 1.45 830.70336 1.16 8633 96.05623 10.9. 343

鳥取 1.41 922.50763 1.28 15385 96.44508 46.7 180

島根 1.66 957.57763 1.22. 10235 94.13253 27.2 287

岡山 1.84 832.80238 1.13 1388(; 97.44246 41.2 452

広島 1.5 872.70387 1.07 13393 91.57449 58.9 648

山口 1.4 874.94365 1.13 11649 91.20458 ■48.1 373

徳島 2.03 782.01228 1.11 12976 92.7121 10.5 282

香川 1.5 840.81171 1.19 12645 98.55956 30.6 217

愛媛 1.56 806.90138 0..99 11767 91.9759 36.7 377

高知 1.51 725.59885 0.87 10765 89.96685 23.8 327

福岡 1.36 761.74595 1.04 14501 91.04738 65.4 789

佐賀 1.36 861.66417 1.09 8647 93.06809 28.2 203

草崎 1.44 812.07401 0.91 10527 97.84639 44.4 430

熊本 1.3 白25.28391 0.87 8923 83.20993 49.6 519

大■分 1.62 772.90551 0.97 12978 88.56464 35.7 390

宮崎 1.32 763.51767 0.85 11134 96.06941 38.6 28?

鹿児島 ー1.48 808.01615 0.78 10185 95.97549 33.8 610

沖縄 1.44 695.03442 0.96 8869 99.92214 57 284
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都道府県 中学校数
高等学校

数

短期大学

数
大学数

大学在学

者数(人)

教員1人

あたり児

童.生徒数

(人)(小

学校)

教貞1人

あたり児

童.生徒数

(人)(中

学校)

北海道 747 335 26 33 93160 15.476 13.16748

青森 189 91 7 9 16419 14.67699 13.61231

岩手 213 98 6 5 13402 13.96967 12.82541

宮城 233 112 7 13 54331 16.96177 14.8115

秋田 136 65 8 3 8426 14.09832 13.51611

山形 135 69 5 4 12280 14.70886 14.36704

福島 248 114 5 7 17633 16.2207 14.3184

茨城 243 133 9 9 36293 17.47016■ 15.84389

栃木 184 84 8 9 22269 16.71589 15.67643

群馬 185 87 12 11 21422 17.86934 14.89869

埼玉 442 212 17 22 126627 21.50303 17.42093

千葉 410 205 16 26 120508 19.43582 16.55177

東京 839 456 69 116 678361 19.36583 16.72264

神奈川 481 264 29 24 197211 20.93909 16.93947

新潟 254 126 9 15 26850 15.75628 14.79655

富山 86 61 5 6 11587 16.59788 15.15109

石川 112 66 7 10 28723 16.31375 15.0988

福井 87 39 2 5 10724 15.92363 14.32345

山壷 107 48 6 8 16426 16.10244 13.90821

長野 199 107 12 6 14814 17.48647 14.27599

岐阜 206 93 11 11 21875 17.45738 14.7154

静岡 293 148 8 11 34412 19.39114 17

愛知 435 231 35 47 180356 20.2539 17.15.89
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都道府県 中学校数
高等学校

数

短期大学

数
大学数

大学在学

者数(人)

教員1人

あたり児

童.生徒数

(人)(小

学校)

教員1人

あたり児

童.生徒数

(人)(中

学校)

三重 191 78 5 7 16837 15.54815 14.30495

駄賀 103 58 5 5 30953 17.62464 15.39703

京都 204 105 20 28 154363 17.08284 14_98025

大阪 531 286 44 43 229020 20.14574 16.31606

兵庫 405 230 24 36 119677 18.64076 15.79671

奈良 119 64 8 9 25407 16.79432 14.93595

和歌山 152 54 3 3 8406 14.2579 12.66643

鳥取 62 36 1 2 7152 13.48028 13.64574

島根 114 51 2 3 7424 12.00601 11.82112

岡山 181 106 12 15 42045 16.14341 14.69702

広島 285 141 14 21 59448 16.86876 15.06388

山口 199 92 8 9 20077 15.94004 12.85■014

徳島 98 52 4 4 14744 13.71228 12.14434

香川 91 45 6 4 11224 15.37664 13.42428

愛媛 157 74 6 4 17292 15.43902 13.9517

高知 144 50 3 4 8961 11.54193 9.518797

福岡 378 187 25 32 1284.15 19.26296 16.47328

佐賀 100 46 3 3 8672 16.78201 13.94269

長崎 216 88 8 9 17857 15.67824 13.76214

熊本 203 85 6 9 30095 15.70824 14.68184

大■分 155 71 5 6 14057 14.23355 13.18854

宮崎 151 58 3 8 11030 16.77902 13.48153

鹿児畠 285 105 5 6 20284 13.84564 12.77649

沖縄 172 66 2 6 18529 19.214 14.64231
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都道府県

教貞1人

あたり児

童.生徒数

(人)(高

等学校)

観光レク

リエ-シ

ヨン施設

数

温泉地数 映画館数 ホテル数 旅館数
簡易宿所

数

北海道 13.79471 1021 245 112 530 3571 1106

青森 13.29591 211 159 32 109 1188 307

岩手 12.9912 264 88 33 137 1114 368

宮城 15.096 258 47 23 189 940 462

秋田 13.1637 255 115 20 74 780 234

山形 13.87256 211 99 27 110 1120 226.

福島 14.51771 371 135 34 209 2107 692

茨城 14.91992 266 48 45 206 1376 131

栃木 15.65482 301 70 23 146 1849 221

群馬 14.98804 308 88 33 164 1571 777

埼玉 16.30643 234 14 51 341 638 184

千菓 16.09816 390 85 83 170 1809 1379

束京 17.10758 404 20 226 694 1469 1060

神奈川 15.75028 306 35 84 296 1836 666

新潟 14.56529 540 141 28 267 3358 89

富山 13.06968 170 73 26 71 588 269

石川 13.27215 205 69 14 130 1009 381

福空 14.02393 197 44 16 70 1360 355

山梨 14.03258 266 50 13 97 1680 ･1847

長野 14.00282 801 217 48 504 3472 3788

岐阜 14.93274 448 60 26 160 1627 409

静岡 15.28878. 426 106 56 321 4748 1414

愛知 16.4026 271 32 112 260 1679 100
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都道府県

教員1人

あたり児

童.生徒数

(人)(高

等学校)

観光レク

リエ-シ

ヨン施設

数

温泉地数 映画館数 ホテル数 旅館数
簡易宿所

数

三重 14.26686 251 39 41 58 2151 213

滋賀 14.44262 244 20 14 109 682 168

京都 15.08993 202 34 30 152 1027 683

大阪 15.86367 177 23 119 253 1205 261

兵庫 15.23814 555 69 80 356 1900 763

奈良 14.71303 127 35 13 14 535 268

和歌山 13.75159 164 44 20 73 1309 600

鳥取 12.7503 126 16 14 48 ′507 335

島根 12.30925 202 49 8 55 633 478

岡山 14.58686 262 41 25 133 982 226

広島 13.86609 302 61 55 135 918 561

__些口

13.48692 236 67 27 73 1190 90

徳島 12.54145 99 21 14 32 907 102

香川 13.02999 161 31 11 124 561 302

愛媛 13.81305 218 28 29 147 6&6 547

高知 11.07304 136 38 15 84 575 246

福.岡 17.10764 260 33 158 288 1143 249

佐賀 13.79337 104 23 6 43 455 60

長崎 13.9359 222 38 42 60 882 ･442

熊本 15.13618 255 62 36 89 1490 227

大分 13.18797 212 63 26 130 1532 177

宮崎 14.66701 134 35 26 113 537 316

鹿児島 13.12396 278 84 26 169 1363 543

沖縄 14.2426 136 4 27 247 782 644
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都道府県
生活保諌

高齢者介

護保険施 医療施設

国民医療

費(-人
犯罪率

人口10

万あたり 労働災音

率(%) 設在所者

数

数 当たり

千円)

公音苦情

件数 .壷

北海道 18.48898 37585 3965 306.3085 1634.6 29.27999 4.35

青森 12.19263 9747 1089 265.9547 1156.8 72.98093 1.3

岩羊 5.290994 9612 988 258.044 1070.1 43.21485 2.51

宮城 5.139262 9ー22 1640 220.1939 2104.5 46.25167 2.07

秋田 7.80557 9696 879 278.3059 ー078.5 40.52876 ー.27

山形 3.488334 7797 945 242.0883 1050.ー 65.02447 1.41

福島 5.157656 9ー72 ー520 246.ー578 1650.2 36.06128 0.93

茨城 3.751244 11927 1771 210.961ー 2028.3 92.27391 ー.04

栃木 4.290666 8498 1406 220.2452 1806.9
･80.45622

1,15

群馬 3.27777 9572 1585 223.0523 1602.6 101.3407 1.64

埼玉 4.500717 19289 3892 188.7838 2450.1 124.1711 2.02

千菓 4.5■02483 19243 3746 190.0873 2760 69.94264 1.95

東京 ー1.33789 37394 12328 231.7653 2410.3 60.64273 1.84

神奈川 7.880707 22916 5884 202.4688 2096.7 42.74454 1.63

新潟 3.834824 16660 1865 240.5833 ー343 39.13992 ー.54

富山 1.826291 8607 882 268.8932 1575,6 22.92901 ー.04

石川 3.235457 7854 940 276.4863 1421.6 85.01436 1.52

福井 2.288454 6399 634 260.3094 1406.7 53.68276 ー.4

山製 2.815896 4254 666 230.77ー8 1546.4 8635715 1.77

長野 2.4300糾 11549 ー565 22ー.¢7 1563.6 88.66145 1.4

岐阜 2.161123 9077 ー536 23ー.529 2277.6 86.44494 2.28

静岡 2.979249 14073 2669 220.135ー ー575.ー 61.84648 1.29

愛知 4.071671 22706 4817 222.2959 2683.8 94.07522 ー.48
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都道府県
生活保護

高齢者介

護保険施 医療施設

国民医療

費(-人
犯罪率

人口10万あたり公

率(%) 設在所者

数

数 当たり

千円)

音苦情件数

三重 5.316208 9693 1475 233.3205 2ー08.3 76.5073 1.24

滋賀 4.726578 4946 9ー2 207.4ー04 23ー0 94.87412 0.9

京都 14.25848 ー2563 2662 253.8146 2383 57.29107 2.45

大阪 15.62552 33238 8ー64 256.6419 3711.4 57.96653 2.1

兵庫 9.93663 24703 4827 240.6072 2319.2 64.73204 ー.75

奈良 8.607598 6226 1068 223.0221 2160.8 54.20035 2.54

和歌山 7.807184 6549 1175 269.999 2276.1 44.30271 2.97

鳥取 5.89.9339 4608 578 262.8275 ー217.9 37.66577 1.53

島根 4.4ー2327 5962 818 279.947 ー143 6ー.98268 2.74

岡山 7.86384 13ー49 1798 274.0462 1929.5 52.23423 1.41

広島 8.03ー845 1¢563 2829 279.830ー 2061.3 50.88723 1.98

山口 8.539468 13162 1.487 296.073 1661,3 61.25799 1.25

徳島 11.00341 7874 922 31ー.0199 1359.9 65.52539 1.56

香川 8.650979 6823 879 283.6428 1539.8 76.15677 2.2

愛嬢 8.400018 9838 1359 284.3ー77 1810.2 54.18286 ー.53

高知 15.¢4717 7892 739 338.6488 1592.2 87.47477 3.21

福岡 ー5.88393 32399 4666 294.51ー1 3134.8 90.95442 2.0ー

佐賀 5.892861 669ー■ 760 292.9979 1414.2 59.20238 0.86

長崎 ーー.50988 10728 1576 3ー4.2983 931.4 53.74135 2.01

熊本 7.928065 15529 1686 300.374ー 1453.1 3ー.62406 ー.84

大分 10.3518 8586 1080 295.0613 ー280.1 64.61176 0,88

宮崎 9.304218 8ー54 1015 278.1558 1333.8 74.52947 2.51

鹿児島 11.09006 14288 1糾1 311.1316 1116.3 67.40589 1.99

沖縄 13.51595 9351 762 229.1081 17¢3.2 44.90904 3.43
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次に標準化した説明変数35項目の各都道府県の値を載せる.

都道府県
人口(千

人)

人口密度 人口(15

将来人口

(2030年

における

高齢者の

占める割

合)

労働力人 第1次産 第3次産業

(1km2 歳-64歳) 口比率 の人口比 の人口比率

につき人) の割合 (%) 率(%) (%)

北海道 1.18564 -0.51612 0.653298 1.094548 -0.90093 0.188696 1.348378

青森 ･0.49264 -0.4427 -0.14831 0.928601 0.198906 1.83419 -0.40632

岩手 -0.51681 -0.49791 -0.8105 0.555218 1.00263 1.808411 -1.11261

宮城 -0.13482 -0.28687 0.68815 -1.06277 -0.35101 -0.20721 0.766369

秋田 -0.60841 -0.48936 -1.12418 2.173208 -0.62022 0.936562 -0.77887

山形 -0.58572 -0.46115 -1.22873 0.721166 0.748822 0.977796 -1.49632

福島 -0.23276 -0.44202 -0.70595 0.057376 0.410412 0.608426 -1.26876

茨城 0.113113
-0.13697 0.82756 -0.0256 0.452714 0.201164 -0.78074

栃木 -0.27863 -0.29747 0.618445 -0.44047 1.129534 -0.02067 -1.06407

群馬 -0.27046 -0.29254 0.304773 -0.06709 0.918027
-0.10633 -1.07882

埼玉 1.703928 1.083528 2.221657 -0.85634 0.66422 -1.29319 0.761492

千菓 1.300984 0.467134 1.942838 一0.23303 0.156605 -0.88345 1.68117

東京 3.763618 4.448032 2.1171 -2.05846 -0.0126 -1.82076 2.607061

神奈川 2.3串9487 2.633686 2.1171 -1.64359 0.029701 -1.66183 1.55559

新潟 -0.09411 -0.40367 ･0.67109 0.472245 0.579617 -0.01605 -0.77213

官山 -0.63357 -0.34259 -0.28772 0.596705 1.34104 -0.87923 -0.89666

石川 -0.60912 -0.32579 0.166364 0.015889 1.087233 -0.90183 0.178634

福井 -0.74977 -0.40225 -0.67109 0.098862 1.594848 -0.67781 ･0.8望192

山梨 ･0.72574 -0.40115 -0.28772 -0.10857 0.960329 0.374378 -0.97722

長野 -0.19359 -0.43344 ー0.8105 -0.16006 2.01786 1.03806 ･1.62442

岐阜 -0.23824 -0.40121 0.200216 0.015889 1.044931
･-0.94837 -0.89365

静岡 0.428113 -0.1413 0.513888 0.306297 1.806354 -0.51804 -1.00146

愛知 1.747683 0.663791 1.420051 -1.6021 1.510246 -1.15455 ー0.44781
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都道府県
人口(千

人)

人口密度 人口(15

将来人口,

(2030年

における

高齢者の

占める割

合)

労働力人 第1次産 第3次産業

(1km2 歳-64歳) 口比率 の人口比 の人口比率

につき人) の割合 (%) 率(%) (%)

三重 -0.33797 -0.28971 0.025954 0.015889 0.156605 -0.5453 -0.66959

滋賀 -0.54085 -0.2765 0.653298 -2.43184 0.32581 -0.98337 -0.96205

京都 -0.02493 -0.06196 0.96697 -0.77236 -0.94323 -1.19934 1.021204

大阪 2.438307 3.6392 1.629166 -1.14574 -0.90093 -1.79692 1.199469

兵庫 1.142457 0.019812 0.757855 -1.10426 -1.23934 -1.27793 0.78478

奈良 -0.5.053 -0.22765 0.897265 0.015889 -2.08536 -1.07953 0.880519

和歌山 -0.65529 -0.37724 -0.63624 1.011574 -1A5084 0.879206 0.072102

鳥取 -0.83618 -0.42331 -1.05447 0.140349 1.129534 1.129762 -0.70529

島根 -0.7773 -0.47896 -1.82122 0.845627 0.32581 0.840784 ー0.3607

岡山 -0.30155 -0.33293 -0.35742 -0.$1601 -0.39331 -0.21442 -0.26695

広島 0.068244
-0.27394 0.269921 -0.06709 -0.0972 -0.70754 0.56891

山口 -0.47269 -0.35575 ー0.7408 1.384967 -0.81632 -0.02243 0.100104

徳.島 -0.75276 -0.402 -0.67109 0.638192 -1.28164 0.801149 -0.37868

香川 -0.67283 -0.08781 ･0.42713 0.347784 0.114303 0.02589 0.188721

愛媛 -0.4859 -0.34374 -0.63624 0.928601 -1.02783 0.705816 -0.26497

高知
-0.76652 -0.47808 -1.08932 1.136035 -0.77402 1.492505 0.411631

福岡 0.92747 0.335358 0.723003 -1.18723 -1.36624 -0.93971 1.696947

佐賀 -0.73121 -0.25622 -0.88021 0.098862 0.198906 1.120715 ･0.28101

長崎 -0.47687 -0.24663 -0.84536 1.384967 -1.32394 0.588912 0.804077

熊本 -0.33837 -0.36402 -0.88021 0.306297 -0.85863 1.267967 0.139773

大分 -0.59376 -0.40723 -0.8106 1.219009 -1,02783 0.611792 0.198287

宮崎 -0.61449 ･0.44482 ･0.84536 0.928601 -0.1396 1.50939 -0.16266

鹿児島 -0.36926 -0.40586 -1.36814 0.223323 -1.36624 ･1.222164
0.望5279

沖縄 -0.56064 -0.0517 0.095659 -2.39035 -1.02783 -0.30894 2.325686
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都道府県

-人あた 都市ガス

人口に対

する情報
人口に対

する商店

数

地域に根 新規工場
人口に対

する企業

倒産件数

り使用電 供給区域 サ-ビス ざす(シエ の立地件

力量 内普及率 産業の事 ア1停) 数(2001

(kWh) (TJ) 業所数

(2002年)

業の有無 年)

北海道 -1.26538 -0,05247 0.134328 -1.22464 0 1.975045 0.384407

育森 -0.98335 -1.60193 -0.26685 0.094598 0 -0.90638 -0.86272

岩手 -0.76823 -0.45038 -0.21604 0.141893 0 -0.51089 -1.10342

宮城 -0.55056 0.411772 0.672281 -0,12612 0 1.918546 0.129735

秋田 -0.55734 1.1232 -0.43941 0.85979 1 -0.2849 0.912414

山形 -0.55903 -0.29363 -0.62389 0.585918 0 0.732077 -0.31622

福島 -0.16351 -0.34789 -0.5656 -0.13226 0 0.958071 0.136991

茨城 1.350814 -0.73375 -0.13584 -1.11374 0 2.144541 -1.27251

栃木 1.551589 -1.22813 -0.27629 -0.32436 0 0.393086 -0.68753

群馬 1.34912 -0.95682 0,285486 -0.39774 0 1.127567 ･0.52371

埼玉 -0.95964 -0.70963 -0.85819 -2.59167 1 0.788575 -0.6928

千菓 -0.51584 0.839835 -0.5912 -2.62038 1 -0.1719 ･0,86033

東京 0.032977 2.202402 5.657569 0.29656 0 -1.01938 3.660951

神奈川 -0.46333 0.508237 0.538543 -2.66791 0 0.562581 -0.81763

新潟 -0.09576 2.136082 0.33521 0.588423 1 1.127567 -0.27693

富山 2.405253 0.447946 -0.04621 1.511122 0 0.336687 -0.48282

石川 0.232854 -0.6192 0.953305 0.787059 1 -0.62389 0.633584

福井 1.831876 -0.07055 -0.17219 1.157799 1 ･0.79338 0.916305

山梨 0.247252 -0.9508 ･0.64381 0.184529 0 -1.24537 0.075757

長野 0.359048 -0.67346 0.597249 -0.17668 0 1.297062 -0.36376

岐阜 0.400648 -0.92065 -0.18661 0.260475 1 -0.2849 -0..40873

静岡 1.212763 -0.3298 0.079058 -0.16686 0 1.749051 -0.66443

愛知 1.389773 1.080997 0.665029 -0.50198 1
ー1.184065

0.242314
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都道府県

-人あた 都市ガス

人口に対

する情報
人口に対

する商店

数

地域に根 新規工場
人口に対

する企業

倒産件数

り使用電 供給区域 サ-ビス ざす(シエ の立地件

力量 内普及率 産業の事 ア1位) 数(2001

(kWh) (TJ) 業所数

(2002年)

業の有無 年)

三重 1.453294 0.399714 -0.88175 -0.31612 0 0.675578 -0.37476

滋賀 2.411182 0.930271 -0.61677 -1.22409 0 -0.51089 -0.79979

京都 -0.40574 2.063733 -0.40344 0.303994 1 -0.39789 1.507839

大阪 0.204905 2.365186 1.407873 0.343691 0 -0.0024 3.964892

兵庫 0.303997 1.792426 -0.66511 -1.0字497 1 1.240564 0.349951

秦良 -1.14088 0.128406 -1.35728 -2.01597 0 -1.18887 -0.1647

和歌山 -0.53632 -1.1799 -0.77763 0.969576 0 ･1.18887 0.214944

鳥取 -0.66575 -0.76389 -0.27892 ･0.08866 0 -1.13238 -0.06812

島根 -0.51753 ･1.17387 -0.05612 1.341248 0 -1.01938 -1.45364

岡山 1.105202 -0.73375 0.144296 -0.2.7248 0 -0.68039 -0.38196

広島 -0.06019 0.478091 0.927495 0.092591 0 -0.1719 0.189979

山口 0.703752 -0.28157 -0.41814 0.662997 0 -0.73689 0.240791

徳島 0.248099 -0.23334 -0.2022 1.341035 0 -0.73689 -0.38663

香川 0.337875 0.327365 0.290128 0.934163 0 ー0.73689 -0.0853

愛媛 -0.41929 -0.52876 0.593002 0.749351 1 -0.62389 -0.08545

高知 -1.09091 -0.58302 -0.48278 1.538477 0 -1.18887 0.264358

福岡 -0.65813 0.984532 0.631044 -0.09807 0 1.749061 0.448971

佐賀 -0.39557 -0.96285 -0.35743 OA63614
.0

-0.96288 0.782313

長崎 -1.64735 0.785573 -0.38836 0.702156 0 -0.79338 0.232624

熊本 -1.08755 -0.05247 -0.64204 -0.20778 0 0.61908 ･0.42474

不分 -0.15081 -0.67949 -0.32964 0.492209 0 -0.2849 0.201462

官崎 -0.86393 -0.13687 -0.39691 0,205972 0 -0.73689 ･o.虫2322

鹿児島 -1.31366 -0.15496 -0.47237 0.298063 0
･-0.56739 ー0.68286

沖縄 -1.34758 -1.60193 ･0.16296 0.394067 0 -1.07588 -0.93656
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都道府県

1人あたり
-人あた

り県内総

生産(億

円)

実質経済
1人あた

り行政投

資額(千

円)

1人あた

国税収納

済額の推

移(1990 加入恵話

県民所得 成長率 り財政力 -2000年 数(百人あ

(千円) (%) 指数 平均伸び

率(%))(､

立億円)

たり件)

北海道 -0.34306 -0.09211 0.056021 1.212622
-1.79871 0.024214 0.385036

青森 -0.99782 ･0.6996 1.033988 0.377011 -0.43498 0.551302 -0.1726

岩手 -0.48981 -0.30687 0.883531 0.919842 -0.26151 1.188057 -0.44357

宮城 -0.06647 0.158421 -0.32012 -0.49.816 -0.14815 1.160727 -0,2111

秋田 -0.73535 -0.44281 -0.01921 0.737843 -0.08498 0.569394 -.0.67933

山形 -0.5265 -0.30983 0.582619 0.892938 0.177364 0,278276 -1.58189

福島 -0.07494 0.258479 1.109?16 0.043875 -0.24595 0.149465 -0.79321

茨城 0.529025 0.291376 0.733075 -0.86849 -0.43626 -0.31982 -0.67508

栃木 0.94672 0.52127 -1.44854 -0.76088 0.43306 -0.27743 -0.50589

群馬 0.62216 0.543227 1.109216 -0.78857 0.426165 -1.10746 -0.18665

埼玉 1.234592 -0.97635 0.356934 -1.50707 -1.44095 -1.41312 -0.40674

千菓 1.062433 -0.71589 -0.01921 -1.75 -1.27291 -0.77102 0.05487

東京 3.816966 5.115073 -0.47058 -1.05999 -1.52772 -1.32775 4.118134

神奈川 1.203547 -0.13277 -0.39536 -1.76266 -1.46013 -0.73556 0.924674

新潟 0.33.4288 0.49945.2 ･0.84672 0.715687 -0.63103 -0.04997 -0.76077

宵山 0.269376 0.547759 -0.92195 0.732304 1.322782 -0.76036 -1.08238

石川 0.444357 0.505816 1.560585 0.808269 1.439599 0.634132 -0.32411

福井 -0,01003 0.451382 -1.44854 0.555845 2.413249 -1.19811 -0.97206

山梨 0.068995 0.076089 -0.24489 0.738635 1.743678 -0.58015 0.548209

長野 0.430246 0.208113 1.560685 0.389672 -0.22059 2.216071 ■0.235212

痕阜 0.164952 -0.16075 ･0.62103 -0.12546 -0.00544 -1.0524 -0.68607

静~岡 0.743517 0.602835 -0.84672 -0.68016 -0.44013 J.1.03881
0.07008.6

愛如 2.013537 1.632032 1.038988 -1.204 -1.07705 -0.31618 0.264968
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都道府県

1人あたり
-人あた

り県内総

生産(億

円)

実質経済
1人あた

り行政投

資額(千

円)

1人あた

国税収納

済額の推

移(1990 加入電話

県民所得 成長率 り財政力 -2000年 数(官人あ

(千円) (%) 指数 平均伸び

率(%))(､

立億円)

たり件)

三重 -0.02978 -0.25914 -0.39535 -0.45781 0.502028 -0.22146 -0.19368

滋賀 1.099123 0.997905 1.033988 -0.35336 1.490189 -0.80405 -0.89683

京都 0.325822 -0.02022 -0.39535 -0.85979 -0.1179 -0.48214 0.834917

大阪 1.341838 1.494575 -0.24489 -1.49599 -1.50104 -1.35505 2.612547

兵庫 0.26091
-0.0284 -1.0724 -0.38263 -1.38456 -1.22551 -1.2123

奈良 -0.14267 -1.48066 0.808303 -0.84554 0.274883 -2.07492 ー0.58923

和歌山 -0.97242 -0.80515 0.50739 -0.09065 0.32939
-0.70942 0.79503

鳥取 -0.67326 -0.12107 1.033988 1.75387 1.806676 -0.18105 ･0.7541

島根 -1.05144 -0.串458 0.733075 2.951895 0.746262 1.342349 -0.29791

岡山 -0.26685 0.219923 -0.01921 -0.76879 -0.01948 0.82711 0.234356

広島 0.3484 0.35608 -0.39535 -0.63268 -0.58803 -0.78191 0.529724

山口 -0.01285 0.145108 -0.16966 -0.11597 0.365583 1.091699 0.704089

徳島 -0.31766 -0.48449 -0.09444 1.854365 1.125092 2.940565 0.058786

香川 -0.09187 0.074978 -3.17879 -0,24891 1.760404 ･0.3447 0.441015

愛媛 -1.14176 -0.52006 -2.57697 0.078692 0.191067 0.939543 0.651275

高知 -1.22643 -0.93104 1.711042 1.975433 0.416738 0.093948 1.122849

福岡 -0.24428 -0.13239 -0.6458 -1.03941 ･1.2838 0.143924 0.510038

佐賀 -0.4757 -0.39919 0.808.303 0.429237 1.261828 0.485957 -2.16864

長崎 -l.81956 -0.93173 -0.92195 0.039127 -0.506 0.468509 0.046285

熊本 -0.85671 -0.75025 -0.32012 -0.6042 -0.47039 1.078321 -0.53974

大分 -0.47006 -0.06466 -0.47058 0.303421 0.214918 1.000103 0.625689

宮崎 -1.42116 -1.00738 0.366934 0.301047 0.069449 0.200899 0.251655

鹿児島 -1.42116 -0.93891 0.95876 0.51628 -0.69308 0.922979 0.633769

沖縄 -1.88119 -1.44239 0.432162 0.573253 -0.45964 0.820809 ･0.6203
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都道府.県

全メデイ

アの選択

全メデイ

アの消費 テレビ受 日刊新聞 書籍ひと

水道普及 下水道普可能情報 情報量(1 信件数 普及度(1 りあたり

量(-人あ 人あたり (1000世 世帯あた 亨::;:-.l.-tlS率(%) 及率(%)

たり1億

ワ-ド)

108ワ-

ド)

帯あたり) り部数) (円)

北海道 -0.45376 0.285723 -1.91526 -1.3506 -0.10547 0.289552 1.692718

膏森 -1.08642 -0.15028 0.403532 -0.89006 -0.02508 0.37378 -0.45276

岩手 -0.90304 -0.45549 1.013584 -0.73654 -0.41803 -1.37554 -0.65342

宮城 -0.42626 -0.67349 0.242924 -0.89006 0.546215 0.70424 0.812916

秋田 -1.38899 -0.41189 1.414994 0.491574 -0.69219 -1.83083 -0.55052

山形 -1.0314 -0.67349 1.627474 0.875361
-0.33262 0.367463 0.144061

福島 -1.39816 -0.32469 0.545027 0.721847 -0.69076 -1.17907 -0.82321

茨城 -0.00449 -0.89149 -0.04199 0.645089
-0.23178 -1.94801 -0.32414

栃木 -0.13285 ･0.67349 0.541028 0.798604 -0.60248 -0.82711 -0.10806

群馬 -0.37124 3.337769 0.664846 1.182391 0.734255 0.973087 -0.61226

埼玉 1.19664
-0.06308 -0.75525 -0.12249 -0.61133 1.049317 0.910672

千菓 0.976686 0.678129 -1.08062 0.03103 -0.37461 -0.66~17 0.370443

束京 1.994334 1.637343 -1.97945 0.414817 4.214068 1.150218 2.392443

神奈川 1.471707 0.111321
-1.06267 -0.35276 0.246571 1.100945 2.136191

新潟 -0.33457 -OA1189 1.738222 -0.12249 0.086522 0.659077 -0.18522

宵山 -0.03199 0.02412 1.536423 1.028876 0.751839
-0.77308 0.63284

石川 -0.36207 3.337769 0.726903 0.798604 1.516481 0.600543 0.478489

福井 0.894066 0.460126 1.26995 0.952119 0.364276 -0.05936 0.313847

山梨 2.425273 0.06772 0.655584 0.388059 -0.52784 0.518312
-0.37659

長野 1.086613 -0.23748 1.3450.11 0.875361 -0.17006 0.821972 0.468198

岐阜 0.27058 0.111321 0.924851 0.721847 -0.08466 -0.11005 0

静岡 -0.24288 -0.32469 0.660057 0.261302 -0.31468 0.732109 -0.2778.3

愛聖 1.104951 -0.67349 -0.05136 0.568332 0.779829 1.083608 0.334427
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･都道府県

全メデイ

アの選択

全メデイ

アの消費 テレビ受 日刊新聞 書籍ひと

水道普及 下水道普可能情報 情報量(1 信件数 普及度(1 りあたり

量(-人あ 人あたり (1000世 世帯あた 張=:-fT! 率(%) 率(%)

たり1億

ワ-ド)

108ワ-..

ド)

帯あたり) り部数) (円)

三重 2.03101 -0.84789 0.091429 0.645089 -0.21025 0.857418 -1.13191

滋賀 -0.41709 -0.28109 -0.08183 0.721847 -1.52222 0.935545 0.962122

京都 -0.18787 0.590928 -0.89853 0.338059 2.08283 0.956181 1.620687

大阪 1.471707 0.06772 -1.76151 0.721847 1.564285 1.131102 1.728733

兵庫 1.462538 -0.54269 -1.54214 0.261302 -0.10008 1.063702 1.677282

奈良 -0.43543 1.986149 -1.01779 2.333753 -1.57677 0.717614 0.504214

和歌山 -0.24288 -0.54269 -0.04212 0.338059 -1.27497 0..183679 -2.05287

鳥取 0.325594 -0.71709 1.074717 1.259149 1.148014 0.279252 -0.21095

島根 -0.31623 0.372925 1.501356 0.798604 -0.70009 -0.28913 ･1.21423

岡山 0.398945 1.157736 -0.01658 0.107787 0.610091 0.624388 一0.49392

広島 -0.0595 -0.32469 0.468836 -0.35276 0.433176 -0.91784 0.416748

山口 0.490634 -0.76069 0.496084 0.107787 -0.19267 -1.00876 -0.13892

徳島 0.472296 1.986149 -0.63446 -0.04573 0.283533 -0.63824 -2.07345

香川 0.371438 -0.32469 0,080857 0.56833■2 0.164752 0.798948 -1.0393

愛媛 -0.37124 -0.06308 -0.33167 -0.96682 -0.15032 -0.81919 -0.72545

高知 -0.82969 -0.28109 -1.32076 -1.88791 -0.50989 -1.31297 -1.38916

福岡 -0.04116 -0.93509 -0.88101 -0.68303 0.830787 -1.0474 0.751176

佐賀 ー0.14202 -0..93509 0.334534 -0.19924 -1.26995 -0.55075 -1.16278

長崎 -0.58213 -0.58629 -0.26875 -1.58088 ･0.5953 0.623667 -0.32928

熊本 -1.19644 -1.1967 -0.10804 -1.88791 -1.1709 -2.97369 -0.06174

大分 -0.29789 0.198522 -0.74525 -1.12033 0.284251 -1.6576 ･0.7769

宮崎 -1.61736 -1.1095 -0.86945 -2.04142 -0.37748 0.186919 -0.62769

鹿児島 -1.69157 -0.41189 -0.31811 -2.57872 -0.71803 0.163834 -0.87466

沖縄 -1.94829 -0.58629 -1.69258 -1.19709 -1.19028 1.133845 0.318992
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都道府県
-人あた

り学校数

教貞-人

当たり平

均生徒数

観光及び

宿泊所数

-人あた

り映画館

数

-人あた

り医療施

設数

国民医療

費(-人当

たり千

円)

犯罪率

北海道 0.673208 -0.60713 2.589172 0.611013 -0.85754 1.386586 -0.27511

青森 1.006366 -0.78489 -0.28248 0.989641 -0.56775 0.257224 -1.1013

岩手 1.593947 -1.15977 -0.28439 1.301486 -0.85143 0.035829 -1.25122

官城 -0.39775 0.316251 -0.33226 -1.29641 -0.90275 -1.02347 0.537423

秋田 0.458434 -0.95307 -0.61183 0.072666 -0.54171 0.602889 -1.2367

山形 0.726078 -0.5008 -0.41524 0.999417 -OAO501 -0.41072 -1.2858

福島 0.562272 -0.06144 0.700485 -0.09766 -0.73579 -0.29683 -0.24813

茨城 -0.61589 0.600638 -0.24865 -0.27998 -1.61469 -1.28186 0.405661

栃木 -0.33728 0.561705 0.108794 -0.9653 -0.84864 -1.02203 0.022825

群馬 -0.70447 0.501052 0.307301 -0.04974 -0.27045 -0.94347 ･0.33044

埼玉 ･1.65811 2.058616 -0.64183 -1.7521 -1.8$841 -1.90253 1.135021

千菓 一1.31437 1.403309 0.904098 -0.4959 -1.36014 -1.86605 1.670888

東京 -1.47959 1.634682 0.785377 0.401009 1.40534 -0.69962 1.066201

神奈川 -1.85404 1.724868 0.460489 -1.27758 -0.9403 -1.51953 0.623936

新潟 0.191692 -0.04867 1.262815 -0.98762 -0.45751 -0.45284 -0.77933

富山 -0.39212 -0.11108 -0.79602 1.102808 -0.22499 0.33946 -0.37713

石川 -0.03449 -0.13899 -0.39737 -0.88883 -0.1659 0.551967 一0.64342

福井 0.372047 -0.2252, -0.24928 0.52782 -0.38724 0.099231 -0.66919

山梨 0.424946 -0.27266 0.653252 -0.36241 -0.49949 -0.72743 ･0.42762

長野 ー0.59125 0.086191 4.062974 0.966716 -0.8166 ･0.98215 -0.39788

岐阜 -0.4601 0.365483 0.183473 -0.79919 -0.64859 -0.70623 0.836741

静岡 -1.19892 1.318739 2.935123 -0.37423 -0.8026 -1.0望511 -0.3†799

愛知 ･1.41241 1.763745 -0.04759 -0.13603 ー0.98952 -0.96464 1.639126
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都道府県
-人あた

り学校数

教員-人

当たり平

均生徒数

観光及び

宿泊所数

-人あた

り映画館

数

-人あた

り医療施

設数

国民医療

費(-人当

たり千

円)

犯罪率

三重 0.011745
-0.25668 0.18858 1.049614

-0.18604 -0.6561 0.543994

滋賀 -0.87659 0.440247 -0.76183 -1.17387 -1.03003 -1.38123 0.892766

京都 -0.811 0.375382 -0.20333 -0.98495 1.337578 -0.08254 1.018995

大阪 -1.63084 1.453261 ･0.31758 -0.57431 0.765509 -0.00341 3.316012

兵庫 -1.08969 0.901061 0.782824 -0.40964 0.342168 -0.45217 0.908674

奈良 -0.69085 0.227482 -0.91757 -1.42752 -0.55568 -0.94432 0.634775

和歌山 1.207232 -0.97437 -0.14461 0.426926 2.019972 0.370409 0.834147

鳥取 0.615542 -1.141 -0.88374 1.203256 0.885221 0.169703 -0.99565

島根 1.971752 -1.92036 -0.638 -1.14144 1.830967 0.648819 -1.12516

岡山 -0.01276 0.015758 -0.49375 -0.70623 0.729174 0.483675 0.23482

広島 -0.08042 0.093162 -0.28694 0.493033 1.169498 0.645548 0.462723

山口 0.506957
-0.64091 -0.49183 0.229452 1.121289 1.100132 -0.22894

徳島 1.347293 -1.44905 -0.8014 0.098147 2.159405 1.518443 -0.75011

香川 -0.36726 -0.73369 -0.78991 -1.0954 0.29385 0.752251 -0.43903

愛媛 0.199148
-0.4476 -0.5046 0.569734 0.663656 0⊥77114 0.028531

高知 2.436979 -2.75446 -0.85374 0.36999 0.647067 2.291682 -0.34843

福岡 -1.07765 1.561294 -0.28311 2.833956 0.77529 1.05642 2.318978

佐賀 0.11qO19 -0.17371. -1.10523 -1.83988 0.348816 1.01407 -0.65622

長崎 0.970339 -0.41165 -0.49311 2.139659 1.588609 1.610196 -1.49106

熊本 0.468895 0.036384 -0.18737 0,640249 0.625501 1.220.503 -0.58896

大分 1.142955 -0.9881 -0.19312 0.911755 0.472967 1.071817 -0.8881

宮崎 0.399166 -0.08838 -0.81864 0.929086 0.35681 0.598691
-o.7舶24

鹿児島 1.65037 -1.16814 0.000285 -0.36756 0.726003 1.521569 ･1.17133

沖縄 0.050468 0.572496 -0.44971 0.725326 -1.7461 -0.77399 -0.06274
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